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第I部　平成23年度の観光の状況


第1章　政府を挙げた観光施策の推進


第1節　成長分野としての観光行政の位置付け

　「観光立国の実現」は、21世紀の我が国経済社会の発展のために不可欠な国家的課題とされている。そのため、政府を挙げて、観光立国の実現に向けた施策を推進する必要があり、平成18年12月に「観光立国推進基本法」を制定し、平成19年6月に「観光立国推進基本計画」(以下、「前基本計画」)の閣議決定を行った。また、平成20年10月1日には、観光行政の責任を有する組織を明確化するとともに機能的かつ効果的な業務の遂行を可能とする体制を整備するため、「観光庁」が発足した。さらに、近年の情勢の変化を踏まえ、平成24年3月30日には、新たな「観光立国推進基本計画」(以下、「基本計画」)を閣議決定した。




第2節　前基本計画の目標の達成状況等

　前基本計画では、代表的かつ分かりやすい目標として5つの目標を掲げ、観光立国の実現に関する施策を推進してきた。以下、各目標の達成状況と分析結果を示す。



1　国内における旅行消費額(目標:平成22年度までに30兆円、平成21年実績:25.5兆円)

　団塊の世代の退職に伴う余暇活動が想定ほど伸びなかったこと、年次有給休暇取得率が微増にとどまったこと、消費者物価指数が想定ほど上昇しなかったこと等により、国内における旅行消費額が伸びなかった(図I-1-2-1)。


[bookmark: FB1.1.2.1]
図I-1-2-1　国内における旅行消費額の推移







2　訪日外国人旅行者数(目標:平成22年までに1,000万人、平成22年実績:861万人)

　ビジット・ジャパン・キャンペーンを開始した平成15年以降、着実に訪日外国人旅行者数は増加し、平成19年には835万人に達した。しかしながら、平成20年のリーマンショックに端を発した世界的な景気低迷、平成21年の新型インフルエンザ流行の影響等により、平成21年は679万人へ落ち込んだ。翌平成22年は、尖閣諸島中国漁船衝突事故に伴う中国人訪日旅行者数の減少等があったものの、過去最高の861万人を記録した(図I-1-2-2)。


[bookmark: FB1.1.2.2]
図I-1-2-2　訪日外国人旅行者数の推移







3　国際会議の開催件数(目標:平成23年までに5割以上増(252件)、平成22年実績:309件)

　前基本計画の設定以降、着実に国際会議の開催件数は増加しており、UIA(国際団体連合:Union of International Associations)の(※)旧基準によると168件(平成17年)から309件(平成22年)へと増加し、5割以上増(252件)の目標を達成した。また、UIAの(※)新基準によると開催件数は741件(平成22年)となり、アジア首位を獲得した。
　主な要因は、アジア地域の経済成長に伴いアジア域内での国際会議が増加していることや国内会議が国際化していることなどが挙げられる。特に、平成22年は、アジア太平洋経済協力(以下、「APEC」)、生物多様性条約第10回締約国会議(COP10)の関連会議が多数開催されるなどの特殊要因もあり、大きな伸びとなった(図I-1-2-3)。


[bookmark: FB1.1.2.3]
図I-1-2-3　国際会議の開催件数の推移




[bookmark: XB1.1.2.1]
(※)UIAの旧基準と新基準







4　日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数(目標:平成22年度までに年間4泊、平成22年実績:2.12泊)

　日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数は、世界的な金融危機による景気低迷の影響や趣味・レジャーの多様化による旅行の魅力の相対的な低下により、減少傾向にある。団塊の世代の退職に伴う余暇活動が想定ほど伸びなかったこと、年次有給休暇取得率が微増にとどまったことも一因と考えられる(図I-1-2-4)。


[bookmark: FB1.1.2.4]
図I-1-2-4　日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数の推移







5　日本人の海外旅行者数(目標:平成22年までに2,000万人、平成22年実績:約1,664万人)

　前基本計画の策定以降、世界的な金融危機、新型インフルエンザ流行の影響等により、日本人の海外旅行者数は減少傾向であったが、平成22年は回復し、1,664万人となった(図I-1-2-5)。


[bookmark: FB1.1.2.5]
図I-1-2-5　日本人の海外旅行者数の推移
















第2章　新たな観光立国推進基本計画

　前基本計画の計画期間中は、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律」(平成20年法律第39号)が成立し、同法に基づいて全国で観光圏の整備が進められた。このほか、羽田・成田・関西の各空港の滑走路の整備、大学の観光関係学部・学科の拡大、ビジット・ジャパン・キャンペーンの強力な推進、国際会議等の誘致・開催、中国人個人観光ビザの発給要件緩和等、一定の成果を見た。
　しかしながら、更に我が国の観光が飛躍するため、今後5年間の新たな観光立国推進基本計画を定めた。


第1節　基本的な方針

　観光立国推進基本法の目的である「国民経済の発展」、「国際相互理解の増進」、「国民生活の安定向上」に加え、東日本大震災を踏まえて、「震災からの復興」を柱として掲げた。




第2節　基本計画の策定の方向性



1　観光の裾野の拡大


(1)　国際観光の拡大

　訪日外国人旅行者数の増加を図るため、平成15年のビジット・ジャパン・キャンペーンの開始以降、海外プロモーション事業に取り組んできた。しかし、外国人旅行者の誘致については国際的な競争が激しくなっていることや、外的要因による訪日外国人旅行者数の伸びの鈍化に直面することもあることから、今後、一層戦略的なプロモーション活動が求められている。
　また、国際会議や展示会などのMICE(Meeting, Incentive, Convention, Exhibition/Event)は、その経済波及効果が大きく、ビジネス機会を創出する効果もあるなど、幅広い経済的意義を有している。このため、国は、地方公共団体やコンベンションビューロー、さらには民間企業等によるMICEの誘致・開催に関する活動や競争力強化に向けた取組を支援する必要がある。
　一方、日本人の海外旅行の促進は、国際感覚の向上のみならず、諸外国との双方向の交流拡大(ツーウェイツーリズムの推進)を通じたインバウンドの拡大にも貢献し得るなど、高い意義を有していることから、国民が海外旅行に出かける環境を整える必要がある。


[bookmark: XB1.2.2.1]

(※)






	(※)	東京タワー　Y.Shimizu/日本政府観光局









(2)　国内観光の拡大

　団塊の世代の旅行需要は想定ほど伸びず、現役世代の年次有給休暇取得率は微増にとどまっている。また、近年、旅行実施率が減少する傾向にあり、一年に一度も旅行にいかない、いわゆるゼロ回層は、現在、既に国民の半分を超えている。特に、将来の旅行需要を支える若者の旅行回数が減少すると、将来にわたって観光市場を縮小させる要因になりかねない。このような状態を打開するため、ゼロ回層や若者をはじめ各層に対して、旅行の促進を図る必要がある。
　一方、旅行の魅力は、趣味・レジャーの多様化により相対的に低下していることから、旅行の魅力自体を高めることが重要である。しかしながら、所得や時間による制約、高齢者等が安全に安心して旅行する環境が十分整備されていないことなど諸課題も存在するため、これらの課題に対応しなければならない。


[bookmark: XB1.2.2.2]

(※)






	(※)	三保海岸　日本政府観光局












2　観光の質の向上

　我が国の観光について国際競争力を強化するためには、ポテンシャルを十分にいかして、国内外から選好される観光地域づくりを進める必要がある。このためには、地域の幅広い関係者(観光産業、農林水産業、商工業、行政、NPO等)が参画・協働して、地域のコンセプトの明確化と的確なマーケティングを行いつつ、観光資源を十分に活用した戦略的な観光地域づくりを継続的に行うことにより、国内外の観光客から我が国を代表する「ブランド」としての評価を確立することが重要である。また、複数の観光地域がテーマ性を持った周遊・滞在ルートを構築して有機的な連携を強化することや、分かりやすい案内板の設置などの外客受入環境を更に充実させ、訪日外国人旅行者の満足度を高めること、観光産業に従事する人材を育成し、観光地域における経営能力の強化を図ること等が重要である。






第3節　平成28年までの観光立国実現に関する目標

　基本計画の策定に当たっては、観光地域や旅行サービスの質の向上を図るため、前基本計画の基本的な5つの目標に加え、訪日外国人旅行者の満足度及び観光地域の旅行者満足度を新たな目標として設定した(表I-2-3-1)。


[bookmark: TB1.2.3.1]
表I-2-3-1　平成28年までの観光立国実現に関する目標






第4節　観光立国の実現に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

　観光立国の実現に当たって、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策について定めた。
　このうち、基本的な目標を達成する上で観光庁が主導的な役割を果たしつつ取り組むべき施策のうち主なもの(4項目)について、以下のとおり定めている。



1　国内外から選好される魅力ある観光地域づくり(観光地域のブランド化と複数地域間の広域連携等)

　観光地域が旅行者の国際的な誘致競争にさらされる中、国内外から選考される国際競争力の高い魅力ある観光地域の早急な形成が必要である。このため、我が国を代表し得る観光地域について、恒常的な評価等を行い、地域の取組段階に応じた戦略的な観光地域づくり等を促進する。





2　オールジャパンによる訪日プロモーションの実施

　諸外国との誘致競争に勝ち抜くためには、今後の顕著な成長拡大が見込める東南アジアをはじめとする新興国の中間層、平均滞在日数の長い欧米豪市場、莫大な消費が期待される富裕層市場からの誘客を効果的・効率的に拡大する必要がある。このため、オールジャパンによる訪日プロモーションを実施する。





3　国際会議等のMICE分野の国際競争力強化

　国際会議や展示会などのMICEは、その経済波及効果が大きく、ビジネス機会を創出する効果もあるなど、幅広い経済的意義を有するが、近年、アジア各国等との国際的な誘致・開催競争が激化し、我が国の競争力が相対的に低下する懸念がある。このため、国際競争力を強化するための取組を推進する。





4　休暇改革の推進

　顕在化していない需要を掘り起こし、交流人口の拡大による地域経済の活性化を図るために、休暇改革を推進する。














第3章　東日本大震災の影響と復興

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災は、被災地に壊滅的な打撃を与え、さらに、観光分野においても全国的に大きな影響を及ぼした。
　本章では、東日本大震災後の観光動向を分析し、観光分野における政府の対策について記述する。
　また、国内外における災害からの復旧・復興事例を通じて、今後の観光振興の一つのあり方を展望してみる。


[bookmark: XB1.3.0.1]
「奇跡の一本松」(岩手県陸前高田市)




第1節　東日本大震災が観光分野に与えた影響



1　訪日外国人旅行者数の動向

　訪日外国人旅行者数については、平成23年2月までは前年を上回る推移を示していたものの、東日本大震災が発生した同年3月は前年同月比49.7%と大幅に減少した。特に、震災発生前(平成23年3月1～11日)は前年同期比104%であったが、震災発生後(平成23年3月12～31日)は前年同期比27%と大幅に減少した。平成23年の訪日外国人旅行者数は622万人となり、過去最高の861万人を記録した平成22年の72.2%にとどまった。特に、震災直後の平成23年4月については前年同月比37.5%となり、単月の減少幅としては過去最大であった(図I-3-1-1)。


[bookmark: FB1.3.1.1]
図I-3-1-1　訪日外国人旅行者数の推移



　しかし、平成23年5月以降は、前年同月比の減少幅は徐々に縮小し、訪日外国人旅行者数は回復基調にあると言える。
　震災直後は、訪日旅行への不安が大きかったことや各国が自国民に対し我が国への渡航の自粛、延期や我が国からの退避を求める情報を発出したこと等が訪日外国人旅行者数の動向に大きく影響していたと思われる。しかし、その後、我が国から海外への正確な情報発信や、主要国政府への働きかけ等により、訪日旅行への不安が軽減されてきたものと考えられる。
　訪日外国人旅行者の宿泊者数(延べ人数)について前年同月比の推移を地方別に見ると、震災直後に全ての地方で大幅に減少した後、各地方で徐々に回復しており、中でも、九州地方や沖縄は全国平均に先行して回復している。しかし、東北地方は大きく減少したままであり、全国的には回復基調にある中で、東北地方は依然として厳しい状況に置かれていることが分かる(図I-3-1-2)。


[bookmark: FB1.3.1.2]
図I-3-1-2　訪日外国人旅行者の地方別宿泊者数の前年同月比推移



　五大市場(韓国、中国、台湾、アメリカ、香港)からの訪日外国人旅行者数の前年同月比の推移を国・地域別に見ると、韓国の回復が遅れている(図I-3-1-3)。これは、韓国においては未だに原子力発電所事故に関する報道が多いため、放射能の影響に対する不安が他国に比べ強く残っていると推察されること、円高・ウォン安が続いていることが原因と考えられる。このため、韓国市場については、安全・安心を伝えるための発信を効果的に行うなど、韓国人消費者の心情に応じたきめ細かな対応が必要と考えられる。


[bookmark: FB1.3.1.3]
図I-3-1-3　五大市場(韓国、中国、台湾、アメリカ、香港)からの訪日外国人旅行者数の前年同月比、前々年同月比推移







2　日本人国内宿泊者数の動向

　日本人国内宿泊者数(延べ人数。以下同じ)については、平成23年3月は前年同月比74.2%となった。平成23年4月以降は、前年同月比の減少幅は徐々に縮小し、同年12月は前年同月比102.7%にまで持ち直しており、日本人国内宿泊者数もまた回復してきていると言える(図I-3-1-4)。


[bookmark: FB1.3.1.4]
図I-3-1-4　日本人国内宿泊者数の推移



　なお、平成23年の日本人国内宿泊者数は(※)3億968万人となり、平成22年と比較すると95.9%にとどまった。



	(※)	1　観光庁「宿泊旅行統計調査」による。
2　従業員数10人以上の宿泊施設の実績。
3　平成22年の数値は確定値、平成23年の数値は暫定値を使用。





　日本人国内宿泊者数の前年同月比の推移について、震災の被害が特に大きかった岩手県、宮城県、福島県(以下、東北三県)と全国を比較すると、東北三県の(※)ビジネス客中心の宿泊施設については、平成23年4月以降一貫して大きな増加傾向を示している。これは、震災からの復旧・復興の関係者や被災者が多く宿泊したためと推察される。東北三県の(※)観光客中心の宿泊施設については、震災直後にはビジネス客中心の宿泊施設と同様の宿泊需要があったと思われ、増加傾向を示しているが、平成23年7月以降は減少に転じている。これは、順次被災者の仮設住宅への入居等が進んだことなどが影響していると考えられるが、その一方で、観光需要は十分に回復していない状況が見て取れる(図I-3-1-5)。


[bookmark: FB1.3.1.5]
図I-3-1-5　日本人国内宿泊者数の前年同月比の比較(東北三県)





	(※)	1　ビジネス客中心の宿泊施設とは「観光目的の宿泊者が50%未満」の宿泊施設である。
2　観光客中心の宿泊施設とは「観光目的の宿泊者が50%以上」の宿泊施設である。





　また、同一施設における一人あたり平均宿泊数を見ると、例年は沖縄県、東京都、京都府が上位を占めているが、平成23年4～6月期においては福島県をはじめとする東北三県と茨城県が上位を占めており、震災からの復旧・復興の関係者や被災者がこれらの県に長期滞在したことが影響していると推察される(図I-3-1-6)。


[bookmark: FB1.3.1.6]
図I-3-1-6　同一施設における1人あたり平均宿泊数



　東北三県を除く東北各県の日本人国内宿泊者数の前年同月比の推移を見ると、観光客中心の宿泊施設については、一時的に復旧・復興需要があったと考えられる東北三県に比べ、震災直後から厳しい状況に置かれていた様子が伺える。しかし、全体的な推移としては回復傾向にあり、次第に観光需要が回復している様子が見て取れる。ビジネス客中心の宿泊施設については、東北三県に見られた復旧・復興需要が発生していない様子が伺える(図I-3-1-7、図I-3-1-8)。


[bookmark: FB1.3.1.7]
図I-3-1-7　観光客中心の宿泊施設の日本人国内宿泊者数の前年同月比の比較(東北各県)




[bookmark: FB1.3.1.8]
図I-3-1-8　ビジネス客中心の宿泊施設の日本人国内宿泊者数の前年同月比の比較(東北各県)



　同様に北関東三県(茨城県、栃木県、群馬県)について見ると、観光客中心の宿泊施設については、特に平成23年6月までは全国平均と比べて大きな影響を受けていた様子が見て取れる。一方、ビジネス客中心の宿泊施設については、茨城県のみが全国を大きく上回る水準で推移しているが、これは、復旧・復興の関係者が、茨城県内に宿泊したためと推察される(図I-3-1-9、図I-3-1-10)。


[bookmark: FB1.3.1.9]
図I-3-1-9　観光客中心の宿泊施設の日本人国内宿泊者数の前年同月比の比較(関東地方)




[bookmark: FB1.3.1.10]
図I-3-1-10　ビジネス客中心の宿泊施設の日本人国内宿泊者数の前年同月比の比較(関東地方)



　日本人国内宿泊者数の前年同月比について地方別に見ると、東北については先に述べたように復旧・復興需要が発生した様子が見て取れるものの、地理的に被災地に近接している関東地方やビジネス目的より観光目的が宿泊理由の多くを占めている北海道、沖縄については、震災発生直後に全国平均に比べ宿泊者数が大きく減少している様子が分かる。一方、近畿、四国、九州の各地方については、全国平均と比較しても、宿泊者数の減少幅が相対的に小さかった様子が見て取れ、東日本大震災が各地方の日本人国内宿泊者数に与えた影響は、相対的に西日本の方が小さかった傾向が認められる(図I-3-1-11)。


[bookmark: FB1.3.1.11]
図I-3-1-11　日本人国内宿泊数の地方別宿泊者数の前年同月比推移



　以上見てきたように、震災直後に大きく落ち込んだ訪日外国人旅行者数や日本人国内旅行宿泊者数は、西日本が先行しつつ、全国的には回復してきていることが確認できる。この回復基調は、世界旅行ツーリズム協議会(World Travel and Tourism Council(以下、「WTTC」))が想定した我が国の観光分野の復興シナリオの予想を上回っている。しかし、同時に、東北地方については、一部に復旧・復興需要は認められるものの、観光需要については十分回復していないことが分かる。このため、引き続き、全国的に観光需要を喚起するための取組を講じていく必要がある。特に東北地方については、国内外から多くの観光客が訪れるための取組を進め、復興を支えていく必要がある。






第2節　観光分野における東日本大震災への対応

　観光は、裾野の広い産業であり、大きな経済波及効果をもたらす。特に東北地方においては、農業等の主要産業と比較しても相当な経済規模を有している。しかし、震災による観光関連施設、交通インフラ等への影響のみならず、自粛風潮や風評被害により、被災地以外の地域も含め、広域的に観光需要の減退が見られたため、政府としては、震災直後から様々な対策を講じた。



1　初動対応


(1)　旅行者、宿泊施設、訪日外国人への対応

　地震発生後、関係者が連携して、国内旅行者の安否確認、旅館・ホテルの被害確認を行うとともに、災害救助法の制度を活用して旅館・ホテルにおける県境を越えた被災者の受入れを支援した。
　訪日中あるいは訪日を検討している外国人に対しては、日本政府観光局(正式名称:(独)国際観光振興機構(JNTO)、以下「日本政府観光局」)のホームページにおいて国内交通インフラに関する情報等の各種情報の提供を多言語で行った。また、同局の訪日外国人旅行者向け観光案内所であるツーリスト・インフォメーション・センター(TIC)において多言語による電話照会対応を24時間体制で行った。




(2)　被災地の復旧


①　交通網の復旧

　災害復旧活動を実施する上で不可欠であり、さらに、東北地方への観光流動を早期に回復させる上でも重要である陸海空の交通網について、迅速に復旧がなされた。


1）　道路

　震災発生翌日には、「くしの歯」作戦として、東北地方への広域幹線アクセスとなる東北自動車道と国道4号の南北軸を緊急輸送ルートとして確保し、津波被害の大きい太平洋沿岸部三陸地区に向けた東西方向の国道等について、震災発生4日後の3月15日には15ルートを確保するなど、迅速に道路啓開を推進した。




2）　鉄道

　新幹線については、東北新幹線が4月29日までに全線運転再開された。在来線についても、津波により甚大な被害を受けた沿岸部の鉄道の一部区間については、復旧に向けた取組を進めているところであるが、JR東北線等の主要幹線をはじめとして、多くの路線で順次運転を再開している。




3）　空港

　空港施設及び周辺地域が広範囲に浸水した仙台空港について、排水作業を迅速に進めること等により、4月13日には旅客便の就航が再開した。その他被害のあった空港についても、迅速に復旧し、福島空港は震災当日から運用を継続、茨城空港は3月14日から、花巻空港は3月17日から定期便の運行を再開している。




4）　港湾・航路

　津波警報、津波注意報が解除された直後から航路啓開作業を開始し、3月24日までに主要14港湾すべてにおいて一部の岸壁を利用可能とした。被災地の港湾に寄港する中長距離フェリー(3航路)については、6月6日までに通常運航に復した。






②　被災地支援ボランティア活動への対応

　震災直後のボランティア活動に対応するために、政府としても、(一社)日本旅行業協会(以下、「JATA」)及び(社)全国旅行業協会(ANTA)に対し、積極的にボランティアツアーを造成するよう働きかけ、旅行業者によりボランティアツアーが造成された。
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ボランティア活動の様子











2　その後の対策


(1)　訪日外国人旅行促進施策

　震災直後から、正確な情報発信に努めるとともに、主要国政府への働きかけやメディア、旅行会社招へい、一般消費者への働きかけを段階的に実施し、日本に対する渡航情報の是正、日本に関する正確な報道や訪日旅行商品の造成と販売を促した。


①　正確な情報と日本のいまの発信

　日本各地及び世界主要都市の放射線のモニタリング調査結果を客観的なデータとして随時公表するなど放射線等に関する情報を日本政府観光局のホームページにて発信するとともに、訪日した各界の海外著名人によるメッセージを発信するなど、世界に正確な日本のいまを伝えるための取組を実施している。
　また、海外現地メディア、旅行会社、政府関係者向け海外現地説明会を延べ100回以上実施するとともに、海外メディア、海外の旅行会社約800社、約1,000名を日本に招へいした。
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表I-3-2-1　放射線のモニタリング調査結果の情報発信






②　主要国政府への渡航情報見直しの働きかけ

　海外各国が発出した渡航禁止、制限、自粛、注意などの渡航情報について最新の科学的情報に基づき見直すよう、主要国政府へ要請した。このことにより、震災直後は広域にわたり厳しい渡航制限等が順次緩和されている。




③　国際会議等の日本開催に向けた取組

　国際会議等の開催については、復興を海外に向けてアピールし、また、地域に大きな経済波及効果をもたらすことが期待されるが、震災後、被災地以外においても、主催者が開催を見直す動きがあった。そのため、主催者に対し正確な情報を迅速に提供するとともに、日本での開催を依頼し、キャンセル拡大の防止に努めた。
　また、体操(世界体操2011in東京)、バレーボール(ワールドカップバレー)、ラグビー(パシフィックネイションズカップ、ゴールデンオールディーズ・ワールドラグビーフェスティバル)、トライアスロン(ITUトライアスロンワールドチャンピオンシップシリーズ横浜)の国際競技大会を日本で開催するよう、世界のスポーツ界に働きかけ、日本開催の維持に努めた。


[bookmark: XB1.3.2.2]
「世界体操2011in東京」開催維持を訴える様子(アメリカ・サンノゼにおける評議会)






④　ビジット・ジャパンおもてなしキャンペーン

　日本全国で外国人旅行者をお迎えする気運を高める取組を中心としたおもてなしキャンペーンを実施した(平成23年9月から平成24年3月まで)。
　同キャンペーンでは訪日外国人旅行者に対し、空港や在外公館などで約33万枚のクーポン券を配布し、国内の賛同・協力施設(小売、飲食、観光関連、宿泊施設など)で割引などの特典が受けられる体制を整えた。
　また、平成23年11月からは、Japan Big Welcome Campaignを実施した。同キャンペーンでは、訪日外国人旅行者に人気のある百貨店での特別割引、宿泊施設での宿泊料の特別割引の実施など、冬から春にかけての特別プラン等を多数用意した。


[bookmark: XB1.3.2.3]
キャンペーンポータルサイトhttp://www.visitjapan.jp




[bookmark: XB1.3.2.4]
Visit Japan Cardや、専用スマートフォンアプリによる特典の提供




[bookmark: XB1.3.2.6]
キャンペーンポスター






⑤　「Japan.Thank You.」キャンペーン

　平成24年2月から、日本と世界の絆を強め、訪日需要の回復につなげるため、改めて世界へ感謝(Thank You)を伝える取組を行った。具体的には、特別ロゴ及びポスターの作成や、東京、横浜、京都、大阪、仙台、ニューヨーク等の主要都市において街頭バナーへのロゴの掲示等を行う「Japan.Thank You.」キャンペーンを実施した。
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特別ロゴ




[bookmark: XB1.3.2.8]
特別ポスター




[bookmark: XB1.3.2.9]
ワン・タイムズスクエア・ビルでの掲示




[bookmark: XB1.3.2.10]
成田国際空港到着ターミナルでの掲示






⑥　WTTCグローバルサミットの開催等

　平成24年4月16日～19日にかけて、世界の観光産業トップが集まる「第12回WTTCグローバルサミット」が東京及び仙台で開催された。
　世界53の国から仙台会合に約700名、東京会合に約1,200名が参加し、日本政府からは野田総理大臣、前田国土交通大臣(当時)等が参加した。セッションでの議論及び被災地等の現地視察を通じて、世界の観光産業トップ及び海外メディアに対し、被災地を中心とした我が国の復興状況や安全な現状を発信し、我が国の安全に対する懸念等を払拭するとともに、我が国の観光立国実現に向けた決意を表明し、訪日旅客の拡大への協力を働きかけた。また、観光産業のより一層の振興のため、観光促進に向けたビザ等の各種阻害要因の改善に向け、観光産業トップが協力していくことで一致した。
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野田総理大臣




[bookmark: XB1.3.2.12]
前田国土交通大臣(当時)




[bookmark: XB1.3.2.13]
西田日本組織委員会委員長




[bookmark: XB1.3.2.14]
フレンツェルWTTC会長



　その他、野田総理大臣が訪米時に東日本大震災で犠牲になられた米国人のご家族に対し追悼の意を伝え、被災地において救命活動等を行った捜索救助隊の隊員に対し、感謝を伝えることなども行っている。






(2)　国内観光振興施策


①　国内旅行振興キャンペーン事業の実施

　震災後に見られた観光に関する取組の自粛等を解消するため、都道府県や観光・交通関係業界等に対して、継続的な取組が復興に資すること等を呼びかけた。
　また、平成23年4月より、観光・交通関係業界と連携し、官民合同による「国内旅行振興キャンペーン」を実施した。本キャンペーンは、風評被害や自粛風潮を払拭して国内観光需要を喚起すること、被災地をはじめ日本全国への旅行を促進することを目的としている。具体的には、共通ロゴ「がんばろう!日本」を掲げ、ポスターや新聞、雑誌等の様々な媒体を用いて情報発信し、(社)日本観光振興協会が運営する「キャンペーンポータルサイト(ホームページ:http://kokunai.nihon-kankou.or.jp/)」への誘引を図り、国内旅行へ出かける機運を醸成するとともに、魅力的な旅行商品等の造成を促進している。
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「がんばろう!日本」ロゴ




[bookmark: XB1.3.2.16]
キャンペーンポスター






②　東北観光博の実施

　震災後、大きく落ち込んだ東北地方への観光需要を喚起するため、平成24年3月から、東北地方全体を一種の博覧会会場と見立てた「東北観光博」を本格実施している。東北地方の主要な28の観光地域を核となる「ゾーン」とし、官民一体となって東北地方への誘客等を図っている。本観光博では、地域が主体となって、その歴史、文化、くらしなどを観光資源としていかし、地域の日常生活に観光客が回遊する仕組みの定着を図り、地域と観光客の交流がより促進される新しい観光スタイルの実現を目指している(東北観光博ホームページ:http://www.visitjapan-tohoku.org/)。
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東北観光博オープニングイベントの様子




[bookmark: FB1.3.2.2]
図I-3-2-2　東北観光博の概要






③　東北・北関東への訪問運動の展開

　震災から1年が経過することを契機に、官民が一体となって、東北・北関東において各種会議を開催すること等により東北・北関東の復興を応援する国民運動を平成24年3月末より本格展開している(ホームページ:http://www.mlit.go.jp/kankocho/fukkou-shien/about.html)。




④　東北地方関連の各種イベントの支援

　復興のために開催された東北地方関連の各種イベントに対して支援を行った。
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表I-3-2-3　支援を行った主なイベント一覧












第3節　国内外の観光分野に影響を与えた災害からの復旧・復興の事例



1　国内の事例


(1)　阪神・淡路大震災

　平成7年1月に発生した阪神・淡路大震災は、死者・行方不明者6,437名、住家被害は全壊が約10万5,000棟、半壊が約14万4,000棟という甚大な被害をもたらした。
　震災の爪痕は大きかったが、その中において、神戸市では、平成10年には観光客数が震災前の水準に回復している(図I-3-3-1)。これは、官民挙げてのキャンペーンの展開等様々な取組がもたらした結果と言えるが、特に大きな回復要因となったのは「神戸ルミナリエ」の開催である。「神戸ルミナリエ」は、犠牲者の鎮魂と都市の復興・再生を祈って平成7年12月から毎年開催され、現在では神戸市を代表する行事となっている。これは、行事そのものの魅力もさることながら、行事に震災の記憶を語り継ぐこと、犠牲者を鎮魂することといったテーマが設定されていることが大きな意味を持っていると考えられる。「神戸ルミナリエ」は、観光という側面とともに、鎮魂という行事の意義と精神性について、訪れる人々の共感を得たことが大きな集客につながったのではないかと考えられる。


[bookmark: FB1.3.3.1]
図I-3-3-1　神戸市、有馬温泉、ルミナリエの入込客数推移



　震災から7年後の平成14年に神戸市に開設された「人と防災未来センター」もまた、被災の記憶を新たな観光資源とした例である。震災から得た教訓を後世に継承することなどを目的に設立されたこの施設を訪れた人々は、語り部である被災者から体験談を聞き、震災の追体験をすることができる。年間50万人以上を数える入館者には、多くの修学旅行生も含まれる。
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人と防災未来センター



　神戸市北部にあり、日本三古湯の一つにも数えられる有馬温泉は、幸い死者は出なかったものの、温泉街の建築物の1割程度が全壊、5割程度が半壊し、観光分野も大きな影響を受けた。震災後、観光客数は激減したが、一部の旅館が開始した「ランチス・クーポン」の販売が有馬温泉に転機をもたらした。
　この「ランチス・クーポン」は、旅館での入浴と食事のセット商品であり、平成7年の7月から11月まで販売された。特筆すべきは、クーポンの販売を通じて、旅館の経営者や地域住民の意識が変わっていったことである。クーポンの販売前は、宿泊客は旅館内で過ごしていることが多かったが、販売後は、入浴した人は食事場所を求め、また、食事をした人は入浴する旅館に行くため温泉街を回遊するようになり、その結果、観光客が温泉街を散策するようになった。このため、旅館や飲食店などの温泉街の関係者の間で、散策する観光客をもてなそうという機運が高まり、新たな企画が生み出されるようになった。その一例が、「有馬涼風川座敷」である。この川座敷は、夏休み期間中、観光客が涼をとりながら夏の情緒を楽しむことができるよう企画したものである。具体的には、川のほとりに川床風の座敷、芸妓の踊りなどを披露する舞台、ビアガーデンをはじめとする屋台を設けたもので、観光客から好評を得ている。
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有馬涼風川座敷



　有馬温泉の観光客数が震災前の水準に回復するまでには、8年を要している(図I-3-3-1)。しかし、これら2つの取組などが、観光客の回遊性をいかすために、町全体を観光資源として捉えるようになるきっかけとなり、その後の有馬温泉の活性化に大きく寄与している。




(2)　能登半島地震

　平成19年3月に発生した能登半島地震では、家屋が倒壊するなどの直接的な被害も大きかったが、それ以上に風評による観光客の減少が大きかった。そのため、石川県等は、被災後早い段階からプロモーション活動を開始したが、その際、東海北陸自動車道が全面開通し交通利便性が高まることをアピールするなど風評被害を払拭するための工夫をした。
　プロモーション活動をはじめ復興に向けた取組の内容は多岐にわたるが、ここで注目したいのは、被災市町等が連携して取り組んだ「能登ふるさと博」と「加賀四湯博」が、取組当初は想定していなかった効果をもたらしたことである。「能登ふるさと博」については能登地方の4市5町が、「加賀四湯博」については加賀市と小松市の4温泉(山中温泉、山代温泉、片山津温泉、粟津温泉)が連携して、平成20年から展開しているキャンペーンである。両取組による集客という直接的な効果もさることながら、これらの取組を通じて、復興という共通の目標の下、地域が連携して行動する動きが促進されたことが大きな財産になっている。
　例えば、「能登ふるさと博」では、灯りをテーマに4市5町を結ぶイベントとして「灯りでつなぐ能登半島」を実施している。稲刈り後の棚田の畔を3万本のろうそくで飾る「白米千枚田あぜの万燈(あかり)」(輪島市)など4市5町それぞれで開催される灯りのイベントが、幻想的な風景を生み出し、訪れた人々に震災被害への鎮魂の想いを伝え続けている。また、これまでは、能登地方の食の魅力が充実する1～3月は、各市町それぞれが食のイベントを開催し、結果として同一日に複数市町で開催されることもあった。しかし、平成23年からは、4市5町が連携してイベントの重複を避け、1～3月は毎週末いずれかの市町で食のイベントを開催することとしており、期間を通じて地域全体で集客力を高める取組を始めている。
　加賀独自のユニークな情報発信である「レディー・カガ」は、加賀四湯の関係者の連携の中から生まれたものである。この取組は、平成23年10月に石川県旅館ホテル生活衛生同業組合青年部加賀支部が立ち上げ、加賀四湯で働く女将をはじめとする女性達100人以上が「レディー・カガ」の名でグループを結成したものであり、ウェブやメディアを活用して加賀四湯の魅力を発信し続けている。
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レディー・カガ(※)






	(※)	出典:レディー・カガ　オフィシャルサイト












2　海外の事例


(1)　スマトラ島沖地震(タイ)


①　災害の概要

　平成16年12月、インド洋のインドネシアスマトラ島沖においてマグニチュード9.1の地震が発生し、大規模な津波が、観光地として有名なタイのプーケット島やマレーシアのペナン島をはじめ、インド、スリランカ、モルディブなどの広範な地域を襲い、甚大な被害をもたらした。死者・行方不明者は約23万人、そのうちタイ国内の死者は8,212人と言われている。




②　被災後の観光動向

　タイのプーケット島では、津波直後に外国人訪問者が激減し、平成17年1月には前年同月比4.7%、同年2月は13.5%にとどまった。その後、インフラの復旧やホテルの再開が進んだが、平成17年のプーケット島への外国人訪問者は前年比38%の132万人にとどまった。




③　被災後とられた対策とその特徴

　スマトラ島沖地震については、甚大な被害状況については大きく報道されたものの、過剰な報道も散見され、また、その後の復興の様子については十分な報道がなされなかったこともあり、旅行先としての安全性等を世界に発信することが難しかった。そのようなこともあり、タイの観光は、風評被害により大きな影響を受けた。
　そこで、過去の被災時の経験を踏まえて、タイ国政府は、平成19年に、我が国の日本政府観光局に当たるTAT(Tourism Authority of thailand)内に、災害等の発生時に観光産業が大きな影響を受けることを未然に防ぐため、国内外の情報を収集・分析することを使命とするTIC(Tourism Intelligence Unit and Crisis Management Centre)を設立した。
　TICは、災害等が発生した場合、まず、災害等発生直後に、現地情報(災害の状況、道路、空港等のインフラの状況等)を収集するとともに、海外での報道の様子や反応を確認し、収集した情報を基に講じるべき対策を検討する。そして、TAT内の情報発信担当部門に、収集した情報及び現状分析の結果を伝達する。民間事業者やメディア等の外部への情報発信は、情報の混乱や誤りを防ぐために、TAT内では、同部門が一元的に行っている。
　このように、タイでは、災害等の発生時に観光が風評被害により大きな打撃を受けたという教訓をいかし、被災後に風評被害を未然に防ぐ又は最小限にとどめることなどを目的とした体制の整備を行っている。
　また、被災後は、観光客等の安全確保対策に意を注いでいる。被災前は、災害発生時の対応についてほとんど準備がなされていなかったが、被災後は、災害発生時に迅速に災害情報をホテル、飲食店、小売店などに伝達するネットワークを構築するとともに、各地で津波を想定した避難訓練が実施されている。また、災害時に外国人観光客の安全を確保するために、今後、通訳ボランティアの養成を実施することとしている。






(2)　ハリケーン・カトリーナ(アメリカ・ニューオリンズ)


①　災害の概要

　平成17年8月、大型ハリケーンがアメリカ南東部を襲い、ミシシッピ州のガルフポートやルイジアナ州のニューオリンズが壊滅的な被害を受けた。特に被害の大きかったニューオリンズでは、湖の堤防等が決壊し、市内の陸上面積の8割が水没した。この災害による死者・行方不明者は2,500人を超えた。




②　被災後の観光動向

　被災直後の平成18年にニューオリンズを訪れた観光客数は370万人に減少し、過去最高であった平成16年の1,010万人と比較すると36.6%にとどまった。被災前は年間平均約800万人の観光客が訪れていたが、 被災前の水準に回復したのは5年後の平成22年(830万人)であった。




③　被災後とられた対策とその特徴

　災害時には、必要な情報を伝達し、住民の安全を確保することはもとより、観光客についても安全を十分に確保することが重要である。そのため、ニューオリンズ市では、災害時における観光客の安全確保策について定めている「観光危機管理計画」を被災後に大幅に見直し、災害時における住民や観光客とのコミュニケーション手段を確保することにより、観光客の安全確保にも万全を期すこととしている。
　具体的には、市内のホテルは、毎週、2週間先までの予約状況を市政府の警察部局と観光部局のみならず、州政府等に報告することとされており、情報を関係機関で共有することにより、災害時には計画的に観光客を避難させるなど安全を迅速に確保するための体制を整えている。
　被災時には、観光関連の企業により組織されている民間団体であるCVB(Conventions & Visitors Bureau)が、災害に関する情報を観光関連事業者や観光客、各国大使館、メディア等に随時伝達するとともに、市内で開催されているコンベンション等の主催者と直ちに連絡を取る。
　災害の状況が深刻になってくると、CVBのホームページにその状況を掲載するとともに、災害が収束するまでの間、市内各ホテルに直接、電子メールで情報提供することとしており、観光客は、災害の状況についての正確な情報を入手することができるようになっている。
　観光客が市外に避難することが必要となった場合は、観光危機管理計画に定められた手順に従って計画的に避難させることとしている。
　このように、ニューオリンズ市は、平時から観光客の安全を確保する体制を構築している。この他にも、毎年ニューオリンズ市民を対象とした避難訓練を実施するとともに、観光危機管理計画を毎年改訂し、常に最適な状態で観光客や住民の安全を確保するようにしている。
　また、被災をきっかけにニューオリンズに根付いたボランティアツーリズムについても注目したい。被災後、住宅再建などのためにニューオリンズではボランティア団体が複数設立されたが、活動初期に必ずしも効率的に行われなかったこれらの団体の活動をCVBが支援したことが、その後のニューオリンズにボランティアツーリズムが定着することにつながった。
　ニューオリンズを訪れるボランティアにはリピーターも多く、その多くは、観光とボランティアを組み合わせている。ニューオリンズでは、被災時の経験を経て、地域住民とボランティア団体との間に密接な連携が生まれていることや、例えばCVB内にボランティアの受入組織が設置されているように、地元での受入体制が整備されていることなどが、多くのリピーターを確保している要因となっている。










第4節　結び
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　前節までに見てきたように、東日本大震災の発生により、我が国の観光は大きな打撃を受け、今なお復興の途上にある。これからも、まずは被災前の水準まで回復することを目指し、さらにそれを超えて観光立国を実現していくための取組が、被災地で、そして日本全国で進められていくことになる。その際、それらの取組が、目先の集客のみを意識した一過性のものに終始することなく、中長期的に国内外の人々を惹きつけ続けるいわば本物の魅力を生み出していくようにしなければならない。
　未曾有の危機を乗り越えることは簡単なことではない。しかし、前節で紹介した国内外における過去の経験から学ぶところが大いにあるのではないだろうか。
　前節で挙げた諸例に限らず、被災後に風評被害に苦しんだ例は多い。風評の発生を完全に封じることは難しいものの、風評による被害を最小限にとどめるための取組が必要である。スマトラ島沖地震の例で見たとおり、風評被害を防ぐためには、正確な情報を迅速に収集し、的確に発信することが大切である。そのため、タイでは、非常時に一元的に情報を収集・発信する体制を整備したのである。このように、平時から有事に対応できる体制を構築しておくことは、重要な視点である。
　また、観光客が安心して旅行するためには、災害時等に観光客の安全が確保されることは基本的な条件とも言える。ハリケーン・カトリーナの例で見たように、被災を契機にそのことに気づき、体制を整備する例も参考になる。
　これらを踏まえれば、災害が多発する地理的条件にある我が国だからこそ、これらの事例に学びつつ、日頃から危機管理意識を持って備えておくことが大切であると言える。
　災害は、確かに不幸な出来事である。しかし、復興という共通の目標に向かって、地域が一丸になって取り組む過程で、地域の魅力を見つめ直し、そこから新たな観光資源を生み出し、人々を惹きつける機会にもなりうる。有馬温泉や能登半島地震の例は、そのことをよく示している。
　さらに、被災の記憶そのものが、新たな観光資源として魅力を持ちうることも過去の経験から学ぶことができる。「神戸ルミナリエ」の例に見られるように、そこを訪れる意義に人々が共感することにより、大きな集客効果が発揮されるのではないか。戦争の悲惨な記憶を刻む原爆ドームも、いまや我が国を代表する観光地となっているのである。人々は、被災の記憶に触れることで、自然の脅威とともに、自然に立ち向かった人々の力を感じることになるだろう。
　観光振興とは、そもそも、人がわざわざそこを訪れるだけの魅力を創出することである。各地域の文化、伝統や自然に根ざした揺るぎない魅力は大切にしつつも、既存の観光資源や過去の成功体験に安住することなく、常に新たな魅力を創出し、発信していくことが大切である。東日本大震災という危機を乗り越えて我が国の魅力を再発見し、それを新たな観光資源として形づくっていくことができれば、東北地方のみならず我が国の観光に新たな地平が開かれることになるのではないだろうか。
　ややもすると沈滞ムードに陥りがちな現在の社会経済情勢の中でも「坂の上の雲」を目指すことができる分野の一つとして、我が国の観光は、東日本大震災を乗り越えて、この新たな地平を開いていく必要がある。
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	(※)	美ヶ原高原　Yasufumi Nishi/日本政府観光局














第II部　平成23年度の観光の状況及び施策


第1章　観光の現状


第1節　国民の観光の動向



1　国民の国内宿泊観光旅行の動向


(1)　国内宿泊観光旅行の概況

　平成23年の国民1人当たりの国内宿泊観光旅行回数は、1.37回(前年比2.2%増)であった。また、国民1人当たりの国内宿泊観光旅行宿泊数は、2.17泊(同2.4%増)であった(図II-1-1-1)。


[bookmark: FB2.1.1.1]
図II-1-1-1　国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移






(2)　宿泊の概況

　平成23年の延べ宿泊者数は全体で3億9,422万人泊であり、このうち、日本人延べ宿泊者数は全体で3億7,666万人泊であった。これを月別に見ると8月が4,632万人泊と最も多く、4月が2,495万人泊と最も少なくなった。前年同月比を見ると、3月は大きく前年を下回った(図II-1-1-2)。
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図II-1-1-2　月別日本人延べ宿泊者数(平成23年)









2　国民の海外旅行の動向


(1)　海外旅行者数の推移

　平成23年の海外旅行者数は、1,699万人となった。前年に比べると約36万人増加し、対前年比2.1%増であった(図II-1-1-3)。
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図II-1-1-3　日本人海外旅行者数の推移



　前年同月比を見ると、12月が最も伸び率が高く、3月から6月は落ち込んだ(図II-1-1-4)。
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図II-1-1-4　日本人海外旅行者数の月別推移(平成23年)



　なお、平成21年の諸外国の海外旅行者数を比較すると、日本の15,446千人は世界で10位となり、前年の14位より4ポイント上昇した(図II-1-1-5、図II-1-1-6)。
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図II-1-1-5　諸外国の海外旅行者数国際ランキング(平成21年)
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図II-1-1-6　諸外国の海外旅行者数上位20箇国における国民1人当たりの海外旅行回数(平成21年)






(2)　海外旅行者の動向

　旅行日数を滞在期間6月以内の帰国日本人に関して見ると、平成23年は、5日以内が61.0%、10日以内が24.7%、15日以内が4.7%となり、前年に比べ5日以内、10日以内の比率が微減し、15日以内の比率が微増した(図II-1-1-7)。
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図II-1-1-7　海外旅行者の滞在期間比率推移



　性別構成を見ると、男性は全体の54.8%に当たる930万人、女性は全体の45.2%に当たる769万人であり、男性の比率が微増した(図II-1-1-8)。
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図II-1-1-8　海外旅行者の性別構成比の推移



　年齢階層別に見ると、男性の場合、40歳代が全体の23.8%に当たる222万人と最も多く、次いで30歳代が同20.0%に当たる186万人の順となった。女性の場合は20歳代が全体の23.3%に当たる180万人と最も多く、次いで30歳代が同19.9%に当たる153万人となった(図II-1-1-9)。
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図II-1-1-9　海外旅行者の性別・年齢階層別推移






(3)　海外旅行者の出国時の輸送手段

　平成23年の海外旅行者の出国時の輸送手段は、航空が1,680万人で全体(1,699万人)の98.8%となった。空港別利用状況では、成田国際空港利用が出国日本人全体の44.7%に当たる759万人を占め、次いで関西国際空港利用が19.9%に当たる339万人となった。海上輸送は20万人で、全体の1.2%となった(図II-1-1-10)。
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図II-1-1-10　出国日本人の旅客輸送の状況(平成23年)









3　国民の旅行等に関する意識の動向と実態


(1)　レジャー・余暇生活に関する意識の動向

　平成23年10月の「国民生活に関する世論調査」を見ると、今後の生活で重点をおきたい分野は「レジャー・余暇生活」を挙げるものが35.8%と最も多く、次いで「所得・収入」、「資産・貯蓄」となった(図II-1-1-11、図II-1-1-12)。
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図II-1-1-11　今後の生活の力点
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図II-1-1-12　今後の生活の力点(推移)






(2)　旅行に対する潜在需要

　余暇活動の潜在需要(参加希望率から実際の参加率を引いた数値)は、第1位が「海外旅行」、第2位が「国内観光旅行」となっている。
　このように、観光旅行に対する潜在需要は多様な余暇活動の中で依然として高いことがうかがえる(図II-1-1-13)。
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図II-1-1-13　余暇活動の潜在需要(上位10種目)






(3)　国民の旅行実態

　宿泊費やパック旅行等の旅行関連の支出の推移を見ると、支出額は減少しているが、全消費支出に占める割合及び自由時間関連支出に占める割合とも、前年と同水準となっている(図II-1-1-14)。


[bookmark: FB2.1.1.14]
図II-1-1-14　旅行関連の支出の推移










第2節　外国人の訪日旅行の動向



1　外国人宿泊旅行の動向


(1)　宿泊の概況

　平成23年の外国人延べ宿泊者数は全体で1,756万人泊(前年比36.2%減)であった。前年同期比を見ると、3月以降は全ての月で大きく前年を下回った(図II-1-2-1)。


[bookmark: FB2.1.2.1]
図II-1-2-1　月別外国人延べ宿泊者数(平成23年)



　国・地域別外国人延べ宿泊者数は、1位は中国263万人泊(外国人延べ宿泊者数全体に占める割合16.7%)、2位は韓国243万人泊(同15.4%)、3位は台湾233万人泊(同14.7%)、4位はアメリカ184万人泊(同11.7%)、5位は香港126万人泊(同8.0%)となり、これら5の国・地域で全体の66.5%を占めた(図II-1-2-2)。


[bookmark: FB2.1.2.2]
図II-1-2-2　国・地域別外国人延べ宿泊者数(平成23年)



　都道府県別外国人延べ宿泊者数は、1位の東京都が569万人泊(外国人延べ宿泊者数全体に占める割合32.4%)、2位の大阪府が223万人泊(同12.7%)、3位の北海道が150万人泊(同8.6%)、4位の千葉県が139万人泊(同7.9%)となり、上位4都道府県が全体の約6割を占めた(図II-1-2-3)。


[bookmark: FB2.1.2.3]
図II-1-2-3　都道府県別外国人延べ宿泊者数(平成23年)



　都道府県別外国人延べ宿泊者数を国・地域別に構成比で見ると、九州には韓国から、北海道、北陸には台湾からの旅行者が多数宿泊していることがうかがえる(図II-1-2-4)。


[bookmark: FB2.1.2.4]
図II-1-2-4　都道府県別、国・地域別外国人延べ宿泊者数構成比(平成23年)



　都道府県別延べ宿泊者数の構成比を見ると、外国人延べ宿泊者数の構成比の割合が高いのは、1位が東京都の13%、2位が大阪府の10%であった。また、県外からの日本人宿泊者数の構成比の割合が高いのは、山梨県、徳島県、香川県でそれぞれ85%であった(図II-1-2-5)。


[bookmark: FB2.1.2.5]
図II-1-2-5　県内・県外・外国人延べ宿泊者数構成比(平成23年)



　国・地域別、都道府県別に外国人延べ宿泊者数構成比を見ると、それぞれの国からの訪日客は東京都に最も多く宿泊していた(図II-1-2-6)。


[bookmark: FB2.1.2.6]
図II-1-2-6　国・地域別、都道府県別外国人延べ宿泊者数構成比(上位5都道府県)(平成23年)






(2)　旅行者数の動向

　平成23年の訪日外国人旅行者数は、622万人(前年比27.8%減)となり、前年を大きく下回った(図II-1-2-7)。月別に見ると、3月以降は全ての月で前年を下回った(図II-1-2-8)。


[bookmark: FB2.1.2.7]
図II-1-2-7　訪日外国人の旅行者数の推移




[bookmark: FB2.1.2.8]
図II-1-2-8　訪日外国人旅行者数の月別推移(平成23年)



　訪日外国人旅行者数を州別に見ると、アジアが472万人で全体の76.0%を占め、次いで北アメリカが69万人(11.0%)、ヨーロッパが57万人(9.2%)、オセアニアが19万人(3.0%)の順となった。国・地域別に見ると、韓国が166万人(前年比32.0%減)で首位となった。以下、中国104万人(同26.2%減)、台湾99万人(同21.6%減)、アメリカ57万人(同22.2%減)、香港36万人(同28.3%減)の順となり、全ての国・地域で前年比減となった(図II-1-2-9、図II-1-2-10)。


[bookmark: FB2.1.2.9]
図II-1-2-9　州別・国・地域別訪日外国人旅行者の割合(平成23年)




[bookmark: FB2.1.2.10]
図II-1-2-10　国・地域別訪日外国人旅行者数の推移



　外国人旅行者受入数の国際ランキングを国際比較できる平成22年でみると、日本の861万人は世界で30位、アジアの中で8位であり、アジアでは中国、マレーシア、香港、タイ、マカオ、シンガポール、韓国を下回った(図II-1-2-11)。


[bookmark: FB2.1.2.11]
図II-1-2-11　諸外国の外国人旅行者受入数の国際ランキング(平成22年)






(3)　目的

　平成23年の訪日外国人旅行者の目的比率は、観光・レジャー目的が50.0%、業務目的が30.6%となった(図II-1-2-12)。また、国・地域別で見ると、特に台湾や香港で「観光・レジャー」の割合が高く、マレーシア、インド、ドイツで「業務」の割合が高くなった(図II-1-2-13)。


[bookmark: FB2.1.2.12]
図II-1-2-12　目的別訪日外国人旅行者数(平成23年)




[bookmark: FB2.1.2.13]
図II-1-2-13　国・地域別訪日目的比率(平成23年)






(4)　滞在期間

　訪日外国人旅行者の滞在期間は、平成23年は前年に比べて5日以内の比率が増え、71.7%となった。
　一方、10日以内、15日以内の比率については、それぞれ前年に比べて減少し、16.2%、5.1%となった(図II-1-2-14)。


[bookmark: FB2.1.2.14]
図II-1-2-14　訪日外国人旅行者の滞在期間比率推移






(5)　旅行形態

　平成23年の訪日外国人旅行者の旅行形態は、中国、台湾で「団体ツアーでの来訪」が約4割と高い(図II-1-2-15)。


[bookmark: FB2.1.2.15]
図II-1-2-15　訪日外国人旅行者の国籍別旅行形態比率(平成23年)






(6)　入国時の輸送手段

　平成23年の入国外国人の輸送手段は、総数714万人(※)のうち、航空が668万人で全体の93.6%となった。空港別利用状況では、成田国際空港利用が入国外国人全体の39.5%に当たる282万人を占め、次いで関西国際空港利用が18.8%に当たる134万人となった。海上輸送は、45.3万人で、全体の6.4%となった(図II-1-2-16)。


[bookmark: FB2.1.2.16]
図II-1-2-16　入国外国人の旅客輸送の状況(平成23年)





	(※)	訪日外国人旅行者数(平成23年:622万人)は、国籍に基づく法務省集計による外国人正規入国者(当該国発行の旅券を所持した入国者)から日本に居住する外国人を除き、これに外国人一時上陸客等を加えた入国外国人旅行者の数であるため、本表の数値と一致しない。









(7)　訪日外国人旅行者の消費動向

　平成23年の訪日外国人旅行者の一人当たり旅行消費額は、オーストラリアが32.5万円/人、ロシアが30.2万円/人、英国、フランスが29.8万円/人、ドイツが29.3万円/人となった(図II-1-2-17)。


[bookmark: FB2.1.2.17]
図II-1-2-17　訪日外国人旅行者の一人当たり旅行消費額(平成23年)



　平成23年の訪日外国人旅行者の国籍別旅行消費額は、中国が1,964億円(構成比24.1%)、韓国が1,254億円(同15.4%)、台湾が1,059億円(同13.0%)、香港が430億円(同5.3%)、アメリカが813億円(同10.0%)となり、これら5の国と地域で全体の6割以上を占めた(図II-1-2-18)。


[bookmark: FB2.1.2.18]
図II-1-2-18　訪日外国人旅行者の国籍別旅行消費額(平成23年)



　平成23年の訪日外国人旅行者の国籍別消費形態比率は、中国、ロシアで買物代が4割を超え、他の国に比べ、買物の比率が非常に高かった(図II-1-2-19)。


[bookmark: FB2.1.2.19]
図II-1-2-19　訪日外国人旅行者の国籍別消費形態比率(平成23年)









2　国際コンベンションの動向


(1)　国別・国際会議開催件数の推移

　平成22年の我が国における国際会議の開催件数は、741件と世界2位であった。なお、平成19年に従来の国際会議の統計基準が変更されているが、「前基本計画」に定められた目標値における基準に照らすと、平成22年の国際会議開催件数は309件と推察される(図II-1-2-20)。


[bookmark: FB2.1.2.20]
図II-1-2-20　国別・国際会議開催件数の推移










第3節　旅行が我が国全体にもたらす経済効果



1　平成22年の経済効果


(1)　国内の旅行消費額

　平成22年の国民の国内での旅行消費額は、宿泊旅行が16.1兆円(対前年比7.4%減)、日帰り旅行が5.1兆円(同8.3%減)となった。また、日本人海外旅行の国内における旅行消費額は1.3兆円(同1.9%増)、訪日外国人の我が国国内での旅行消費額は1.3兆円(同15.0%増)であった。
　これらを合計した国内の旅行消費額は、23.8兆円(対前年比6.1%減)となった(図II-1-3-1)。


[bookmark: FB2.1.3.1]
図II-1-3-1　国内の旅行消費額23.8兆円の市場別内訳(平成22年)






(2)　国内の旅行消費が我が国にもたらす経済効果

　平成22年における国内の旅行消費額が我が国経済にもたらす直接的な経済効果は、付加価値効果が11.5兆円、雇用効果が229万人と推計される。
　さらに、この旅行消費がもたらす間接的な効果を含めた経済効果は、生産波及効果が49.4兆円(国内生産額の5.5%)、付加価値効果が25.2兆円(国内総生産(名目GDP)の5.2%)、雇用効果が424万人(全就業者数の6.6%)、税収効果が4.0兆円(全税収の5.3%)と推計される(図II-1-3-2)。


[bookmark: FB2.1.3.2]
図II-1-3-2　平成22年旅行消費が我が国にもたらす経済効果






(3)　国内の旅行消費による我が国産業への経済効果

　平成22年における国内の旅行消費が関連産業にもたらす直接的な経済効果は、運輸業(5.91兆円)、宿泊業(3.71兆円)、飲食店業(2.58兆円)等、観光に直接関係する産業への効果が大きい。
　一方、生産波及効果を見ると、食料品産業(3.85兆円)、農林水産業(1.19兆円)が大きくなっている。また、雇用効果は、小売業(53.7万人)、農林水産業(44.8万人)が大きい。
　国内の旅行消費は、観光に直接関係する産業のみならず、食料品産業、小売業、農林水産業など、他産業への波及効果も大きいことが分かる(図II-1-3-3)。


[bookmark: FB2.1.3.3]
図II-1-3-3　産業別経済効果(平成22年)










第4節　宿泊旅行統計調査から見た都道府県の観光の状況



1　宿泊者数の現状


(1)　都道府県別延べ宿泊者数

　平成23年の延べ宿泊者数は3億9,422万人泊であった。都道府県別に見ると、1位が東京都の4,073万人泊(10.3%)、2位が北海道の2,545万人泊(6.5%)、3位が大阪府の2,104万人泊(5.3%)、4位が静岡県の1,818万人泊(4.6%)、5位が長野県の1,744万人泊(4.4%)であり、上位5都道府県で全体の31.1%を占めている(図II-1-4-1)。


[bookmark: FB2.1.4.1]
図II-1-4-1　都道府県別延べ宿泊者数(平成23年)






(2)　都道府県別実宿泊者数

　平成23年の実宿泊者数は2億9,464万人であった。1位が東京都の2,778万人(9.4%)、2位が北海道の1,925万人(6.5%)、3位が大阪府の1,512万人(5.1%)、4位が静岡県の1,412万人(4.8%)、5位が長野県の1,320万人(4.5%)であり、上位5都道府県で全体の30.3%を占めている(図II-1-4-2)。


[bookmark: FB2.1.4.2]
図II-1-4-2　都道府県別実宿泊者数(平成23年)



　また、そのうち外国人実宿泊者数については1,078万人であった。1位が東京都の270万人(25.0%)、2位が大阪府の141万人(13.0%)、3位が千葉県の116万人(10.8%)、4位が北海道の111万人(10.3%)、5位が京都府の40万人(4.2%)であり、上位5都道府県で全体の63.3%を占めている(図II-1-4-3)。


[bookmark: FB2.1.4.3]
図II-1-4-3　都道府県別外国人実宿泊者数(平成23年)









2　宿泊施設の定員稼働率及び客室稼働率の現状


(1)　都道府県別定員稼働率

　平成23年の全宿泊施設の定員稼働率は、全国平均で31.5%であった。1位が大阪府の58.0%、2位が東京都の53.8%であり、突出して高い値となっている(図II-1-4-4)。


[bookmark: FB2.1.4.4]
図II-1-4-4　都道府県別定員稼働率(平成23年)






(2)　都道府県別客室稼働率

　平成23年の全宿泊施設の客室稼働率は、全国平均で48.8%であった。東京都、大阪府、宮城県の3都道府県が60%を超えている(図II-1-4-5)。


[bookmark: FB2.1.4.5]
図II-1-4-5　都道府県別客室稼働率(平成23年)










第5節　共通の基準による都道府県観光入込客統計

　都道府県における観光入込客統計を共通の基準で実施するために、「観光入込客統計に関する共通基準」を策定した。平成22年4月より順次、各都道府県は同基準を導入して観光入込客統計を実施している(平成24年3月現在で、大阪府・福岡県を除く45都道府県で導入済み)。同基準の導入により、各都道府県の観光入込客統計が比較可能となった(図II-1-5-1)。


[bookmark: FB2.1.5.1]
図II-1-5-1　都道府県別実観光入込客数・観光消費額(平成22年4月-12月)






第6節　世界における観光の動向



1　世界における国際観光の状況

　世界観光機関(UNWTO)の推計によると、平成22年において各国が受け入れた外国人旅行者の総数は9億3,986万人(前年比6.6%増)、各国の国際観光収入の総計は9,190億米ドル(同8.0%増)となった。外国人旅行者数の伸び率が高かった地域は、中東地域(同14.1%増)、アジア・太平洋地域(同12.7%増)であった。また、国際観光収入の伸び率についても、アジア・太平洋地域(同22.4%増)、中東地域(同19.7%増)が高い結果となった(図II-1-6-1)。


[bookmark: FB2.1.6.1]
図II-1-6-1　地域別外国人旅行者受入数及び国際観光収入の推移







2　世界各国・地域の国際観光収支

　平成22年の我が国の国際観光収入を国際比較すると、世界19位(132億米ドル)であった(図II-1-6-2)。一方、国際観光支出は世界7位(279億米ドル)であった(図II-1-6-3)。


[bookmark: FB2.1.6.2]
図II-1-6-2　国際観光収入ランキング(平成22年)




[bookmark: FB2.1.6.3]
図II-1-6-3　国際観光支出ランキング(平成22年)



　国際観光収支は未だ大きく赤字(△147億米ドル)となっている(図II-1-6-4)。


[bookmark: FB2.1.6.4]
図II-1-6-4　各国国際観光収支(平成22年)
















第2章　国際競争力の高い魅力ある観光地の形成


第1節　国際競争力の高い魅力ある観光地の形成



1　地方公共団体と観光事業者その他の関係者との連携による観光地の特性を生かした良質なサービスの提供の確保


(1)　国際競争力の高い魅力ある観光地の創出

　地域の幅広い関係者が連携して、2泊3日以上の滞在型観光ができるような観光エリアの整備を促進するため、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律」に基づき、平成23年度までに48地域の「観光圏整備実施計画」の認定を行った。平成23年度は、市場と地域との窓口機能等を担う事業体「観光地域づくりプラットフォーム」の形成に向け、滞在プログラムの企画・販売、人材育成等を行う取組等の支援を行った。
　さらに、平成20年度より「観光地域づくり実践プラン(観光圏整備支援型)」の認定を行い、観光圏整備の促進に係る社会資本整備等の支援を行うとともに、平成21年度より各観光圏において観光と社会資本整備の関係者による連絡会議を設置し、社会資本整備等の改善に向けた現地調査や具体的な対応方策等に関する意見交換を推進している(平成23年12月までに16の観光圏で現地調査を実施)。
　また、地域の方々が誰でも気軽に相談できる場として、観光庁及び地方運輸局等に「観光地域づくり相談窓口」を設置するなど、地域の観光地づくりの取組をサポートしている。
　なお、沖縄においては、スマートフォンを活用した多言語情報案内など、外国人観光客の受入環境の整備に向けて、先進的な取組を行った。


[bookmark: FB2.2.1.1]
図II-2-1-1　観光圏の取組による観光旅客の滞在の長期化






(2)　先進事例の調査・発信

　地域と来訪者の交流に着目し、「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりを行う地域の取組について、「地域いきいき観光まちづくり2011」として掲載した事例集を作成し、観光地域づくりに取り組む関係者に対して情報発信を行った。




(3)　地域独自の魅力を生かした旅行商品の創出

　旅行者ニーズの多様化を踏まえ、地域固有の資源を活用した魅力ある旅行商品の創出・流通により、新たな旅行需要の創出と地域の活性化を図る観点から、旅行業者が着地型旅行商品の造成を取り扱いやすくするためのあり方について検討した。




(4)　観光・集客サービス、地域資源の活用への支援

　国際競争力のある集客・交流サービス産業を構築するため、地域の特色ある伝統工芸、食、旅館等を集客・交流資源として活用した広域的かつ総合的に行われる取組を支援する「地域集客・交流産業活性化支援事業」を実施し、平成23年度は全国で9件採択した。




(5)　構造改革特区・地域再生の活用

　構造改革特区については、観光振興に資する提案も含め広く提案を受け付けており、規制の特例措置を活用しようとする地方公共団体等に対して、積極的に支援・助言を行っている。
　これまでに種々の分野全体で1,171件の特区計画を認定し、様々な計画が実施されているところである。
　地域再生についても、地域再生基本方針に基づき「地域の交流・連携推進プログラム」を反映した「訪日旅行促進事業」等の地域の特性に応じた様々な取組を支援している。
　また、総合特区制度、「環境未来都市」構想等を活用して、地域の創意工夫を生かした魅力ある観光地域づくりや観光資源の活用に資する取組を支援した。




(6)　官民連携による地域活性化のための基盤整備の推進

　瀬戸内臨海部の魅力向上創出に係る基盤整備調査など、官民が連携して策定する地域戦略に資する事業について、基盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援することにより、民間の活力を最大限に生かしながら、観光を核とした広域的な地域活性化を推進した。


[bookmark: FB2.2.1.2]
図II-2-1-2　官民が連携した広域的地域活性化に向けた基盤整備のための調査事例









2　宿泊施設、食事施設、案内施設その他の旅行に関連する施設及び公共施設の整備


(1)　ホテル・旅館の整備

　旅館業を営む者は、「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」に基づき、都道府県ごとに生活衛生同業組合を組織し、衛生施設の改善や経営健全化のための自主的活動を行っている。国においては、全国及び都道府県の生活衛生営業指導センターの行う経営指導事業等について助成を行っている。
　また、ホテル・旅館に対しては、(株)日本政策金融公庫及び沖縄振興開発金融公庫が、それぞれ一定の条件を満たすものに対して長期かつ低利の融資を行っている。
　さらに、訪日外国人に対する接遇の向上の観点から、「国際観光ホテル整備法」に基づき訪日外国人の宿泊に適するものとして一定の基準を満たした登録ホテル・旅館については、地方税の不均一課税 (平成22年3月末現在で登録ホテル・旅館が存在する496市町村中259市町村が軽減規定を設けている)が適用されている。
　また、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律」において、滞在促進地区内の一定の条件を満たしたホテル・旅館における旅行業者代理業の特例を定めている。




(2)　地域の自立・活性化の総合的支援

　広域観光振興等による地域の自立と活性化を図るため、都道府県が民間と連携して作成する「広域的地域活性化基盤整備計画」に対する支援等を実施している。
　平成23年度は、広域観光の活性化を目的とした計画を策定している31府県68地域に対して、「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」に基づき交付金を交付した。


[bookmark: FB2.2.1.3]
図II-2-1-3　複数県が連携した広域観光活性化の取組事例






(3)　地域のまちづくりへの支援

　地域の創意工夫を活かしたまちづくりを推進するため、市町村が作成した都市再生整備計画に基づき実施される観光振興や観光交流促進等の地域のまちづくりの目標に沿ったハード事業からソフト事業まで幅広い事業を支援しており、引き続き実施していくこととしている。




(4)　個性あるまちづくりの推進

　地域独自の個性ある観光都市の形成を図るため、土地区画整理事業の施行者と住民等が協力したまちづくり委員会等の設置・運営、地域の特性に応じた公共施設のグレードアップ等を支援しており、引き続き実施していくこととしている。




(5)　街なみ環境の整備

　「街なみ環境整備事業」により、住宅等の外観の修景、電線の地中化、道路・公園等の地区施設の整備、景観重要建造物の整備等を行っており、引き続き実施することとしている。


[bookmark: XB2.2.1.1]
街なみ環境整備事業による住宅等の外観の修景、電柱の地中化等の実施事例[今井町地区(奈良県橿原市)]






(6)　都市再生・地域再生に資する市街地再開発事業の推進

　駅周辺を始めとした中心市街地等において、地域の観光の拠点となる商業施設等の建築物や、道路、広場等の公共施設の整備を行うことにより、観光地にふさわしい魅力ある都市空間の形成を促進しており、引き続き実施していくこととしている。




(7)　景観に配慮した道路整備の推進

　住民と連携しつつ、周辺の環境と調和した防護柵の設置や道路緑化、歩道緑化等の景観に配慮した道路整備を推進しており、引き続き実施することとしている。




(8)　道を舞台にした美しい国土景観の形成

　多様な主体による協働の下、道を舞台に、地域資源を生かした美しい国土景観の形成を図り、観光の振興や地域の活性化に寄与することを目的とする「日本風景街道」を推進した。
　平成24年3月末現在127ルートが風景街道として登録されており、地域の方々による沿道の植樹・植栽、ビューポイントの整備や清掃活動など、道路を活用した美しい景観形成や地域の魅力向上に資する活動を実施しており、引き続き推進することとしている。


[bookmark: XB2.2.1.2]
飛騨高山風景街道(岐阜県)　植樹活動の様子　植樹後の状況






(9)　観光振興に資する道路空間の有効活用

　観光を活かした地域づくりを推進するため、道路空間の有効活用等、先進的または斬新な施策の効果や影響を把握するための社会実験を実施するとともに、まちのにぎわい・交流の場の創出など道路空間をより幅広く、有効に使う「道路空間のオープン化」を推進している。




(10)　河川空間等の活用のための取組

　河川や水辺をまちづくり・観光の核として活用促進を図るため、平成21年度に「かわまちづくり支援制度」を創設し、地域の魅力向上を目指す市区町村の計画に対し、フットパス、サイクリングロードとしても活用できる管理用通路の整備、憩いのスペース等として活用できる傾斜の緩い堤防整備、整備事例や整備箇所の活用事例等の情報提供、地域のニーズに対応した河川敷地利用の支援等の支援・推進を行っている。
　さらに、ダムを生かした水源地域の自立的、継続的な活性化を図るため、「ダムの水源地域ビジョン」の策定・推進を図っている。また、ダム湖及びダム湖周辺の環境整備や美しく迫力のある放水を間近で見ることができる観光放水等を引き続き実施していくこととしている。


[bookmark: XB2.2.1.4]
長井地区かわまちづくり(山形県)






(11)　都市内の水路等の保全・再生

　都市の中の水辺は観光資源としても大きな可能性を有している。水辺の保全・再生に向けては、全国7箇所のモデル地域(船橋市、横浜市、厚木市、大津市、堺市、神戸市、北九州市)の取組を基に、下水処理水、雨水、地下水等の活用による平常時の流量の回復、維持管理及び活用方策に関する計画策定、具体的な設計、施工等についてまとめた「都市の水辺整備ガイドブック」を公表している。これを活用した魅力的な都市の水辺空間の再生、創出の取組が進展した。
　また、都市の中の水路も観光資源として大きな可能性を有しているため、せせらぎ水路の整備等に対して引き続き支援を実施していくこととしている。




(12)　無電柱化の推進

　良好な街並み景観の形成、歴史的街並みの保全、観光地の魅力向上、伝統的祭り等の地域文化の復興、安全で快適な通行空間の確保等を図るため、幹線道路に加え、主要な非幹線道路も含めた面的な無電柱化を推進しており、引き続き推進することとしている。


[bookmark: XB2.2.1.5]
観光地における無電柱化の例(埼玉県川越市)　整備前　整備後










第2節　観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力ある観光地の形成



1　文化財等に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　文化財等の保存・活用

　貴重な国民の財産である文化財を保護するため、「文化財保護法」に基づき、その適切な保存・活用を図っている。例えば、地域の歴史的・文化的シンボルである史跡等については、城の石垣や古墳石室の修理といった保存のための整備、建物復元・遺構の露出展示やガイダンス施設の設置といった活用のための整備を行い、その魅力を高めることで、地域の観光資源としても活用されている。
　また、募金活動や寄付により歴史的価値を有する文化遺産や良好な自然環境を有する土地等を取得し、その適正な管理、保全及び活用を図るナショナル・トラスト運動を行う法人に対しては、寄付について税制優遇措置を講じている。さらに、「生物多様性基本法」や「生物多様性地域連携促進法」において、地域の多様な主体が進める生物多様性の保全上重要な土地の取得を促進することが規定されており、今後もナショナル・トラスト運動推進に関する支援を行うこととしている。
　そのほか、(社)日本ナショナル・トラスト協会が主催した「第29回ナショナル・トラスト全国大会」には全国各地から関係者約60名が参加し、今後のナショナル・トラスト運動の展開等について、情報交換が行われた。


[bookmark: XB2.2.2.1]
北海道斜里町(知床100平方メートル運動)




[bookmark: XB2.2.2.2]
富士山高原トラスト(山梨県富士河口湖町)






(2)　世界文化遺産の保護

　1972年ユネスコ総会で採択された「世界遺産条約」により、我が国では、国内の文化遺産を世界文化遺産へ登録するとともに、世界遺産の保護に関する国際的な協力の取組を進め、国内外への情報発信に努めている。
　平成23年6月に、パリ(フランス)で開催された第35回世界遺産委員会で、「平泉-仏国土(浄土)を表す建築・庭園及び考古学的遺跡群-」が世界遺産一覧表に登録された。


[bookmark: XB2.2.2.3]
中尊寺　金色堂(写真提供:中尊寺)




[bookmark: XB2.2.2.4]
毛越寺庭園(写真提供:川嶋印刷株式会社)






(3)　文化遺産を活用した観光振興・地域活性化の推進

　我が国の「たから」である地域の多様で豊かな文化遺産を活用し、文化振興とともに観光振興・地域活性化に資する各地域の実情に適した総合的な取組を推進した。具体的には、都道府県・市町村が策定する計画に盛り込まれた、地域に伝わる伝統芸能等の後継者育成、民俗芸能等の発表機会の確保等、地域の美術館・博物館における地域の文化資源・人材を活用した取組や外国人利用者等に対応する取組、重要文化財建造物の公開のための施設・設備の整備、史跡等の復元・公開活用等を支援した。







2　歴史的風土に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　歴史的風土の保存による魅力ある国づくりの推進

　京都市、奈良市、鎌倉市等の古都における歴史的風土を保存するため、「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」等に基づき、宅地の造成等の行為を規制した。また、「社会資本整備総合交付金」により、歴史的風土特別保存地区等における地方公共団体による土地の買入れ、歴史的風土の保存及び利用のための施設整備、景観阻害物件の除却等の実施を推進した。さらに、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園の整備を推進するとともに、平成22年度に策定された「明日香村整備計画」や「明日香村歴史的風土創造的活用事業交付金」等により歴史展示及び歴史的風土を活用した地域活力の向上等を図っていくこととしている。




(2)　歴史まちづくりの推進

　城、神社等の歴史的な建物や町家、武家屋敷等のまちなみと、祭礼行事等の歴史や伝統を反映した活動があいまって形成される地域の歴史的な風情、情緒を生かしたまちづくりを国が支援する「歴史まちづくり法(正式名:地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律)」が平成20年に成立、施行された。同法に基づき、平成24年3月末現在、金沢市、高山市等の31市町の歴史的風致維持向上計画を申請に基づき認定し、各市町が行う歴史まちづくりに対して支援を行っている。


[bookmark: FB2.2.2.1]
図II-2-2-1　歴史的風致維持向上計画認定状況






(3)　地域の観光の拠点となる都市公園の整備の推進

　地域の歴史的・文化的・自然的資源や、景観形成上優れた建造物を生かした観光振興の拠点となる都市公園の整備や、多様な生物の生息生育基盤や身近な自然と触れ合う場を確保し、自然と共生する魅力的な都市づくりを推進した。
　また、我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用等を図るために国が設置する国営公園については、平成23年度末現在、17公園が開園され、平成23年度の年間利用者数は約3,200万人となった。




(4)　歴史的・文化的価値を持つ道路の保存・活用

　歴史的に重要な幹線道路として利用され、特に重要な歴史的・文化的価値を持つ道路を対象に選定した「歴史国道」について、その保全・復元・活用を図り、併せて地域からの情報発信を行うことにより、歴史文化を軸とした魅力的な地域づくりを実施することとしている。




(5)　歴史的価値を有する砂防設備の保存・活用

　砂防設備として初めて国の重要文化財指定を受けた白岩砂防堰堤(富山県)を始め、登録有形文化財や登録記念物に登録されている歴史的価値を有する砂防設備について、適切な維持管理、周辺の一体的整備等を実施するとともに、このような施設を地域の観光資源の核として位置付け、新たな交流の場の形成に資する取組を推進していく。


[bookmark: XB2.2.2.5]
平成21年6月に国の重要文化財に登録された立山カルデラ内の白岩砂防堰堤(富山県常願寺川水系)




[bookmark: XB2.2.2.6]
登録有形文化財に登録されている牛伏川階段工(長野県牛伏川水系)









3　優れた自然の風景地に関する観光資源の保護及び利用の推進


(1)　国立・国定公園の保護と利用の推進

　自然公園は、我が国の優れた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図ることを目的として「自然公園法」に基づき指定される公園で、国立公園、国定公園及び都道府県立自然公園の3種類がある。これらの公園は我が国の主要な観光地としても重要な役割を果たしている。


①　公園計画の見直し等

　霧島屋久国立公園については、錦江湾の姶良カルデラを中心に拡張して霧島錦江湾国立公園に改めるとともに、屋久島地域を分離して新規に屋久島国立公園として指定し、我が国の国立公園の数は29から30になった。この他6の国立・国定公園について公園区域及び公園計画の見直しを行った。
　また、陸中海岸国立公園などの既存の自然公園を再編し三陸復興国立公園(仮称)とし、防災上の配慮をした公園施設の再整備や長距離海岸トレイルの新規整備を行うことについて検討するとともに、農林水産業と連携したエコツーリズムの推進など各種事業を行う等の取組を推進するための検討を進めた。




②　保護と管理

　国立・国定公園のうち、公園計画に基づき定められた特別地域や海域公園地区等においては、各種一定の行為を許可制度により規制することを通じて、その保護と適正な利用が図られている。
　さらに、公益法人等を公園管理団体に指定し、自然の風景地の管理、公園利用施設の維持管理、公園内の自然情報の収集・提供等に関する市民等の自発的な活動を推進している。
　国立公園等の貴重な自然環境を有する地域においては、野生動植物の保護、登山道の補修、外来種の駆除等の「国立公園等民間活用特定自然環境保全活動(グリーンワーカー)事業」等を行っている。
　このほか、モニタリング調整会議において決定された総合モニタリング計画に基づき、山形県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県の自然公園内で公園利用者に飲用される湧水などについて放射性物質モニタリングを実施した。




③　マイカー規制等適正な利用の推進

　国立公園内においては、関係機関・団体等で構成する協議会において交通規制を行い、適正な利用環境の確保、環境保全に努めている。
　また、知床国立公園及び吉野熊野国立公園にある利用調整地区では、原生的な自然を有する地域を保全するため、立ち入り人数の調整等を実施している。




④　国立・国定公園における利用のための施設の整備

　自然環境の保全に配慮しつつ、自然とのふれあいを求める国民のニーズにこたえ、安全で快適な利用を推進するため、平成23年度には全国29の国立公園において、国立公園の主要な入口における情報提供施設、山岳地域の適正な利用を推進するための登山道、その他利用の基幹となる施設を整備した。なお、利用拠点における施設のユニバーサルデザイン化も行った。
　また、国定公園においては、自然とのふれあいの場の整備や自然環境の保全・再生を推進するため、平成23年度には、34都道府県に「自然環境整備交付金」を交付した。




⑤　長距離自然歩道の整備

　自然公園や文化財を有機的に結ぶ長距離自然歩道について、平成23年度には東北、首都圏、東海、中部北陸、近畿、中国、四国、九州の長距離自然歩道において、四季を通じて安全で快適に利用できるように整備を進めた。長距離自然歩道の計画総延長は約26,000kmに及んでおり、平成22年には約7,960万人が長距離自然歩道を利用した。




⑥　利用者への指導等の推進、情報発信

　国立・国定公園の保護と適正な利用のため、自然公園指導員約2,800名を委嘱しており、利用者に自然保護思想や利用マナーの普及啓発、安全利用等に関する指導等の推進を図った。また、全国24国立公園等38地区の地方環境事務所等において約1,600名のパークボランティアの養成及びその活動に対する支援を実施した。






(2)　世界自然遺産地域の適正な保全管理

　平成23年6月に開催された第35回世界遺産委員会において、新たに小笠原諸島が世界自然遺産に登録された。我が国では、世界遺産条約に基づき、平成24年3月現在で、4件の世界自然遺産が登録されている。
　なお、小笠原諸島を含む各世界自然遺産地域では、世界遺産地域管理計画等に基づき、関係機関が連携して適切な保全管理を行った。また、屋久島及び白神山地については、観光利用と適正な保全管理の調和など新たな課題等に対応するため、管理計画の改定に向けた検討を行った。


[bookmark: XB2.2.2.7]
世界自然遺産に登録された小笠原諸島




[bookmark: TB2.2.2.2]
表II-2-2-2　日本の世界自然遺産






(3)　優れた自然の風景地を生かした地域づくりの推進


①　自然保護思想の普及

　「自然に親しむ運動」等を通じて、自然とふれあう各種活動を実施したほか、平成23年10月に新宿御苑において、「平成23年度自然公園ふれあい全国大会」を開催した。
　また、小中学生に自然保護官の業務を体験してもらうなど、自然保護の大切さを学ぶ機会を提供した。
　さらに、ラムサール条約事務局作成の湿地におけるサステイナブルツーリズムに係る普及啓発ツールを翻訳、配布するとともに、水鳥湿地センター等において、湿地の保全と賢明な利用について普及啓発活動を行った。




②　森林等の観光への活用

　森林環境教育、健康づくり等の森林利用に対応するため、教育関連施設・健康増進施設等と連携を図った森林の整備を行い、森林の多様な利用を推進し、地域の観光資源としても活用した。また、自然探勝、ハイキング、キャンプ等の森林レクリエーション利用に供すること等を目的とする森林については保健保安林として、名所、旧跡の風致の保存を目的とする森林については風致保安林として、平成23年3月末現在、合わせて730,000haを指定している。さらに、観光地周辺の森林において、周辺の景観に配慮しつつ、治山事業等を実施し、安全の向上と併せて観光資源の資質向上に寄与した。国有林野では、自然休養林等の「レクリエーションの森」を人と森林とのふれあいの場として積極的に提供した。また、国民による森林づくり活動の場を提供する「ふれあいの森」、学校等による体験活動等の場を提供する「遊々の森」の設定・活用を推進した。
　このほか、国有林野において、優れた自然環境を有する森林については、「保護林」や「緑の回廊」を設定し、適切な管理を行った。特に、大雪山・日高山脈地域では「保護林」等の大幅な拡充を行い、平成23年4月現在、両地域の保護林の面積は、合計77,000haから224,000haに増加した。また、地域住民等との協力による自然環境の保全活動のほか、グリーンサポートスタッフ(森林保護員)による清掃活動や利用者へのマナー啓発活動を推進した。さらに、陸域のほとんどを国有林野が占める世界自然遺産のほか、世界文化遺産と一体となった森林等の保全対策を推進した。平成23年6月に新たに登録が決定した小笠原諸島世界自然遺産地域においては、保護と利用の両立に向け、遺産地域の立ち入りを指定ルートに限定し、講習を受けたガイドの同行を義務付ける「利用ルール」の運用や普及啓発を図った。また、富士山等、世界遺産一覧表への記載を推薦された地域等の保全対策を講じた。


[bookmark: XB2.2.2.8]
大雪山森林生態系保護地域(北海道南富良野町上川南部森林管理署管内国有林)






③　北海道の美しい自然景観の観光への活用

　北海道では、地域の活動団体が主体となり、関係省庁をはじめとする関係者と連携し、「美しい景観」「活力ある地域」「魅力ある観光空間」づくりを行う「シーニックバイウェイ北海道」を推進している(シーニックバイウェイ北海道ホームページ:http://www.scenicbyway.jp)。
　平成23年度には新たに「～十勝シーニックバイウェイ～南十勝夢街道」、「～札幌シーニックバイウェイ～藻岩山麓・定山渓ルート」が加わり、全道11ルートにおいて、沿道の花植え、景観改善、ビューポイントの整備、情報発信、観光メニューの創出等、様々な活動が展開されている。


[bookmark: XB2.2.2.9]
南十勝夢街道(北海道幕別町忠類　十勝平野)



　また、北海道では、自然とのかかわりの中でアイヌの人々が独自の伝統や文化を育んできており、新千歳空港における工芸品の展示や阿寒湖温泉におけるアイヌ文化の伝承・保存・普及と一体となった観光振興の取組等が行われている。






(4)　快適な散策ネットワークの整備

　歩きやすさに十分配慮しつつ、周辺景観や地域の個性を生かした歩行者専用道路を目的としたベンチ等の休憩施設や、デザイン等を工夫した案内標識及び来訪者の発着拠点となる駐車場等の整備を支援した。







4　良好な景観に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　良好な景観の形成

　国際競争力の高い魅力ある観光地の形成のため、地域の景観上重要であって、特に交流人口の拡大の効果が大きく見込まれる「景観法」に基づく景観重要建造物及び景観重要樹木の保全活用を中心とした取組を推進した。
　農村景観については、景観と調和のとれた良好な営農条件を確保するため、「景観法」に基づく「景観農業振興地域整備計画」の策定を推進している。
　地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地で、国民の生活又は生業の理解のため欠くことのできないものである文化的景観について、特に重要なものとして30件(平成24年3月現在)の重要文化的景観の選定を行った。また、全国各地に所在する文化的景観に関する調査、保存計画策定、整備や普及・啓発事業に対し補助を行っており、これら取組を引き続き行うこととしている。




(2)　都市における緑地の保全及び緑化の推進

　「都市緑地法」に基づき都市計画に定めている「特別緑地保全地区」(平成23年3月末現在446地区約5,885ha(近郊緑地特別保全地区を含む))において、宅地の造成等の行為を規制することで自然的環境の保全を図った。また、「社会資本整備総合交付金」等により、地方公共団体による土地の買入れや保全利用のための施設整備の機動的な実施を支援し、良好な都市環境の形成による地域活性化や観光振興に貢献した。
　また、山麓斜面に市街地が近接している神戸市等において、グリーンベルトの整備や急傾斜地の緑化等、景観に配慮した砂防関係施設等の整備を実施するとともに、土砂災害に対する安全性を高め緑豊かな都市環境と景観を保全・創出することにより観光の推進に寄与しており、引き続き実施することとしている。







5　温泉その他文化、産業等に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　温泉の保護及び適正な利用の確保

　平成23年3月末現在における全国の温泉湧出源泉数は、27,671箇所(うち自噴するもの4,460箇所、動力によるもの13,476箇所、未利用のもの9,735箇所)、湧出量は1日換算約387万トンに及んでいる。また、温泉地は全国に3,185箇所あり、温泉を利用する宿泊施設数は14,052施設である。
　温泉の利用等に当たっては、「温泉法」に基づき温泉の枯渇を防止し、将来にわたって有効に利用し得るよう温泉の掘削、増掘又は動力装置の設置等の行為について規制を加え、その保護がなされており、都道府県等に対し引き続き適切な助言を行うこととする。
　さらに、温泉利用の効果が十分期待され、健全な保養地として大いに活用される温泉地を「温泉法」に基づき、「国民保養温泉地」として指定しており、平成22年3月末現在、91箇所が指定されている。




(2)　最高水準の舞台芸術公演・伝統芸能等への支援

　我が国で実施される最高水準の舞台芸術(音楽、舞踊、伝統芸能、大衆芸能の各分野)及び、劇場・音楽堂が中心となって地域住民と芸術関係者等ともに取り組む優れた舞台芸術の制作、教育普及、人材育成等を支援することにより、舞台芸術の創造を活性化させ、日本の文化に親しむことができる機会の増加に寄与している。


[bookmark: XB2.2.2.10]
定期演奏会(石川県立音楽堂)






(3)　舞台芸術の総合センターの充実

　国立劇場(国立劇場・国立演芸場・国立能楽堂・国立文楽劇場・国立劇場おきなわ)では、歌舞伎・文楽・能楽・大衆芸能・組踊等の伝統的な芸能を、多種多様な演出や技法を尊重しながら古典伝承のままの姿で正しく維持・保存されるように努めて公開を行っている。また、新国立劇場では、国際的水準のオペラ・バレエ・現代舞踊・演劇等の現代舞台芸術の自主制作公演を行っている。このような舞台芸術の魅力を発信する拠点としての取組を、引き続き実施することとしている。




(4)　国民の各種文化活動の発表、競演、交流の場の提供

　国民の文化活動の取組、成果を全国規模で発表する機会を提供する国内最大の文化の祭典である「国民文化祭」を、都道府県との共催で開催することにより、地域間の交流の活発化、開催地の特色ある文化の全国発信等に加え、出演者、観客等を含めた観光客の誘致に一定の成果を上げている。
　平成23年度は、「第26回国民文化祭・京都2011」を10月29日から11月6日まで京都府内全市町村において開催した。「こころを整える～文化発心(ほっしん)」をテーマとして、70の主催事業をはじめ京都文化年イベント絵巻事業等多彩な事業を実施し、日本文化の素晴らしさを再確認する大会とした。また、東日本大震災復興の決意を広く国内外に示す大会とし、国内外から約441万人が参加者・観客として京都府を訪れた。


[bookmark: XB2.2.2.11]
「第26回国民文化祭　京都2011」グランドフィナーレ



　なお、平成24年度は徳島県で開催することとしている。




(5)　みなとに係る施設等の整備の推進


①　みなと振興計画

　知恵と工夫を凝らし、地域の活性化に寄与する「みなと」の振興を図る港湾所在市町村等の取組を支援する「みなと振興交付金」を創設し、平成23年12月末現在、42プロジェクト(46港湾)の「みなと振興計画」を認定している。今後「社会資本整備総合交付金」及び「地域自主戦略交付金」により引き続き支援することとしている。




②　運河の魅力再発見プロジェクト

　地域による「運河」周辺のコミュニティ基盤や観光基盤等、「運河」を核とした魅力ある地域づくりへの取組を国が支援する「運河の魅力再発見プロジェクト」を平成19年度に創設し、平成24年3月末現在、10件のプロジェクトを認定している。
　引き続き、地域の個性を生かした水辺のにぎわい空間づくりや水上ネットワークの構築等を通じて、これらの取組を支援することとしている。




③　みなとオアシス

　みなとや海岸の施設を住民参加の下、地域の情報発信拠点、あるいは地域の方々や観光客などの交流拠点として活用する「みなとオアシス」を全国に展開しており、港のにぎわい・交流拠点の形成を支援している。平成24年3月末現在で60港が登録されている。


[bookmark: FB2.2.2.3]
図II-2-2-3　みなとオアシスの全国への展開状況








(6)　日本映画・映像の振興及び情報発信

　日本映画の振興を図るため、優れた日本映画の製作活動を支援するとともに、映画による国際文化交流を推進するため、国際共同製作に対する支援を実施した。また、優れた文化記録映画作品及び永年映画界に尽力し顕著な業績を挙げた者に対する顕彰や、日本映画が多くの上映機会に恵まれるよう、海外映画祭への発信支援等を実施した。
　さらに、我が国のメディア芸術を一層振興するため、創作活動、普及、人材育成などに重点を置いた様々な取組を実施し、「文化庁メディア芸術祭」では平成24年2月22日～3月4日に受賞作品展を開催する等、我が国のメディア芸術を国内外に積極的に発信した。




(7)　離島地域における観光振興

　離島地域における、交流人口拡大による自立的発展を促進する観点から、全国の離島が集まり観光・交流事業情報を都市住民に発信する交流事業「アイランダー」を開催した。また、離島地域自らの創意工夫による、先導的な地域活性化への取組の実施及びその成果を離島地域全体の取組に反映させるための「離島の活力再生支援事業」を実施した。


[bookmark: XB2.2.2.12]
全国の離島が集まり観光・交流事業情報を都市住民に発信する「アイランダー」の様子




[bookmark: XB2.2.2.13]
鹿児島県与論島での取組(「離島の活力再生支援事業(島食材を使った与論フードアイデンティティの確立)」で行われた観光客向け新規開発メニュー試食の様子



　さらに、離島航路事業者、旅行業者、交通事業者、地域住民等多様な主体と連携し、地域が一体となった離島地域の観光交流促進を図るための調査を実施することにより、離島地域の活性化を推進している。




(8)　半島地域における観光振興

　地域資源の活用による観光などの地域間交流等を通じた半島地域の自立的発展を図るため、地域の活動主体によるワークショップ等において、観光ボランティアの活用や複数の半島間の相互交流などの検討を行った。また、農家や企業など複数の主体による「食」をテーマとした地域活性化の取組など、幅広い主体の連携による新たな観光資源の発掘に向けた実証調査を行った。
　引き続き、半島地域の観光振興を促進することとしている。




(9)　豪雪地帯における観光振興

　「豪雪地帯対策基本計画」に基づき、冬期の道路交通の確保や、生活環境施設の整備等克雪対策を推進するとともに、雪に強い公園の整備を推進した。また、雪に親しむことをテーマに全国各地で実施した雪まつりや冬季スポーツ教室等の交流活動状況について、関係自治体に情報提供を行っており、今後、雪国と他地域との多様な交流の推進を図ることとしている。




(10)　大都市圏における自然環境保全

　首都圏及び近畿圏において、自然環境の総点検を実施し、まとまりのある貴重な自然を「保全すべき自然環境」として抽出し、この「保全すべき自然環境」の保全とそれを中核とした水と緑のネットワークの形成を推進するため「都市環境インフラのグランドデザイン」を策定(首都圏平成16年、近畿圏平成18年)した。
　平成23年度は、都市環境インフラのグランドデザインから得られた知見等を踏まえ、良好な都市環境を有する大都市圏の形成に向けた施策の検討を進めた。




(11)　総合保養地域の整備と既存施設の活用

　「総合保養地域整備法」に基づく基本構想を定める道府県を対象に、特定施設等の整備に関する進捗状況調査や、基本構想の見直しについて関係省で調整を行っており、引き続き実施することとしている。




(12)　自然環境にやさしく美しいみなとへの変革


①　海の環境保全

　自然環境にやさしく美しい港への変革を図るため、汚泥しゅんせつや覆砂、干潟等の積極的な保全・再生・創出のほか、海浜及び緑地の整備を推進している。




②　港湾景観の形成

　港湾が持つ景観資源を活用し、陸や海からの景観に配慮するとともに、良好な景観を享受できる緑地の整備を推進し、港湾景観の形成を図っていくこととしている。






(13)　海洋性レクリエーションの振興

　「海の駅」の更なる設置支援、ネットワーク化及び海洋教育活動を推進し、利用者の利便性の向上やマリンレジャーの振興を図った。また、プレジャーボートの漁港利用について検討するなど、地域のプレジャーボート利用における適正な利用環境整備を進めている。


[bookmark: FB2.2.2.4]
図II-2-2-4　海の駅マップ






(14)　観光資源としての河川環境の保全・創出及び活用

　河川・湖沼を観光資源等としても活用できるよう、汚濁した底泥のしゅんせつ、浄化用水導入等の水環境改善対策を実施している。地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、生物の良好な生息・生育・繁殖環境及び良好な河川景観を保全・復元する多自然川づくりを実施しており、これらの取組を引き続き実施していくこととしている。




(15)　水辺における環境学習・自然体験活動の推進

　地域の身近な水辺における環境学習・自然体験活動を推進するため、市民団体や教育関係者、河川管理者等が連携して、子どもの水辺を登録する「『子どもの水辺』再発見プロジェクト」や、水辺に近づきやすくする河岸の整備等を行う「水辺の楽校プロジェクト」を推進した。
　また、近年、カヌーやラフティングを始めとした水面利用や川での自然体験活動が活発化、多様化していることを踏まえ、全国の川で活動する市民団体等で構成される「特定非営利活動法人川に学ぶ体験活動協議会(RAC)」と連携し、川で安全に活動するための指導者の育成を支援している。
　さらに、河川における水難事故を防止するため、河川の安全利用に関する啓発等を推進している。




(16)　地域の優れた水環境の評価及び紹介

　地域の生活に溶け込んでいる清澄な水や水環境の中で、特に、地域住民等による主体的かつ持続的な水環境の保全活動が行われているものを、昭和60年に「名水百選」、平成20年に「平成の名水百選」として選定している。平成23年7月には、全国名水シンポジウムが、秋田県美郷町において開催された。


[bookmark: XB2.2.2.14]
全国名水シンポジウムが開催された秋田県美郷町の六郷湧水群御台所清水(ろくごうゆうすいぐんおだいどころしみず)










第3節　観光旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備



1　国際交通機関の整備


(1)　国際拠点空港の整備等

　成田国際空港については、平成23年10月にビジネスジェット専用駐機場が増設されるとともに、発着枠及び駐機場の空き情報のウェブでの開示が開始された。さらに、平成24年3月には、ビジネスジェット専用ターミナルが整備された。
　また、羽田空港については、再拡張事業によるD滑走路及び国際線地区の供用開始(平成22年10月)により、平成24年3月時点で、年間発着枠が国際線・国内線合わせて39万回(昼間35万回+深夜早朝4万回)まで拡大した。
　一方、関西国際空港については、現在、我が国初の本格的LCC(格安航空会社)であるPeach Aviation(ピーチアビエーション)株式会社等の需要に対応すべく、LCCターミナルおよび駐機場等の整備が進められており、平成24年下期の供用開始を予定している。


[bookmark: XB2.2.3.1]
3月から運航を開始した我が国初の本格的LCC Peach Aviation(ピーチアビエーション)株式会社






(2)　旅客ターミナルの整備

　羽田空港においては、平成22年10月に供用開始した国際線旅客ターミナルについて、最短で平成25年度中に見込まれる国際線9万回への増枠に対応した拡充を行うこととしている。
　また、那覇空港においては、税関・出入国管理・検疫等のCIQ施設を含む国際線旅客ターミナルの機能向上のための施設整備を進めている。
　クルーズ船誘致による観光交流の促進を通じた地域振興を図るため、那覇港等において、旅客の快適性に配慮しつつ、旅客船の安定的な寄港等を確保するための施設整備を行った。
　引き続き、計画的な整備を実施することとしている。




(3)　航空交通システムの整備

　航空交通の安全確保を最優先としつつ、航空交通容量の拡大を図り、より多くの観光旅行者の往来を可能とするため、平成23年度においても首都圏の空域の再編を実施し、更なる首都圏空港の容量拡大により増大する航空機の安全かつ効率的な管制の実施を図るとともに、航空交通管理(ATM)センターの機能の充実・強化、統合管制情報処理システムの整備等を進めた。また、航空機運航の効率性向上のため、国内主要路線への広域航法(RNAV)の展開を図った。




(4)　航路の整備

　クルーズ船を受け入れる環境を確保するため、船舶がふくそうする関門航路等において、航行船舶の安全性の確保のための開発及び保全の事業を行っており、引き続き、計画的な事業を実施することとしている。







2　国際交通機関に関連する施設の整備


(1)　空港・港湾へのアクセス向上

　羽田空港へのアクセス改善のための京急蒲田駅の改良事業、那覇空港へのアクセス改善のための那覇空港自動車道の整備等を推進した。
　また、首都圏の国際競争力を維持・強化していく観点から、羽田空港・成田国際空港の機能強化及び両空港の一体的活用を推進するにあたり、東京駅と両空港間及び両空港間の鉄道アクセスの更なる強化を図るための調査、検討を実施しているほか、関西国際空港へのアクセス改善方策についても調査・検討を実施している。







3　国内の幹線交通に係る施設の整備


(1)　空港の整備

　羽田空港については、再拡張事業によるD滑走路の供用開始(平成22年10月)以降、段階的に発着容量が拡大し、平成23年3月末現在国内線発着枠も約2万回増の33万回まで増加した。
　一般空港については、継続中の滑走路延長等の事業を着実に実施するとともに、既存空港の施設の機能保持を行っている。
　また、航空輸送サービスの質の向上を図り、観光立国の実現等に資するため、旅客ターミナルの整備、空港アクセスの改善、空港施設のバリアフリー化等、既存ストックを活用した空港等の機能高質化を図っており、引き続き、このような取組を推進する。




(2)　幹線鉄道の整備

　観光旅行者の広域的な移動の高速化・円滑化を図るため、高速鉄道ネットワークの拡充を進めている。
　整備新幹線については、平成22年12月に東北新幹線(八戸-新青森間)、平成23年3月に九州新幹線鹿児島ルート(博多-新八代間)が新たに開業したところである。現在、北海道新幹線(新青森-新函館間)及び北陸新幹線(長野-白山総合車両基地間)の建設が着実に進められている。
　今後、上記の建設区間については予定どおりの完成・開業を目指して着実に整備を進め、新たな3区間(新函館・札幌間、白山総合車両基地・敦賀間、武雄温泉・長崎間)については、「整備新幹線の取扱いについて(平成23年12月26日政府・与党確認事項)」に従い、いわゆる「着工5条件」が整い、かつ各線区の課題について対応が示されていることを確認した区間から、所要の許認可を経て着工する。
　在来幹線鉄道については、平成21年度から平成23年度において、JR北海道の札沼線(桑園・北海道医療大学間)の、電力設備新設、信号・通信設備改修等の高速化工事を実施し、平成24年度に全面電化開業される予定であり、引き続き幹線鉄道の整備を進めていくこととしている。




(3)　高速道路の整備等

　高規格幹線道路をはじめとする幹線道路ネットワークの整備を促進し、観光旅行者の来訪の促進や利便性の向上を図った。なお、高規格幹線道路の延長については、平成23年度に北海道横断自動車道根室線(夕張～占冠)等、新たに197kmを供用し、10,052km(平成23年度末現在)となった。
　また、既存の高速道路を有効活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等に寄与することを目的とした「スマートインターチェンジ(ETC専用インターチェンジ)」については、平成23年度に新たに4箇所を供用し、59箇所で供用中、18箇所で事業中(平成24年3月末現在)である。
　さらに、高速道路の利便増進事業として、土日祝日の普通車以下(ETC車に限る)の高速道路利用を対象に終日5割引等の施策を実施し、地域の観光振興を図った。







4　国内の地域交通に係る施設の整備


(1)　地域公共交通の活性化・再生

　観光振興を図る観点からも地域公共交通の活性化・再生を推進することが重要となっているが、平成19年10月より施行されている「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」を活用し、鉄道、コミュニティバス・乗合タクシー、旅客船等の多様な事業に取り組む協議会に対し、地域の創意工夫ある自主的な取り組みを総合的に支援している。
　同法の枠組みでは、市町村が地域の関係者の合意のもと、地域公共交通の活性化・再生を総合的かつ一体的に推進するための計画(地域公共交通総合連携計画)を策定することができ、平成24年3月末現在492件策定されている。




(2)　都市鉄道等の整備

　相当程度拡充してきた都市鉄道ネットワークを有効活用し、その利便の増進を図るため、「都市鉄道等利便増進法」に基づき、「速達性向上事業」(相鉄・JR直通線(西谷～横浜羽沢付近)、相鉄・東急直通線(横浜羽沢付近～日吉))及び「駅施設利用円滑化事業」(阪神三宮駅の改良)を推進したほか、地下高速鉄道の新線建設や輸送障害対策等のための施設整備を推進した。




(3)　ICカード・乗車船券の導入・共通化支援

　ICカード乗車券については、平成13年度に導入された「Suica」以降、「PASMO」、「PiTaPa」といった共通ICカードの導入が進んでいる。相互利用についても、首都圏等で拡大しつつあり、平成25年春には、JR東日本等JR各社と首都圏、名古屋圏、近畿圏、九州圏の主な私鉄がそれぞれ発行する、合計10種類のICカード乗車券の相互利用が開始される予定であり、今後もこのような取組を促進していく。
　なお、バスICカードについては平成23年3月末現在、導入事業者数172、バス車両数31,803と増加している。


[bookmark: FB2.2.3.1]
図II-2-3-1　ICカード導入におけるバス事業者数及びバス車両数






(4)　旅客ターミナルの整備

　旅客船ターミナル等の施設を充実させ、旅客の快適性及び旅客船の安定的な寄港等を確保するための環境整備を行っており、引き続き、計画的な整備を実施することとしている。




(5)　地域内の道路の整備等

　観光の振興に寄与し地域の経済・社会を支えるため、地方の自主性を生かしつつ、観光施設、インターチェンジ等へのアクセス確保など地域内の道路の整備を支援した。また、一般道路において「休憩機能」、「情報発信機能」、「地域の連携機能」の三つを併せ持つとともに、それ自体が観光資源にもなる「道の駅」の整備を実施した。
















第3章　観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成


第1節　観光産業の国際競争力の強化

　東日本大震災により甚大な被害を受けた観光産業の再生に向け、地域の課題やニーズに沿った専門家を東北3県(岩手、宮城、福島)及び北関東3県(茨城、栃木、群馬)に派遣し、地域の観光産業に携わる者が自らの地域や観光のあり方を考えるためのワークショップを開催した。




第2節　観光の振興に寄与する人材の育成



1　競争力ある観光産業を支える人材の育成


(1)　産学官連携による高等教育の充実

　現在、多くの大学が観光に関する学部や研究科を設置しており、コースの開設等も含めると、100を超える大学において観光産業を支える人材育成が行われている。
　観光産業を支える人材育成を進めるにあたっては、産学官連携を通じて、産業界の人材ニーズを踏まえた経営マネジメント人材育成に関する取組の推進及び社会人教育及び高等教育機関での観光に関する教育の充実に取り組んできた。
　具体的には、観光に関する研究を深度化するための産学共同研究の実施及び経営戦略、マーケティングや会計等を盛り込んだカリキュラムモデルを策定した。また、即戦力となる人材の育成のため、観光関係団体や観光関連企業の協力の下、観光産業を志す大学生を企業に派遣するインターンシップモデル事業を実施した。
　さらに、平成24年2月には、観光産業の「人材育成」をテーマとした「観光立国推進ラウンドテーブル」を開催し、多彩な知見を持つ企業経営者による議論を通じて、観光産業における人材が果たす役割や人材を生かすための環境づくり等について認識の共有を図った。「観光立国推進ラウンドテーブル」の開催にあたっては、動画配信サービス「Ustream」、短文投稿サービス「twitter」を活用することで、観光産業に対する社会の関心を高め、観光産業の社会への影響力について広く理解を促すことにつながった。


[bookmark: XB2.3.2.1]
「観光立国推進ラウンドテーブル」(平成24年2月21日:東京ビッグサイト)









2　魅力ある観光地域づくりを担う人材の育成


(1)　観光地域づくり人材を育成する取組の支援

　地域の自主的・自立的な観光地域づくり人材育成の取組みを促進するため、地域の人材育成の指針となる「観光地域づくり人材育成ガイドライン」の検証・策定を行うとともに、地域の中核となる人材を育成する研修を実施した。




(2)　ボランティアガイドの普及・促進

　ボランティアガイドの数は42,483人であり、ボランティアガイド組織は全国で1,643団体となっている(平成24年3月現在)(図II-3-2-1)。


[bookmark: FB2.3.2.1]
図II-3-2-1　ボランティアガイドの推移






(3)　観光分野における女性の人材育成

　地域における様々な課題解決において、男女共同参画の視点を取り入れ、多様な主体の連携・協働による実践的・主体的な活動を支援するため、観光分野における先進事例を収集し、広く普及啓発を行った。







3　次代の地域や観光を担う世代の育成


(1)　観光立国教育の推進

　子ども達の「旅をする心」を育み、「将来の地域づくりの担い手」を育成するため、「児童・生徒によるボランティアガイド」の普及を進めている。
　また、観光教育の普及促進のために教育関係者や観光関係団体が連携して開催する「観光・まちづくり教育全国大会」や「観光甲子園」、「全国高等学校観光教育研究大会」の取組に対して、開催支援を行い、「観光立国教育」の推進を図っている。


[bookmark: XB2.3.2.2]
観光・まちづくり教育全国大会




[bookmark: XB2.3.2.3]
観光甲子園






(2)　学校における地域固有の文化、歴史等に関する教育の充実

　学校教育において、例えば、小学校社会科では、古くから残る暮らしに関わる道具や地域に残る文化財や年中行事等地域の人々の生活に関する学習を行うとともに、人物や文化遺産を中心に、我が国の歴史に対する興味・関心と理解を深める学習を指導することとしている。
















第4章　国際観光の振興


第1節　外国人観光旅客の来訪の促進



1　我が国の観光魅力の重点的かつ効果的な発信


(1)　我が国の観光魅力の海外発信等


①　ビジット・ジャパン事業の概要

　外国人旅行者の拡大は、日本人と外国人の交流の機会を通じた相互理解の増進により、国家間の外交を補完し、安全保障に貢献する。また、我が国の人口が減少する中、経済成長著しい周辺諸国からの人の流入の拡大によって、地域経済の活性化、雇用機会創出の効果がある。
　このため、平成15年度から海外における日本の観光魅力の発信や訪日旅行商品の造成支援等を行うビジット・ジャパン事業の取組を官民一体で推進してきている。平成15年に521万人であった訪日外国人旅行者は順調に増加し、平成22年は過去最大の861万人を記録した。平成23年は東日本大震災等の影響もあり、622万人となったが、震災後は、着実な回復を見せている。




②　ビジット・ジャパン事業

　ビジット・ジャパン事業では、15の国・地域(韓国、台湾、中国、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、インド、オーストラリア、米国、カナダ、英国、ドイツ、フランス、ロシア)を重点市場とし、訪日旅行促進のためのプロモーションを実施した。消費者向け事業としては、主に海外メディアの日本への招請・取材支援、海外の旅行雑誌等による広告宣伝、ウェブサイトによる情報発信、海外の旅行博覧会への出展等を行い、旅行目的地としての日本の関心を高め、訪日旅行需要の喚起を図った。また、海外の旅行会社向け事業としては、海外旅行会社担当者の日本への招請や国内の旅行会社等との商談会の実施による魅力的な訪日旅行商品の造成・販売支援並びに青少年交流の拡大に向けた訪日教育旅行の誘致等を行った。




③　ビジット・ジャパン事業における具体的な取組の例

　平成23年度のビジット・ジャパン事業として、例えば、韓国市場においては、J-ROUTEと銘打った多様な旅行者のニーズに合わせた新たな訪日旅行ルートを、様々な広告媒体を活用してPRした。中国市場においては、中国人が好む日本の観光資源の旬な情報を、実際に訪日旅行を満喫した中国人旅行者の声と合わせて露出することで、訪日旅行意向の喚起のみならず、震災後の訪日旅行の安心感の醸成につながるプロモーションを行った。また、消費者の口コミの影響力の大きさも踏まえ、「Facebook」等のソーシャルネットワークサービスを活用した訪日旅行に関する情報発信も様々な市場で行った。




④　VISIT JAPAN大使

　外国人旅行者の受入体制の構築や外国人に対する日本の魅力の発信といった努力に公的評価を付与することにより、訪日促進の諸活動の裾野を更に広げ、一層の外国人旅行者の訪日を推進するため、他の関係者の手本となる優れた取組を行い、「VISIT JAPAN大使」選定委員会において選定された62名を「VISIT JAPAN大使」に任命している。






(2)　クールジャパンとの連携

　「知的財産推進計画2011」(平成23年6月3日、知的財産戦略本部決定)のクールジャパン戦略においては、クールジャパンをテーマとした訪日観光ルートの開発の推進をはじめとして、コンテンツや観光、食等との連携により、日本の魅力を発信することとしている。同戦略に基づき、ビジット・ジャパン事業との連携を進めた。




(3)　海外拠点における情報発信等

　日本政府観光局は、訪日外国人旅行者の多い国・地域に13の海外事務所を設置しており、政府観光局として旅行業界、メディア等現地関係者への働きかけや、ビジット・ジャパン事業の海外現地マネジメント等を行うこととしている。このため、北京事務所の拡充を行うなど、海外におけるプロモーション体制の強化を図っている。
　また、旅行目的地としての日本の認知度向上を図るとともに、訪日旅行者の旅行計画の検討や各種予約等をサポートするため、12言語(英語、中国語(簡体字・繁体字)、韓国語、フランス語、ドイツ語、タイ語、ロシア語、ポルトガル語、イタリア語、スペイン語、アラビア語)による訪日旅行情報のポータルサイト(http://www.jnto.go.jp)の運営を行っており、情報発信に大きな効果を発揮している。
　平成23年度は、特に、東日本大震災後の風評被害対策のみならず、日本の地方自治体が地場産業や地域経済の再生を目的として、在外公館施設を活用する「地方の魅力発信プロジェクト」を立ち上げ、実施した(平成23年度は10件の実施)。


[bookmark: XB2.4.1.1]
宮城県震災復興PRイベント(在サンフランシスコ日本国総領事館)



　観光がもたらす経済効果は我が国の復興に向けて大きな力となることから、東日本大震災以降、大幅に減少した訪日外国人旅行者数を震災前の水準に回復させ、さらに増加させるため、大使館、総領事館等の在外公館においても、関係機関と連携し、各国の行き過ぎた渡航規制の見直しの当局への働きかけや、我が国への渡航の安全性に関する海外への情報発信を積極的に行っている。具体的には、観光庁や日本政府観光局、地方公共団体、現地の日系企業や旅行会社と連携しながら、観光展をはじめとする集客力の高い海外でのイベントに日本ブースを出展し、震災からの復興や我が国の観光、物産の魅力を発信している。また、映像資料やテレビCMなども活用しながら現地マスメディア、インターネットを通じ、我が国の伝統及び現代文化、先端技術や美しい自然、地方の魅力等を総合的に紹介している。




(4)　地域の魅力の海外発信等

　各地方運輸局等においては、地方公共団体や地域の広域連携組織等が行う外国人旅行者の訪日促進のための取組と連携して、地域固有の観光魅力を海外に発信するとともに、地域への魅力的な訪日旅行商品の造成等を支援するビジット・ジャパン地方連携事業を実施している。




(5)　駐日各国大使等の地方視察

　駐日各国大使及び外交団を対象に、地方自治体と共催で地方視察プログラムを実施し、地方独自の文化、伝統、産業、自然環境等我が国の多様性に富む魅力を知ってもらうよう取り組んでいる。特に、平成23年度は東日本大震災の被災地の復興支援、観光促進、風評被害対策の観点から、10月6日～8日に駐日各国大使が岩手県及び宮城県を視察した。また、10月26日～27日に福島県、12月7日～8日には兵庫県を駐日外交団が訪問した。引き続き、地方視察プログラムを実施することとしている。


[bookmark: XB2.4.1.2]
駐日各国大使の地方視察プログラム(岩手県)




[bookmark: XB2.4.1.3]
駐日外交団の地方視察プログラム(福島県)






(6)　地域レベルの国際交流・国際協力の推進

　地域レベルの国際交流・国際協力を一層推進することを目的として、駐日外交団に対して各地方公共団体がそれぞれの特色・施策に関する情報を発信するセミナーを開催するとともに、姉妹友好都市交流等国際交流活動のための地方公共団体関係者間及び地方公共団体関係者と駐日外交団のネットワーク作りを支援する事業を行っている。また、重要外交政策の最新情報、国際会議誘致、外国要人の地方訪問等の各種情報提供を積極的に行っている。さらに、我が国の大使・総領事が一時帰国時に地方公共団体等を訪問し(平成23年度は56件実施)、最新の任国情報等を提供している。


[bookmark: XB2.4.1.4]
第9回地域の魅力発信セミナー(地方公共団体のプレゼンテーション)






(7)　日本文化の発信

　芸術家、文化人等、文化に携わる者を、一定期間「文化交流使」に指名し、世界の人々の日本文化への理解の深化や、日本と外国の文化人のネットワークの形成・強化につながる活動を展開している(文化交流使ホームページ:http://www.bunka.go.jp/kokusaibunka/bunkakouryu/index.html)。
　また、在外公館や(独)国際交流基金による、公演、展示、映画祭といった文化交流事業を通じ、アニメや漫画といったポップカルチャーへの関心を糸口として、日本の文化や社会に対する理解を深め、日本への信頼へとつなげていくための努力を行っている。また各国との外交上の節目の年には、文化事業を含めた大規模かつ総合的な周年事業を政府関係機関や民間団体・企業等と連携して行い、重点的な文化発信を行うことで、より一層効果的な対日理解と交流促進を目指している。平成23年には、日本とドイツとの間で「日独交流150周年」、またクウェートとの間で「日本クウェート国交樹立50周年」、バルト三国との間で「日バルト三国新たな外交関係開設20周年」を行った。




(8)　日本食・日本食材等の海外への情報発信

　農林水産物・食品の輸出促進のため、海外の食品見本市へのジャパンパビリオン設置による商談の場を提供し、日本産品の新たな販路拡大を図るため、潜在的需要が見込まれる国・地域においてアンテナショップを設置した。海外外食事業者を通じた日本食・日本食材等の普及活動等も実施した。これらの取組により、海外への日本食・日本食材等の普及に努めた。また、ビジット・ジャパン事業において、韓国、中国など海外各国で訪日観光プロモーションを実施した際に、パンフレットやDVDを活用し、日本の魅力の一つとして日本食の紹介を実施した。
　加えて、東京電力福島第一原子力発電所事故の影響により、諸外国において我が国食品に対する輸入規制が強化され、輸出に落ち込みが生じた。そのことから、食品の輸出を回復し、再び拡大するため、政府一体となって我が国が実施している安全確保のための措置等について情報提供を行う等、輸入規制撤廃・緩和の働きかけを実施するとともに、我が国の食品の信頼回復に向けた情報発信等を実施した。




(9)　ポップカルチャーの発信

　日本文化の総合的・集中的発信のため、伝統文化・芸術に加えて、近年世界的に高い人気を誇るアニメ、漫画、ファッションなどのポップカルチャーも、より深い対日理解や対日関心につなげる主要な手段の一つとして活用している。例えば、海外の日本ポップカルチャーイベントであるフランスの「JAPAN EXPO」やイタリアの「ロミックス」等の機会に、日本語・日本文化紹介ブースを設け事業を実施した。また平成19年に創設された国際漫画賞は今年で第5回を迎え、30の国と地域から145の作品の応募を得て、審査の結果、最優秀賞はスペインから応募のあった作品(米国出版)に授与され、優秀賞は台湾、タイ、中国から応募があった3作品に授与された(国際漫画賞HPにて試読可能:http://manga-award.jp)。


[bookmark: XB2.4.1.5]
国際漫画賞授賞式






(10)　和のコンテンツの情報発信及びネットワーク化

　我が国の高品質で本物の「和」の地域資源を海外の富裕層に情報発信していくとともに、我が国のブランド価値向上を図ることを目的とした「ラグジュアリー・トラベル・マーケット」の整備を推進した。具体的には、我が国の潜在的なプレミアム・コンテンツの発掘を行い、発掘したコンテンツを海外の商談会で情報発信を行った。また、海外バイヤー・メディアを招へいし、海外富裕層向けの日本の地域資源に関する調査を行った。




(11)　国際放送による情報発信の強化

　平成21年2月に、外国人向けに特化した新テレビ国際放送が開始され、伝統文化やポップカルチャーなど、日本の魅力を発信する多彩な番組が英語で放送されている。平成23年度においては、世界各国における視聴世帯数の更なる拡大及び認知度向上等の取組を行った(平成24年3月末時点の視聴可能世帯数は約1億5,400万世帯)。







2　国内における交通、宿泊その他の観光旅行に要する費用に関する情報の提供


(1)　公共交通事業者等による情報提供の促進

　「外国人観光旅客の旅行の容易化等の促進による国際観光の振興に関する法律(外客旅行容易化法)」によって、特に多数の外国人観光客が利用する区間等については、公共交通事業者等に対して「情報提供促進実施計画」の作成、実施が義務付けられている。現在、公共交通事業者等(平成24年3月末現在243事業者)によって、同計画に基づいた外国語による情報提供が実施されている。







3　MICE(国際会議等)の誘致の促進


(1)　MICE(国際会議等)の誘致・開催


①　MICE(国際会議等)の誘致・開催をめぐる動き

　国際会議を我が国に誘致し、我が国において国際会議を開催することは、我が国の情報発信力の強化、地域活性化に加え、国際交流の拡大、観光立国の推進に資する重要な取組である。そのため、「前基本計画」において、「今後5年以内に我が国における国際会議の開催件数を5割以上伸ばし、アジアにおける最大の開催国を目指す」との目標が掲げられ、その達成に向けて国を挙げ取り組んできたところである。
　平成22年の我が国の国際会議開催件数は、741件と世界第2位、アジアでは1位となり、「前基本計画」の目標を達成した。
　このように国際会議の誘致・開催の推進については一定の成果を挙げてきたところであるが、シンガポール、韓国等のアジアの誘致競合国や米国、豪州等においては、国際会議のみならずMICE全般の振興に積極的に取り組んでいる。MICEは、ビジネス機会創出・イノベーション創出、都市の競争力・ブランド力向上といった幅広い意義を有し、これらの経済効果は極めて大きいことから、我が国としてもMICEの誘致・開催を推進していくこととした。
　このようにMICE分野の国際競争が激化する中、平成23年7月に「MICE推進検討委員会」を開催し、「MICEの意義」、「MICE分野の国際動向」等について、今後の政策のあり方を検討した。この検討の内容を踏まえ、国及び関係主体が連携してMICEの推進に取り組んでいくこととしている。


[bookmark: FB2.4.1.1]
図II-4-1-1　MICEの概要






②　MICE(国際会議等)の誘致・開催推進の具体的な取組

　MICEの誘致・開催を推進するため、主に、以下の取組を実施した。


1）　MICEの誘致・開催支援

　訪日旅行促進活動と同じ枠組みの下で、MICEの開催国決定権者等への働きかけを通じて、MICE開催地としての日本の魅力をPRした。また、関係省庁が連携し、所管大臣等による招請状の発出、在外公館によるMICEの開催国決定権者等に対する働きかけ等の支援を実施した。さらに、その社会的な影響力の大きさから「観光分野のダボス会議」と称される第12回WTTCグローバルサミットの開催(平成24年4月)に向けて、関係省庁が連携し、同会議の情報発信や、参加者増加に向けての取組を実施した。




2）　国際会議等のキャンセル防止

　東日本大震災の影響を受け、我が国でのMICE開催を見直す動きがある国際会議の主催者等に対して、国際会議等のキャンセルまたは外国人の参加者減少を防止するため、日本での開催維持を求めるレターの発出や、国際会議の本部等のキーパーソンの招請等による情報発信を行った。


[bookmark: TB2.4.1.2]
表II-4-1-2　レターを発出した案件のうち、予定通り我が国で開催されることとなった事例






3）　国際ミーティング・エキスポ(IME)

　平成23年12月、東京国際フォーラムにおいて、我が国で唯一の国際コンベンション見本市である「国際ミーティング・エキスポ(IME)2011」を開催した(日本政府観光局及び日本コングレス・コンベンション・ビューロー(JCCB)と共催)。国内外の国際会議関係団体・企業、地方自治体、メディア等が一堂に会し、情報交換や商談会が行われた。






③　沖縄におけるMICE(国際会議等)の誘致・開催の推進について

　沖縄におけるMICE誘致・開催の取組については、「国際会議等各種会議の沖縄開催の推進について」(平成12年6月20日閣議了解)を踏まえ、これまでも政府として推進してきたところであるが、平成23年度においても、関係省庁と沖縄県が連携しながら、沖縄におけるMICEの誘致・開催を推進した。




④　北海道におけるMICE(国際会議等)の誘致・開催の推進について

　北海道におけるMICE誘致・開催の取組については、「国際会議等の北海道開催の推進について」(平成20年7月4日閣議了解)を踏まえ、各省庁との連携により政府としての取組を強化しつつ、東日本大震災による風評被害の払拭に向けて、北海道におけるMICE誘致・開催の取組を総合的に展開するため、政府、北海道、自治体及び民間企業等の連携強化を進めた。
　平成23年9月には、札幌市で「国際微生物学連合2011会議」が開催された。






(2)　国際的な文化フォーラムの開催

　平成23年12月に、東アジア諸国の文化芸術関係者同士のネットワーク強化を目的として、東アジア諸国の文化人、芸術家、学識経験者等を招へいし、「東アジア共生会議」を開催した。
　また、平成24年2月には、「世界文明フォーラム」を開催し、ノーベル賞学者を含む世界的な学識経験者を招へいし、「世代間の公正」の実現に向けて、震災の教訓も踏まえた21世紀の目指すべき地球環境、経済・社会の姿や文化芸術の果たす役割等について討論を行った(世界文明フォーラムホームページ:http://www.bunka.go.jp/wcf2012/index.html)。







4　外国人観光旅客の出入国に関する措置の改善、通訳案内サービスの向上　その他の外国人観光旅客の受入環境の整備等


(1)　ビザ発給手続の迅速化・円滑化

　ビザ申請人の利便性向上のため迅速かつ円滑なビザ発給に取り組んでおり、ビザは問題がない限り原則5労働日以内に発給されている。




(2)　出入国手続の迅速化・円滑化

　出入国審査に要する時間の短縮を図るため、職員が常駐していない地方空海港への出入国審査を行う職員の派遣や、上陸審査における「セカンダリ審査(二次的審査)」、「事前旅客情報システム(APIS)」の効果的活用等を実施するとともに、年間入国者が多い空海港において出入国審査手続に関する案内等を行う「審査ブースコンシェルジュ」を効果的に配置した。また、平成23年10月に「訪日外国人2500万人時代の出入国管理行政検討会議」を開催し、短時間で円滑かつ厳格な審査を確実に実施できる将来の出入国審査の方法等について検討を開始した。




(3)　外国人旅行者に対する観光案内所

　日本政府観光局は、外国人向け総合観光案内所であるツーリスト・インフォメーション・センター(TIC)で観光情報を提供すると同時に、地方公共団体や観光関連施設が運営する外国人旅行者への対応が可能な観光案内所(ビジット・ジャパン案内所=略称:「V」案内所)をネットワーク化し、外国人旅行者のニーズに応じた案内や情報の提供を行っている。ネットワーク参加案内所は、平成23年度に7箇所増加して、全国47都道府県、163都市・313箇所(平成24年3月末現在)に上る。




(4)　受入環境水準の向上

　訪日外国人3,000万人プログラムの達成には、海外市場でのプロモーションと並んで、国内における受入環境の整備が重要であるところ、受入側の環境については遅れている部分が多く、対応が喫緊の課題となっている。
　このため、平成23年度は、訪日外国人旅行者が安心して快適に、移動・滞在・観光することができる環境を提供することにより、訪日外国人旅行者の訪問を促進するとともに、満足度を高め、リピーターの増加を図るため、戦略拠点・地方拠点として選定された全国26地域で受入環境整備水準の評価を行った。また、先進的・モデル的な事業を実施し、地域での自立的な受入環境の整備及び他地域への普及を図るとともに、日本在住の留学生等を受入環境整備サポーターとして観光地などへ派遣することで、受入環境整備が遅れている部分を外国人目線から明確にし、改善策を提案してもらうことで、自主的な訪日外国人旅行者の受入環境整備を促進した。




(5)　通訳案内士制度の充実

　「観光立国推進基本計画」における、平成23年度までに「通訳案内士」の登録者数を15,000人(「地域限定通訳案内士」を含む)とする目標に対し、平成23年4月現在の登録者数は15,371人となった。
　また、一つの都道府県の範囲に限って通訳案内業務を行うことができる「地域限定通訳案内士」制度については、北海道、岩手県、栃木県、静岡県、長崎県、沖縄県の6道県において導入されている。
　なお、訪日外国人3,000万人時代に対応した受入環境整備の観点から、訪日外国人の旅行ニーズの多様化や近隣アジア圏からの旅行者の急増等の環境変化に対応すべく通訳案内士以外の者による有償ガイド行為を可能とする特例措置を規定した「総合特別区域法」が平成23年8月に施行された。平成23年12月に指定された33箇所の総合特別区域のうち、「国際医療交流の拠点づくり「りんくうタウン・泉佐野市域」地域活性化総合特区」及び「和歌山県「高野・熊野」文化・地域振興総合特区」の2箇所について、平成24年3月に同特例措置を盛り込んだ総合特区計画が認定された。今後、同制度を利用した地域の活性化が期待される。
　また、高付加価値ガイドサービスの強化等、ガイドの質の向上に関する事業を実施した。
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表II-4-1-3　通訳案内士制度の充実






(6)　グッドウィルガイドの普及・促進

　日本政府観光局では、街頭・車内等で困っている訪日外国人旅行者に通訳を行う「善意通訳(グッドウィルガイド)」の募集を、年間を通じて行っている。善意通訳登録者数は56,844人、同行ガイドや国際イベントの通訳補助等の活動を行うため、その有志が結成している「善意通訳組織(SGG)」は全国で87団体となっている(平成24年3月現在)。




(7)　首都圏空港(羽田・成田)における国際航空機能の拡充

　成田国際空港においては、平成23年10月から同時平行離着陸方式が開始されるとともに、年間発着枠が22万回から23.5万回に、平成24年3月には、25万回まで拡大した。なお、平成24年3月現在、91都市との間に、国際定期便が就航している。
　また、羽田空港においては、平成22年10月の再拡張事業の供用開始により、32年ぶりの国際定期便就航を果たした。これにより、供用後1年間の国際線旅客数は694万人と、対前年比約2.1倍となった。なお、平成24年3月現在、14都市との間に国際定期便が就航している。




(8)　首都圏空港を含めたオープンスカイの推進

　我が国を中心とする国際航空ネットワークの強化のため、「新成長戦略」(平成22年6月18日閣議決定)に基づき、首都圏空港の容量拡大に取り組みつつ、首都圏空港を含めたオープンスカイの枠組みの構築を、東アジア、ASEANの国・地域を最優先に推進してきた。これまでに米国、韓国、シンガポール、マレーシア、香港、ベトナム、マカオ、インドネシア、カナダ、オーストラリア、ブルネイ、台湾、英国、ニュージーランド及びスリランカの計15の国・地域との間でオープンスカイに合意した(平成24年3月末現在)。




(9)　博物館・美術館等における外国人への対応の促進


①　国立博物館

　東京、京都、奈良、九州の各国立博物館を設置する(独)国立文化財機構では、案内板の表示や展示品の説明文等を英語でも表記している。また、英語等のパンフレットを用意しているほか、所蔵している国宝、重要文化財をインターネットで閲覧できるデジタル高精細画像システムを多言語(英語、中国語、韓国語、フランス語)で発信し、対応の促進を図っている。




②　国立美術館

　国立美術館では、施設案内パンフレットやホームページを英語等で作成するとともに、インフォメーションにおける英語案内を行っている。また、作品名等のキャプションの英語併記や英語による所蔵作品検索等、展示品等についての理解の促進に努めている。




③　国立科学博物館

　国立科学博物館では、施設案内パンフレットのほか、ICTを効果的に活用した音声ガイドや展示情報端末を多言語(英語、中国語、韓国語)に対応させるなど、海外からの旅行者を始め、すべての人々が利用しやすい環境の充実に努めている。






(10)　伝統芸能における外国人への対応の促進

　国立劇場(国立劇場・国立演芸場・国立能楽堂・国立文楽劇場・国立劇場おきなわ)では、英語等の劇場案内パンフレットを配布した。また、歌舞伎・文楽公演における英語版のイヤホンガイドの提供、公演プログラムへの英文掲載、能楽公演における各座席での英語字幕の提供等に取り組んできた。この取組は、引き続き実施することとしている。




(11)　国立公園等における外国人観光旅行者に向けた情報提供

　国立公園等における公園利用施設の整備にあたり、外国人に向けたインフォメーション機能の強化を図るため、ビジターセンターの展示や案内標識等の多言語表示を進めた。
　また、国立公園を紹介する英語、中国語、韓国語のパンフレットを作成し、美しい日本の自然や日本の国立公園等に関する情報を発信した。




(12)　多言語自動音声翻訳システムの実現に向けた取組

　平成20年度から、自動音声翻訳システムの社会普及を目的とした「社会還元加速プロジェクト(言語の壁を乗り越える音声コミュニケーション技術の実現)」に取り組み、観光分野における英語、中国語、韓国語等での直接会話を可能とする自動音声翻訳システムの開発・導入を推進している。
　この一環として、自動音声翻訳システムの実用化を加速するため、平成22年度からスマートフォン用の多言語音声翻訳アプリケーションVoiceTraを一般公開している。
　これらの取組の結果、平成23年12月には、成田国際空港株式会社から、一般旅行者向けの多言語音声翻訳アプリケーションNariTraがリリースされるなど、観光分野での自動音声翻訳システムが実用化されている。
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多言語音声翻訳アプリケーションNariTra










第2節　国際相互交流の促進



1　外国政府との協力の推進


(1)　日中韓三国間の観光交流と協力の強化

　平成23年5月、韓国(江原道(カンウォンド))において、大畠章宏国土交通大臣(当時)、中国の邵偉(ショウ・キイ)国家旅游局長、韓国の鄭柄国(チョン・ビョングク)文化体育観光部長官(当時)の出席のもと、第6回日中韓観光大臣会合が開催された。この中で、我が国が訪日旅行の安全・安心に対する懸念払拭に向けたプレゼンテーションを行うとともに、三国間の未来の観光を描く「Tourism Vision 2020」を掲げ、その実現に向けた協力方策を共同声明としてとりまとめ、発表した。




(2)　二国間の観光交流の取組の推進


①　日韓両国の観光交流の促進

　平成23年の日韓双方向の交流人口は500万人をわずかに下回った。
　また、平成23年12月2日に韓国(大邱(テグ))において開催された「第26回日韓観光振興協議会」においては、両国の観光関係者の間で、日韓の観光交流促進と拡大に関する諸課題について活発な意見交換が行われた。




②　中国における個人観光ビザの発給要件緩和

　平成21年7月より訪日個人観光ビザの発給を開始し、平成22年7月、平成23年9月とビザ発給要件が緩和された。また、平成23年7月には沖縄を訪問する個人観光客に対する数次ビザが創設された。






(3)　国際機関等への協力を通じた国際観光促進

　世界観光機関(UNWTO)、経済協力開発機構(OECD)、APEC、東南アジア諸国連合(ASEAN)等が国際観光振興を目的として開催する多国間会合における他国政府等との議論や意見交換を通じ、国際観光振興に向けた貢献を行っている。また、UNWTO、東南アジア諸国連合貿易投資観光促進センター(日本アセアンセンター)等の国際機関は、我が国が拠出した資金を活用して、日本との旅行者の拡大を目的としたプロモーション、観光分野の人材育成等の諸活動を実施している。
　平成23年10月5日に仙台で、UNWTOと共同で東日本大震災観光復興国際シンポジウムを開催し、国内外から合わせて約170名が参加した。本シンポジウムでは、UNWTO、WTTC、東北各県その他各関係者より、東日本大震災を受けた観光分野での復興をテーマに、被災地等における現在の状況や今後の取組みに関するプレゼンテーションやパネルディスカッションが行われた。シンポジウムの成果として、風評被害の1日も早い払拭を図り、東北地方及び日本の国内外からの旅行者の回復・増加、さらにはアジア太平洋地域内外の国際観光の発展を図ることが重要との特別メッセージが採択された。
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東日本大震災観光復興国際シンポジウムにて講演するUNWTOリファイ事務局長(会場となった東北大学片平さくらホール[仙台]にて)






(4)　開発途上国等の観光振興に対する協力

　(独)国際協力機構(JICA)を通じ、世界各地の発展途上国において観光振興業務に従事している職員等を我が国に招き、観光振興マーケティングやプロモーション手法等の技術供与を目的とした集団研修を実施した。







2　我が国と外国との間における地域間の交流の促進


(1)　日本人の海外旅行の促進

　JATAが中心となって実施している「ビジット・ワールド・キャンペーン」への協力や官民ミッションの派遣、周年事業の活用を通じて海外旅行需要喚起を図った。




(2)　姉妹・友好都市提携の活用

　地方公共団体の姉妹・友好都市交流は、市民間の相互理解を深め、経済交流に発展する等、外交の基盤を強化する上で極めて有意義な活動である。我が国の在外公館は、海外自治体の首長等に対し、我が国の地方公共団体との交流活動を積極的に支援するとともに、海外自治体の関係者と交流の現状や課題についての意見交換を行っている。
　また、姉妹・友好都市を活用した交流事業については、相互交流の活性化による訪日旅行者の増加の観点から、ビジット・ジャパン地方連携事業とも連携して実施している。
　現在、地方公共団体においては、世界64か国の都市と1,616件の姉妹・友好都市提携をしている。国別では、アメリカ(436件)、中国(342件)等が多い(平成23年12月末現在)。







3　青少年による国際交流の促進


(1)　訪日教育旅行の促進

　ビジット・ジャパン事業の一環として、海外の学校関係者や訪日教育旅行を扱う旅行会社等との意見交換、交流会を行うなど、訪日教育旅行誘致のための取組を推進した。




(2)　ワーキング・ホリデーの活用

　ワーキング・ホリデーとは、海外の青少年に対して自国・地域の文化や一般的な生活様式を理解する機会を提供するため、自国・地域において一定期間の休暇を過ごす活動とその間の滞在費を補うための一定の就労を認める制度である。我が国は、11の国・地域(オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、韓国、フランス、ドイツ、英国、アイルランド、デンマーク、台湾、香港)との間でワーキング・ホリデーを実施しており、双方の18歳から30歳までの青少年は、各々の相手国・地域において最大1年間滞在し休暇を過ごすことができる。
　今後とも、ワーキング・ホリデー制度の広報や利便性の向上に取り組むとともに、現在実施していない国との間では、青少年交流促進の観点も踏まえ、実施について検討していく。




(3)　海外の青少年との交流促進

　語学指導等を行う外国青年招致事業(以下、JETプログラム、ホームページ:http://www.jetprogramme.org/j/index.html)、外国人国費留学生受入れについての積極的な広報・募集活動の実施及び「21世紀東アジア青少年大交流計画」(平成23年度は12月末までに約6,100名を招へい)等の各種交流事業を通じて、 海外の青少年との交流を促進している。また、訪日旅行のイメージ改善等を目的として、東日本大震災被災地域での勤務経験がある元JETプログラム参加者を被災地へ招待し、帰国後に日本の安全性等を発信してもらう取組を行った。
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JENESYSフェスティバル(2011年)での一場面



　また、アメリカ等で日本語を専攻している高校生を6週間程度日本に招致し、日本の高等学校への体験入学等を行う「外国人高校生(日本語専攻)短期招致事業」を実施している。平成23年度には92人の外国人高校生を招致し、引き続き実施する予定である。
　日本の青少年の海外派遣及び海外の青少年の日本招へいを行い相互交流を図る「青少年交流推進事業」を実施し、平成23年度は日独交流150周年を記念し、日独の学生青年リーダーが、初めて皇太子殿下の御接見を賜った。このほか、平成23年度から新たに、自然体験・スポーツ体験・文化体験等を通し、招へいした海外の青少年との交流の機会を提供する「青少年教育施設を活用した交流事業」を実施し、312人(引率者等含む)を招へいした。さらに、(独)国立青少年教育振興機構においても、様々な国々との国際交流事業を実施し、728人が参加した。
　また、平成27年には、161の国と地域から約3万人の青少年が集うボーイスカウトの世界大会「第23回世界スカウトジャンボリー」が山口県で開催される予定であり、平成23年12月には、大会の円滑な実施について、関係行政機関が必要な協力を行う旨の閣議了解を行った。
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皇太子殿下の御接見を賜るドイツの青少年
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アジア10箇国の青少年が着物体験(山口県)
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アジア10箇国の青少年と地元大学生ボランティアとの交流(山口県)


















第5章　観光旅行の促進のための環境の整備


第1節　観光旅行の容易化及び円滑化



1　休暇の現状

　平成23年における労働者1人平均総実労働時間(事業所規模5人以上)は、1,747時間(うち所定内労働時間は1,627時間)となった。
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図II-5-1-1　労働者1人平均年間総実労働時間の推移(事業所規模5人以上)



　平成22年の週休2日制の普及状況を見ると、「何らかの週休2日制」の適用を受ける労働者数割合は88.1%、うち完全週休2日制の適用を受ける労働者数割合は54.5%となっている。


[bookmark: FB2.5.1.2]
図II-5-1-2　週休2日制の適用を受ける労働者数の割合(平成22年)



　平成22年の1年間における労働者1人平均の年次有給休暇の付与日数等について見ると、付与日数は17.9日、そのうち労働者の取得した日数は8.6日で、取得率は48.1%となっている。


[bookmark: FB2.5.1.3]
図II-5-1-3　年次有給休暇の取得率等の推移







2　休暇の取得の促進

　国民一人ひとりが働き方と休み方を見つめ直し、豊かなライフスタイルを構築できるようにするため、休暇取得の促進等の休暇改革を推進している。
　東日本大震災の発生後、人々のライフスタイルや価値観などに変化の兆しがみられたことを捉えて、関係省庁が連携し、「ポジティブ・オフ」運動を開始した。この運動は、休暇を取得して外出や旅行などを楽しむことを積極的に促進し、オフ(休暇)をポジティブ(前向き)に捉えて楽しもうという運動である。休暇を積極的に位置付け、仕事以外でも社会との接点を持つことは、従業員にとっては生活の充実、企業にとっては生産性の向上やメンタルヘルスの改善、地域・社会にとってはオフの活動を通じた経済の活性化や活気ある地域づくりなど、様々な効果が期待される。こうした休暇の持つ意義や重要性を共感している企業等を中心に、平成24年3月末現在、173の企業・団体が本運動に賛同している。平成24年2月に東京で、3月に大阪でそれぞれシンポジウムを開催するなど、この運動を広く社会的に展開することで、制度面だけではなく、実際に休暇を取得しやすい雰囲気の醸成を目指して取り組んでいる。
　また、地域において、企業の有給休暇取得促進と学校休業日の柔軟な設定により、大人と子どもの休みのマッチングを行い、家族の時間が家庭・学校・地域等にもたらす教育・社会的効果、課題とその改善方策の検証を行うための「家族の時間づくり」プロジェクトを実施した。平成23年度は静岡県内で3市町が連携した取り組みが行われるなど、地域間の人的交流の拡大に寄与した。





3　観光旅行の需要の特定の時季への集中の緩和

　三学期制以外の学期制を採用している公立学校は、平成23年度に小学校で22.0%、中学校で22.4%であるが、学期の区分の見直し、地域の独自性を生かした休日の設定、秋休みや地域行事に連動した学校休業等、小・中学校の休業について多様な取組が行われている。
　また、大型連休を地域別に分散して設定する「休暇取得の分散化」の本格実施について、震災後の国民生活・経済活動等への影響及び国民的コンセンサスの状況を踏まえ、引き続き検討する。





4　観光に係る消費者の利益の擁護


(1)　旅行業務に関する取引の公正の維持等

　旅行業務の適正な運営を図るため、標準旅行業約款の見直しを検討するとともに、旅行取引の公正の維持や旅行者の安全の確保等、消費者保護についても取り組んでいる。




(2)　表示の適正化

　旅行業における公正な競争を確保し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を確保するため、「旅行業公正取引協議会」に対し、「募集型企画旅行の表示に関する公正競争規約」及び「旅行業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約」が適正に運用されるよう指導を行った。なお、同協議会において旅行に関する新聞広告やパンフレットを収集し、表示内容を検討する「表示適正化検討会」を北海道で開催した。
　また、観光土産品における公正な競争を確保し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を確保するため、「全国観光土産品公正取引協議会」に対し、「観光土産品の表示に関する公正競争規約」が適正に運用されるよう指導を行った。なお、同協議会の各地方協議会において観光土産品の審査会を実施し、適正な表示が行われていると認めた観光土産品について、同協議会が認定証を交付した。







5　観光の意義に対する国民の理解の増進


(1)　国民全体の理解の増進


①　JATA国際観光フォーラム・旅博2011

　東京ビッグサイトにおいてJATA国際観光フォーラム・旅博実行委員会が「JATA国際観光フォーラム・旅博2011」(平成23年9月29日～10月2日)を開催し、世界144の国や地域から986ブースの出展があり、過去最高となる11万7千人の来場者が訪れた。






(2)　社会教育の促進に資する資料の作成と活用

　自然環境、歴史、文化等の地域の特色について理解を深める学習活動や、その学習成果を生かした地域の伝統文化の保存・継承や自然環境保護に関する取組、ボランティアガイド等、特色ある社会教育事業について調査し、観光立国の推進に資する学習活動等の企画・運営の参考となる社会教育事例集の普及を図った。




(3)　観光関係の功労者の表彰

　国際競争力の高い魅力ある観光地づくり、外国人に対する日本の魅力の発信等、観光の振興、発展に貢献した個人・団体を表彰する「観光庁長官表彰」を平成21年度に新たに創設し、これまでに28の個人・団体に授与した。







6　国内旅行の振興

　統一のロゴとキャッチフレーズ(「がんばろう!日本」)を活用した官民合同による国内旅行振興キャンペーンを開始し、東日本大震災後、冷え込んだ国内旅行の需要の底上げを図るため、観光・交通関係業界と一丸となって取組を行った。


[bookmark: XB2.5.1.1]
「がんばろう!日本」ロゴ



　また、近年、若者の旅行離れに関する様々な指摘が行われる中、平成21年度版観光白書等でその原因・分析を行ってきている。平成22年度より将来的な旅行市場の維持はもとより、旅を通じて若者に良い旅行体験をしてもらう観点から、産学官の関係者から構成する「若者旅行振興研究会」を開催し、産学官横断的な取組を推進している。平成23年度においては、旅行回数が低迷している若年層に対し旅行の魅力を体験させるモニターツアーを実施し、新たな国内観光需要を創出するとともにその結果の検証及び若者の実態について調査を行った。






第2節　観光旅行者に対する接遇の向上



1　旅行に関連する施設の整備


(1)　観光地における案内表示の整備等情報提供の充実

　観光地での分かりやすい案内標識の整備を進めるために、「観光活性化標識ガイドライン」の普及・啓発を図った。また、交通拠点から目的地(観光地等)に至るまでの行程において、外国人観光客に言語面での障害を感じさせないよう、電子看板等の案内表示に加え、車内放送、バス停のナンバリング等様々な手段を用いて、点から線への多言語対応等を実施することで、外国人観光客の移動の容易化を図った。なお、携帯型端末等を活用した多言語による移動支援などICTを活用した分かりやすい案内情報の提供に向けた検証を行い、課題や留意点をとりまとめ、その結果を地方公共団体等に周知した。







2　我が国の伝統ある優れた食文化その他の生活文化、産業等の紹介の強化、我が国又は地域の特色を生かした魅力ある商品の開発


(1)　地域ブランドの振興

　おみやげを通じて日本の魅力を海外に伝え、日本への来訪を促進するため、平成24年1月に「魅力ある日本のおみやげコンテスト2011」を開催した。第8回目となる今回は、「TRADITIONAL JAPAN部門」、「COOL JAPAN部門」、「LUXURY JAPAN部門」の3部門編成とし、品質やデザイン等が外国の方々から見て、特に魅力的なおみやげを選定し、表彰した。


[bookmark: XB2.5.2.1]
「魅力ある日本のおみやげコンテスト2012」最終審査(平成24年2月20日:三田共用会議所)




[bookmark: XB2.5.2.2]
グランプリ受賞:「うちわ銘々皿『四季』」<(株)金銀箔工芸さくだ、石川県>



　また、観光資源等の地域の産業資源を活用して、中小企業が新商品・新サービスの開発を行い、その新商品等の市場化に取り組む事業を総合的に支援した。




(2)　皇室関連施設の魅力の発信

　新任の外国の特命全権大使が信任状を天皇陛下に捧呈する儀式である信任状捧呈式は年に30回程度行われている。その捧呈式に臨む新任大使の送迎を行う馬車列の運行予定について、宮内庁のホームページ(http://www.kunaicho.go.jp)に日本語と英語で、また、日本政府観光局のホームページに英語で掲載しており、引き続き実施することとしている。


[bookmark: XB2.5.2.3]
信任状捧呈式の馬車列










第3節　観光旅行者の利便の増進



1　高齢者、障害者、外国人その他特に配慮を要する観光旅行者が円滑に利用できる旅行関連施設等の整備及びこれらの利便性の向上


(1)　旅行関連施設のバリアフリー化

　公共交通機関等の旅行関連施設のバリアフリー化については、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(バリアフリー法)」等を踏まえ、関係者が必要に応じて緊密に連携しながら、移動等円滑化の促進に関する基本方針に定められた目標を達成することを目指す等一体的・総合的なバリアフリー化を推進している。


①　公共交通機関等

　旅客施設においては、地域の実情に鑑み、高齢者、障害者等の利用の実態等を踏まえてバリアフリー化を推進し、原則として1日あたりの平均的な利用者数が3,000人以上である旅客施設のバリアフリー化を優先的に行っている。また、車両等においては、鉄軌道車両やバス車両、タクシー車両について、バリアフリー化を行っている。




②　歩行空間

　誰もが安心して歩ける歩行空間を形成するため、「バリアフリー法」に基づき、駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路において、幅の広い歩道等の整備、歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化の推進、視覚障害者誘導用ブロックやバリアフリー対応型信号機、道路標識等の整備を実施しており、引き続き実施していくこととしている。




③　河川空間

　地域のまちづくりと一体となった水辺空間を創出するため、傾斜の緩い堤防の整備等により、すべての人々が安心して河川に訪れることが出来るよう水辺を整備しており、これらの取組を引き続き実施していくこととしている。




④　都市公園

　都市公園においては、高齢者や障害者を含むすべての人々が快適に利用できるよう、平成21年度に創設した「都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業」により、「バリアフリー法」に基づくバリアフリー化の取組を支援している(平成21年度から5年間に限定)。また、国営公園では、障害者福祉に一層寄与するため、障害者本人及び介添者(対象1名)の入園料を免除しており、引き続き実施することとしている。




⑤　宿泊施設・文化施設等

　宿泊施設・文化施設等の建築物のバリアフリー化を推進するため、バリアフリー化の誘導的基準を満たす認定特定建築物について、税制上の特例措置等の誘導施策を講じ、一層の整備促進を図っており、引き続き実施することとしている。






(2)　ユニバーサルデザインの考え方に基づく観光の促進

　誰もが安心して旅行をするためのユニバーサルツーリズムについて、旅行の送客を担う旅行会社での取り組みを促進するため、モニターツアーやアンケート調査を実施し、旅行サービスのあり方を検討した。




(3)　バスの利便性向上

　地方公共団体、道路管理者、警察署、都道府県バス協会、バス事業者等の幅広い関係者の連携によるバス交通を中心としたまちづくりを目指すオムニバスタウンについて、14都市を指定している。また、GPS等を利用し、停留所やウェブ上でバスの位置情報が得られる「バスロケーションシステム」については、平成23年3月末現在10,720系統で導入されている。




(4)　道路交通の円滑化

　環状道路やバイパスの整備、交差点の立体化等の交通容量拡大策の実施により、観光旅行者の来訪の促進を図った。加えて、路上工事の縮減、駐車対策の実施、車利用者の交通行動の変更を促す交通需要マネジメント施策や、カーナビゲーションシステムに道路交通情報をリアルタイムに提供する「道路交通情報通信システム(VICS)」の情報提供エリアの拡大等、情報内容や提供精度の改善・充実により、効率的な観光周遊に資する交通の円滑化を図った。
　上記に加え、高速道路上を中心に設置したITSスポットによる広範囲の渋滞データに基づきカーナビが賢くルート選択が可能であるダイナミックルートガイダンスサービスの活用等により、さらなる道路交通の円滑化を図ることで、観光旅行者の来訪の促進や利便性の向上を図っていくこととしている。




(5)　運賃等の割引等


①　公共交通機関

　鉄道等各公共交通機関において、身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた利用者に対し、運賃割引を実施しており、引き続き理解と協力を求めていく。




②　駐車禁止規制の適用除外

　各都道府県公安委員会が認める一定の身体障害者等については、本人に対して駐車禁止除外指定車標章を交付し、駐車禁止規制の適用が除外されるよう措置しており、引き続き実施していくこととしている。






(6)　道路における案内表示の充実

　地理に不案内な観光客等に対し、ルート番号等を表示した案内標識等による目的地へのわかりやすい道案内等を実施した。




(7)　自転車利用環境の整備

　環境負荷の小さい都市内交通体系の実現と自転車関連事故対策のため、道路空間の再配分などにより、歩行者・自転車・自動車が適切に分離された安全で快適な自転車ネットワークの整備を推進した。







2　情報通信技術を活用した観光に関する情報の提供


(1)　インターネットの活用

　観光案内や広報に使用される地図は、デジタルかつ、より詳しいものへと需要が変化している。「地理空間情報活用推進基本法」の成立に伴い、各種電子地図の活用に向けて、国、地方公共団体等が作成した大縮尺地図データを集約し継ぎ目無く接合した基盤地図情報の整備を行い、インターネットにより無償提供している(図II-5-3-1)。


[bookmark: FB2.5.3.1]
図II-5-3-1　基盤地図情報の整備で利用できること



　また、観光に関する地理空間情報の発信や閲覧が誰でも容易に行えるように、「電子国土Webシステム」を提供しており、本システムを利用した地方公共団体による観光地図・観光情報の発信が行われている(図II-5-3-2)。


[bookmark: FB2.5.3.2]
図II-5-3-2　電子国土Webシステムを利用しインターネットで情報発信










第4節　観光旅行の安全の確保



1　国内外の観光地における事故、災害等の発生の状況に関する情報の提供


(1)　気象情報の提供


①　防災気象情報の高度化

　市町村ごとに気象警報・注意報を発表し、市町村長の避難判断を支援するとともに、旅行者に対しても注意や警戒を呼びかけている。
　また、記録的な大雨に際して旅行者等も含めて受け手にとってより理解しやすい情報発表となるよう取組を進めている。




②　防災情報提供センターの情報の充実

　防災情報提供センターのホームページ(http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/)では、国土交通省が保有する雨量等の情報、災害対応や防災に関する情報を集約し提供している。
　また、携帯端末向けページでも気象情報等を提供しており、平成23年度は「気象ナウキャスト(降水、雷、竜巻発生確度の状況及び1時間先までの予測情報)」や「潮位関連情報」を追加するなど、情報の充実を図っている。






(2)　火山情報の提供

　火山の多くは、優れた自然景観や温泉等に恵まれた観光資源である一方、火山活動が活発化した場合は災害をもたらすおそれがあることから、火山災害の軽減に資するため、火山活動を監視し、必要に応じて噴火警報等を発表している。
　また、各火山の火山防災協議会(地元の都道府県、市町村、気象台、砂防部局、火山専門家等から構成)における避難計画の共同検討を通じて、火山活動に対して入山規制や避難など必要な防災対応を5段階で示した噴火警戒レベルの導入(平成24年3月末現在までに29火山で導入)や改善を推進している。
　さらに、都道府県の砂防部局と連携し、火山地域において異常な土砂の動き等を監視する機器等を設置し、その情報の共有化を推進しており、引き続き実施することとしている。




(3)　河川情報の提供

　観光客や釣り客の利用しやすい場所にQRコードを設置して、河川情報、観光情報等を提供している。


[bookmark: FB2.5.4.1]
図II-5-4-1　QRコードによる河川情報、観光情報等の提供例



　また、河川における水難事故に関する注意事項を記載したリーフレットを配布し、河川利用者への啓発を図っている。




(4)　避難体制の確立

　観光旅行者は、一般に地理等に不案内であるため、これらの人々に対し災害危険箇所及び避難場所・避難路等について周知徹底を図る必要がある。
　そこで、地方公共団体に対し、事前に避難路や避難計画を定めるとともに、避難場所等の安全性についての点検、観光旅行者等への迅速かつ確実な情報伝達及び十分余裕をもった避難の勧告・指示等避難誘導体制全般の整備を図るよう要請した。また、防災関係機関との連携の下に、実践的な防災訓練を実施するよう要請した。




(5)　道路の災害情報の提供

　災害時における道路利用者の利便性の向上及び安全で円滑な道路交通の確保を目指し、道路情報板のほか、ホームページ等による道路の災害情報の提供を推進しており、引き続き実施することとしている。




(6)　海外旅行中の事故・事件の防止

　海外旅行中、我が国国民が海外で多種多様な危険に遭遇する機会も増えており、国民の生命・財産を適切に保護することは政府の重要な任務であるという考えのもと、安心して旅行できるよう、各種支援を行うとともに安全に関する情報提供を行っている。







2　観光旅行における事故の発生等の防止


(1)　公共交通機関の安全対策の推進

　鉄道・自動車・海運・航空の公共交通機関での一層の安全確保を図るため、運輸事業者が経営トップから現場まで一丸となり安全管理体制を構築・改善し、国がその実施状況を確認する運輸安全マネジメント制度を、保安監査と「車の両輪」で実施している。
　制度導入から平成23年12月末までに、延べ4,704社(鉄道814社、自動車578社、海運3,225社、航空87社)に対して運輸安全マネジメント評価を実施した。
　今後も、運輸安全マネジメント制度の充実や保安監査の強化を行うなど公共交通機関の安全性の一層の向上を図る。




(2)　道路交通の安全対策の推進

　行楽地を中心に必要に応じた交通規制、交通整理及び交通指導取締りの強化に努めた。また、行楽期には、事前広報や臨時交通規制を実施するとともに、交通量の変動に対応した信号制御を行ったほか、交通渋滞情報等の提供により迂回を促すなどして、行楽車両の適切な配分誘導に努めた。
　高速自動車国道等においても、交通安全施設の整備等事故防止に向けた交通安全対策を推進するとともに、道路交通情報提供装置の整備等利用者サービスの向上を推進しており、引き続きこれらの施策を推進していくこととしている。




(3)　道路の防災対策

　自然災害に対して安全で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、道路の斜面対策や災害のおそれのある区間を回避する道路の整備を行うとともに、緊急輸送道路の橋梁の耐震補強等を推進した。さらに、雪崩予防柵の設置等の防雪事業や除雪事業等の雪寒対策により、安定した冬期の道路交通の確保を推進しており、引き続き実施することとしている。




(4)　海上交通の安全対策の推進

　ライフジャケットの着用、発航前点検の実施等の小型船舶に係る遵守事項については、周知啓発・パトロール活動を行うなど航行の安全確保の着実な推進を図った。
　マリンレジャーにおける安全推進のため、自己救命策についての広報活動等を実施した。




(5)　宿泊施設の防火・防災安全対策の推進

　建築物を点検した際の適合マーク(防火・防災基準点検済証、防火・防災優良認定証等)について、利用者である国民及び旅館・ホテル等の事業者に対し積極的に制度の周知・広報を図るとともに、消防法令違反により適合マークが表示できない建築物に対しては、違反是正の徹底を図っている。
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防火・防災優良認定証



　また、事業所の防火・防災管理者に対する講習や資格者による防火・防災管理点検の実施により、火災や地震災害時の旅館・ホテル等の実質的な防火・防災安全体制の維持及び充実を図った。
　さらに、旅館、ホテル等で、特に既存不適格建築物について、建築物防災週間の機会をとらえて防災査察を実施するなど、改善指導に努めるとともに、一定規模以上の旅館、ホテル等に対しては「建築基準法」に基づき定期的にその状況について報告を求め、必要な改善指導を行い、防火・避難上の安全の確保を図っている。




(6)　海外における事故・事件への対応と安全対策

　旅行者に向けて、関係機関と連携しつつ、渡航先の治安・安全情報や、海外における危機及び安全対策に関する情報を周知した。旅行業者に対しては、海外での情勢に関する注意喚起等を実施し、事故等発生時には関係省庁が緊密な連絡を取りつつ情報収集を実施した。







3　観光地における自然災害対策の推進


(1)　自然災害対策

　土砂災害の発生のおそれがある観光地について、土砂災害を防止するため砂防設備等の整備やICTを活用した情報基盤の整備、「土砂災害防止法」に基づく土砂災害警戒区域の指定等のソフト対策を推進した。また、火山ごとに緊急ハード対策の施工やリアルタイムハザードマップによる危険区域の設定等を盛り込んだ「火山噴火緊急減災対策砂防計画」の策定等、ハード・ソフト一体となった対策を推進した。
　さらに、浸水被害のおそれのある観光地において、下水管や雨水貯留浸透施設の整備等のハード対策、ハザードマップの公表等のソフト対策等を組み合わせた総合的な対策を推進しており、今後も引き続き実施していくこととしている。








第5節　新たな観光旅行の分野の開拓



1　多様な観光メニューの振興


(1)　ニューツーリズム創出・流通の促進

　エコツーリズム、グリーン・ツーリズム、ヘルスツーリズム、産業観光等のニューツーリズムを推進するため、地域の観光資源の魅力を活かした旅行商品について、実態を把握するとともに、旅行商品の顧客満足度を高めるための品質向上策の検討を行った。




(2)　観光連携コンソーシアムの開催

　平成23年6月に、観光立国推進本部の下に設置された第7回「観光連携コンソーシアム」において、エコツーリズム、グリーン・ツーリズム、文化観光、医療観光、スポーツ観光等の多様な観光メニューについて、関係省庁の連携による総合的な振興策の検討を行った。







2　各ニューツーリズムの推進


(1)　エコツーリズムの推進

　エコツーリズムによる地域活性化のための人材・プログラムづくりと、自然資源の保全活用に係る施設整備を含む基盤づくりを一体的に実施した。




(2)　グリーン・ツーリズムの推進

　グリーン・ツーリズムの普及拡大を図るため、都市と農山漁村との交流を図る集落ぐるみの多様な取組に対する支援や地域資源を活用した交流拠点の整備に対する支援を実施した。特に、東日本大震災で被災した農山漁村の早期復興に向け、復興ツーリズムによる交流やボランティア活動への参加を促進した。




(3)　文化観光の推進

　我が国には、世界遺産を始め独自の歴史に根差した文化財、多彩なまつりや伝統芸能等の無形文化遺産が全国各地に多数存在するほか、国内外の秀逸な作品を紹介する美術館・博物館等の文化施設やアートフェスティバルがあり、文化的な観光資源の宝庫となっている。
　また、我が国の映画・アニメ・ゲーム等のメディア芸術、食文化等も「クールジャパン」と呼ばれ国際的に注目を集めている。
　なお、映像を通じて地域の資源を広く紹介することを目的に、日本最大の国際短編映画祭「ショートショートフィルムフェスティバル&アジア」内に設立した観光部門「旅シヨーット!プロジェクト」を通じて、旅をテーマにした作品を全国各地から作募集し、その中から入選作品を選考した。さらに、その入選作品の中から国土交通大臣賞を表彰し、その後、国内外の短編映画祭などで上映した。




(4)　産業観光の推進

　我が国産業の近代化を物語る歴史的建造物等である「近代化産業遺産」について取りまとめた冊子や、産業観光を実施している事業所等の情報を掲載したポータルサイト「日本のものづくりの現場を探訪しよう」(ホームページアドレス:http://sangyou.nihon-kankou.or.jp/monodukuri.html)によって広く情報発信を行い、産業観光の推進による地域経済活性化を図った。
　また、国際競争力のある集客・交流サービス産業を構築するため、地域の特色ある伝統工芸、食、旅館等を集客・交流資源として活用した広域的かつ総合的に行われる取組を支援する「地域集客・交流産業活性化支援事業」を実施し、地域の「産業観光」への取組を支援した。
　さらに、各地において、歴史的・文化的価値のある工場等やその遺構、あるいは現代の最先端技術に触れる産業観光への取組が行われている。平成23年10月に、北海道函館市において開催された「全国産業観光フォーラム」について後援を行うなど関係者の連携による産業観光の推進を図っている。




(5)　医療と連携した観光の推進

　訪日外国人3,000万人プロジェクトの実現に向けて、海外における訪日プロモーションとともに、日本国内における次世代成長分野の育成などによる新たな訪日メニューの創出が求められている。「国際医療交流(外国人患者の受入れ)」は「新成長戦略」(平成22年6月18日閣議決定)においても21の国家戦略プロジェクトのひとつに位置づけられており、国際交流や国際貢献、更には地域経済の活性化に資するものとして積極的に取り組んでいる。
　平成23年度は「インバウンド医療観光に関する研究会」を引き続き開催し、日本における外国人患者等の受入環境に係る課題の抽出と具体的な課題解決方法の提示を行った。また、コーディネーターの質の向上に資する資料を作成するとともに、受入のモデルを検討することで、外国人患者等が日本に安心して訪問できる環境を整備した。




(6)　スポーツ観光の推進

　地域のハイレベルな「観るスポーツ」(プロリーグ等)や世代を超えて人気を集める「するスポーツ」(マラソンやウォーキング等)、地域をあげてスポーツイベントを誘致・支援する「支えるスポーツ」の3つを柱とするスポーツ資源を活用し、訪日外国人旅行者の増加、国内観光振興につなげるスポーツ観光を推進する。そのため、関係省庁、スポーツ関係団体、観光関係団体、企業等が一同に会した「スポーツツーリズム推進連絡会議」において、今後のスポーツ観光推進についての方向性を示した「スポーツツーリズム推進基本方針」を平成23年6月に策定した。基本方針で示されたオールジャパンのスポーツツーリズム推進連携組織について、平成24年4月の設立に向けた勉強会を重ねるとともに、広報活動の一環として、世界的・全国的に活躍するスポーツ選手・元選手を「スポーツ観光マイスター」に任命し、スポーツ観光の機運醸成を図った。
　また、スポーツ団体、関係省庁が連携し、東日本大震災後、我が国で開催予定であったものの、延期、中止されようとしていた国際スポーツイベントの開催の維持に努めた。さらに、スポーツ観光人材育成研修を全国で開催し、スポーツ観光の普及を図るとともに、顧客満足度の高いスポーツ観光の旅行商品造成を進めるためのモニターツアー調査を実施し、その継続性や消費額等の経済効果について検証した。




(7)　船旅の魅力向上の推進

　国内旅客航路における、船旅の魅力向上に向けて、国・旅客船業界・旅行業界・地域の関係者等が連携して、情報発信の強化やニーズに合った商品開発・販売促進の取組等の展開を進めている。
　これまで、「船から見る風景100選」を発表し、ホームページやDVD等を通じて、船上からの景色等を写真とコメントで紹介し、船旅の魅力を様々な角度から発信した。また、旅行業界との連携策として、旅行業者の企画・販売担当者を対象とした「体験航海(ファムトリップ)」を実施し、旅行業界に向けて国内旅客航路のPR活動を行った。
　外航クルーズについては、(社)日本外航客船協会が、良質のクルーズ商品及びサービスの提供を目的とした「クルーズ・オブ・ザ・イヤー」を平成20年度から実施し、外航クルーズの魅力の理解を促進するための取組を積極的に支援している。
　また、旅客の乗降、待合い等の利便性快適性を向上させるため、我が国における観光圏の玄関口となる旅客船ターミナルの整備を推進している。
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(8)　都市と農山漁村の共生・対流の推進

　都市と農山漁村それぞれに住む人々がお互いの地域の魅力を分かち合い、理解を深めるため、「人・もの・情報」の行き来を活発にする都市と農山漁村との交流を推進した。
　具体的には、農山漁村での小学生を対象とした宿泊体験活動を推進する「子ども農山漁村交流プロジェクト」を実施するとともに、「オーライ!ニッポン大賞」等として優良事例を表彰することにより、都市と農山漁村との交流を促進する国民的な運動を推進した。
　また、都市と農山漁村の交流による地域の観光振興、活性化等に貢献している24の取組を「食と地域の『絆』づくり」の優良事例として選定した。








第6節　観光地における環境及び良好な景観の保全



1　観光地における環境の保全


(1)　循環型社会の形成の推進

　廃棄物の3R(リデュース、リユース、リサイクル)を総合的に推進し、循環型社会の形成の推進を図るため、廃棄物・リサイクル施設整備等に対して、「循環型社会形成推進交付金」による財政支援を行い、整備の促進を図った。




(2)　観光分野における「地域循環圏」形成の取組の推進

　地域の特性を生かしつつ、循環資源の性質に応じた最適な規模の「地域循環圏」を形成する取組を行った。




(3)　沿岸域の環境改善

　「海の再生」の実現に向けて、東京湾、大阪湾、伊勢湾及び広島湾において、それぞれの「再生行動計画」に基づき、関係機関と連携の下、陸域から流入する汚濁負荷の下水道等による削減対策、干潟・浅場等の整備、環境モニタリング等の各種施策を総合的に推進した。




(4)　生活排水対策の推進

　下水道、農業集落排水施設及び浄化槽等の整備により、観光地の河川や湖沼等公共用水域の水環境の保全を図っており、引き続き実施することとしている。
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(5)　廃棄物の不法投棄等を防ぐ監視体制の強化等

　不法投棄等の対策については、これまでも廃棄物処理法等による規制の強化等の幅広い取組を実施してきているが、更に5月30日から6月5日までを「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」とし、国と都道府県等が連携し、不法投棄等の撲滅に向けた取組を一斉に実施している。




(6)　低公害バス・トラックの普及促進による観光地の環境の保全

　観光地等における電気自動車(電動バス、EVタクシー)を活用した意欲的な事業展開等を目指す事業者等を強力に支援することにより、国内観光地等における公共交通のグリーン化及び観光振興等を促進した。







2　観光地における良好な景観の保全


(1)　「景観法」の活用促進、基本理念の普及啓発

　景観行政団体(都道府県、政令指定都市、中核市、及び都道府県知事とあらかじめ協議した上で、景観法に基づく景観行政に係る事務を処理する市町村)による景観計画の策定(平成24年3月末現在335団体が策定済)等、「景観法」の活用による良好な景観形成の推進を図るため、先進事例に関する情報提供等の取組を行った。また、同法にある基本理念の普及や良好な景観形成に関する国民の意識向上を目的とした各種の啓発活動、多様な主体の参加を図るための景観に関する教育の促進等の取組を行っており、引き続き実施することとしている。




(2)　観光地における屋外広告物に関する制度の充実

　平成22年度に設定した屋外広告物適正化旬間において地方公共団体間や関係団体の連携を強化することなどにより、各地方公共団体による一斉パトロール等違反広告物の是正対策を促進した。




(3)　歴史・文化・風土を生かしたまちづくり支援

　歴史的町並み史跡等卓越した歴史的風致の残る地区(奈良県橿原市今井地区等)において、歴史的風致の保全と連携して、無電線化や沿道の町並みとの調和に配慮した歴史的みちすじなどの整備を行うことにより、来訪者の快適な歩行環境の確保等を図っている。平成23年度現在、全国85地区において取組が進められており、引き続き実施することとしている。








第7節　観光に関する統計の整備



(1)　国民の観光に関する統計の整備


①　宿泊旅行統計調査

　従業者数10人以上のすべての宿泊施設及び従業者数9人以下の標本抽出した宿泊施設を調査対象とし、宿泊旅行のより詳細な実態把握に努めている。




②　旅行・観光消費動向調査

　四半期別かつ地域ブロック別延べ旅行者数、旅行消費額等の把握に努めるとともに、結果公表時期の早期化を図った。




③　訪日外国人消費動向調査

　訪日外国人の消費動向や訪日目的、訪問地、満足度等の把握に努めるとともに、結果公表時期の早期化を図った。




④　観光地域経済調査

　観光に関連する産業の基本的構造(事業者数、売上規模、雇用・就労状況等)や、観光が地域経済に及ぼす影響等を明らかにするための観光地域経済調査を平成24年度に本格実施することを目指し、36の都道府県に所在する58の観光エリアにおいて、予備的調査を実施し、調査手法等の検証を行った。




⑤　観光入込客統計に関する共通基準

　都道府県における観光入込客統計を比較可能なものとするために策定した「観光入込客統計に関する共通基準(平成21年12月策定)」に基づく調査の普及・促進を図り、平成23年度現在、45都道府県で同基準に基づく統計調査を行っている。




⑥　観光統計論文表彰

　次世代を担う観光政策の研究者・実務者の研究を奨励するため、「観光統計を活用した実証分析に関する論文」の募集を行い、観光庁長官賞を授与した。


[bookmark: FB2.5.7.1]
図II-5-7-1　観光統計の全体像




[bookmark: TB2.5.7.2]
表II-5-7-2　観光統計論文表彰受賞者









(2)　観光統計の利活用について

　観光統計に関しては、整備のみならずその利活用も併せて進めている。例えば、訪日外国人消費動向調査に関しては、その結果を公表するだけではなく、その時々のニーズに応じたトピック分析を行い、より有用で親しみやすい統計分析を提供している。
　また、UNWTOの統計関連会議において、我が国の統計の整備状況及び分析結果を紹介することにより、他国における観光統計整備の進展に寄与している。













　平成24年度　観光施策


第1章　国内外から選好される魅力ある観光地域づくり(観光地域のブランド化と複数地域間の広域連携等)


第1節　観光地域のブランド化

　観光地域が国際的な旅行者の誘致競争にさらされる中、国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域を早急に形成する必要がある。このため、地域の特性を最大限に活かした観光地域づくりを通じた滞在型観光の促進に向け、基軸となる観光地域づくりの理念(コンセプト)、主たる顧客層(ターゲット)、自地域の位置取り(ポジショニング)等を明確にした戦略的な計画の策定を促進する。さらに、日本を代表する有形・無形の地域資源がある観光地域について、地域の取組段階に応じた戦略的な観光地域づくりの促進に向け、地域の努力や顧客の満足度等の客観的・恒常的な評価の構築を図る。




第2節　外客受入環境の充実

　外国人旅行者が日本を旅行する際に不自由を感じることがないよう、旅行の際に必要とする実践的で実用的な旅行関連情報を事前に提供するとともに、地域の受入環境水準の向上を図り、安心して快適に、移動・滞在・観光することができる環境を提供する。その結果外国人旅行者の訪問を促進するとともに、満足度を高め、リピーターの増加を図る。




第3節　大都市における観光の推進

　大都市の観光が国際的に大きく注目されている中、我が国の大都市については観光のポテンシャルが極めて高いことから、その底上げを図ることが必要である。このため、関係者間の連携を強化して、大都市ならではの観光資源の更なる活用、観光ルートの設定、外客受入環境の充実、積極的なプロモーション等の取組を一層促進する。




第4節　複数地域間の広域連携

　国内外の観光客を惹きつけ、滞在型観光を推進するとともに、観光客が各地域を周遊する環境を整備するためには、我が国の有する多様な観光資源の潜在能力を最大限に発揮させることが重要である。このため、複数の観光地域間において、テーマ性を持った周遊・滞在ルートを構築し、有機的な連携を強化するための方策を検討する。




第5節　新たな観光地域づくりのモデルとなる先進的取組

　魅力ある観光地域づくりの新たなモデルとなるような地域の創意工夫を活かした先進的取組を促進し、地域が主体となった新たな観光地域づくりの取組を全国に展開する。




第6節　観光分野における人材の育成

　観光分野での人材育成を更に推進するため、これまでの事業成果を地方へ展開するとともに、PDCAサイクルを通じて人材育成の取組みを継続的に改善し、各地の観光産業の活性化及び国際競争力強化を図る。
　また、インターンシップ事業では、学生を複数の事業者へ派遣することで、「観光」を俯瞰的に捉える視点を養いつつ、観光産業に対する関心及び就業意欲を高めさせる。その結果観光分野における優秀な人材の確保につなげる。












第2章　オールジャパンによる訪日プロモーション体制の実現


第1節　プロモーションの高度化



1　効果的なプロモーション

　震災により落ち込んだ訪日需要の一刻も早い回復のため、韓国など回復の遅い市場を中心として、正確な情報発信や海外旅行会社・メディアへの働きかけ等の徹底した風評被害対策を実施する。
　また、市場別ニーズに基づく市場別プロモーションに加え、あらゆる訪日プロモーションの統一的基盤として、震災で改めてその価値に気付かされた日本が世界に誇る「普遍的な魅力」をコンテンツとしてとりまとめ、外国人旅行者へ訴求する。
　プロモーションの実施に当たっては、ブログやソーシャルネットワークサービスの活用など、より効果的な手法を追求するとともに、訪日観光と親和性の高い日本文化、日本食、日本の先端技術などの日本ならではのコンテンツとの相乗効果を追求する。さらに、海外での日本のリソースを最大限活用したオールジャパンの取組として、在外公館等が行う日本関連イベントの機会を捉えた訪日旅行促進プロモーションや海外進出日系企業と連携し、その商品、店舗等を活用した新しい広告宣伝も実施することとしている。





2　プロモーションの体制

　プロモーションの体制については、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」(平成24年1月20日閣議決定)等を踏まえ、日本政府観光局の組織の見直しとともに、本部事務所から海外事務所への経営資源と権限のシフトを行いつつ、他の国際関係法人の拠点を活用することで、プロモーションの高度化を支える機能的な体制を構築することとしている。また、観光庁と日本政府観光局の機能の分化を徹底し、観光庁は訪日プロモーション政策の企画立案等に重点を置いてその機能を深化・特化するとともに、日本政府観光局は訪日プロモーション事業の海外現地における事業実施の推進機関として位置付けることとしている。














第3章　国際会議等のMICE分野の国際競争力強化


第1節　MICEマーケティング戦略の高度化

　地方公共団体・コンベンションビューロー等の誘致主体のMICEマーケティング戦略再構築に向けた検討を行い、市場や顧客のニーズ等を踏まえターゲットを明確化した新たなMICEマーケティング戦略の策定を促進する。
　海外見本市への出展といったプロモーションやキーパーソン招請によるMICE誘致等の活動を適切かつ効率的に実施することを通じて我が国のMICEブランドの構築に一層努める。特に優先度の高いMICE案件について、国、地方公共団体、日本政府観光局、関係機関等が連携して、包括的かつ主体的な誘致支援等を行う。
　また、我が国の各誘致主体がマーケティング戦略の高度化を図るに当たって必要となるMICE市場動向、競合国の動向、また従来は取組が行われていなかった分野についての情報収集・分析等を行うとともに、マーケティング活動の基礎となるMICE分野の統計データの整備を進める。




第2節　MICE産業の競争力強化

　MICEの誘致・開催で主体的役割を果たす地方公共団体・コンベンションビューローの人的・資金的資源の強化、支援ツール整備等の誘致体制・取組の強化に向けて、海外の先進事例等も参考にしつつ、今後の誘致体制のあり方について国として提言をまとめる。
　また、MICE分野において国際的に通用する専門人材の育成を図るとともに、MICE分野の各主体の取組を促すため、地方公共団体、企業等に対するMICEの経済的意義・効用の普及・理解の促進を図る。




第3節　MICEに関する受入環境の整備

　MICEの誘致・開催競争に大きな影響を及ぼす国際会議場や展示場等のMICE施設に関し、我が国の競争力を維持・強化する観点から、求められるMICE施設の運営、整備等のあり方について検討を行う。さらに、MICEの受入に当たって求められるその他の受入環境についても、関係省庁、地方公共団体及び関係機関等が連携を図りつつ、十分な整備を図る。
　また、我が国の国際競争力強化の基盤整備を促すため、国立京都国際会館を素材とした国際会議施設等に係るPFI事業手法調査を行う。












第4章　休暇改革の推進

　国民一人ひとりが働き方と休み方を見つめ直し、豊かなライフスタイルを構築できるようにするため、休暇取得の促進等の休暇改革を推進する。
　また、休暇を取得して外出や旅行などを楽しむことを積極的に促進し、オフ(休暇)をポジティブ(前向き)に捉えて楽しもうという「ポジティブ・オフ」運動を展開することで、制度面だけではなく、実際に休暇を取得しやすい雰囲気の醸成を目指す。










第5章　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成

　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成に向け、より戦略的・発展的な観光地域づくりの取組の実施や、持続的な観光地域づくりが可能となる体制の構築等、自らのターゲットとする市場から「ブランド」としての評価を確立することを促進するとともに、以下の施策を推進する。


第1節　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成



1　地方公共団体と観光事業者その他の関係者との連携による観光地の特性を生かした良質なサービスの提供の確保


(1)　国内外から選好される魅力ある観光地域づくり

　第1章の施策に加え、沖縄県においては、リーディング産業である観光リゾート産業の振興を図り、高い国際競争力を有する観光地域の形成のため、沖縄振興特別措置法に基づき、地域の特色を活かした魅力的な観光地づくりを推進する。




(2)　地域独自の魅力を生かした旅行商品の創出

　地域の自然、生活文化、地元の人々とのふれあいを求める旅行ニーズに応えるためには、地域独自の魅力を活かした地域密着型の旅行商品の創出が重要であることから、旅行業者が着地型旅行商品の造成を取り扱いやすくするための旅行業のあり方について、平成23年度に検討した結果を踏まえ、その早期実現を図る。




(3)　総合特区制度等の活用

　総合特区制度、構造改革特区制度、地域再生制度、「環境未来都市」構想及び中心市街地活性化制度を活用して、地域の創意工夫を生かした魅力ある観光地域づくりや観光資源の活用に資する取組を支援する。







2　宿泊施設、食事施設、案内施設その他の旅行に関連する施設及び公共施設の整備


(1)　観光振興等に資する社会資本整備等の観光振興等への配慮

　観光振興に資する地域づくり・街並み整備、道路整備、河川空間等の保全・活用等の社会資本整備を行う際には、これらの事業担当部局と観光関係部局との連携をしつつ、観光振興や観光交流推進に配慮した整備を行う。




(2)　観光振興に資する道路空間の有効活用等

　平成23年10月より、「都市再生整備計画」で都市再生に資する施設として位置づけられたオープンカフェをはじめとした食事施設・購買施設や広告等については、道路管理者が指定した区域内において占用許可基準が緩和された。そのことを踏まえ、同制度の適切な活用による道路空間のオープン化(民間開放)を推進し、道路交通環境の向上や、まちの賑わいの創出を実現する。








第2節　観光資源の活用による地域の特性を生かした魅力ある観光地域の形成



1　文化財に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　世界文化遺産の保護

　我が国の世界遺産の保護・管理を推進するための「世界遺産普及活用事業」に加えて、世界遺産に関する取組の成果や保全管理についての課題を明らかにし、国内の意識醸成及び海外への発信等を行うことなどを通じて、我が国の世界遺産政策の戦略強化を図る「世界遺産戦略強化事業」を実施する。この事業では、世界遺産条約採択40周年記念事業最終会合の開催なども実施する。







2　歴史的風土に関する観光資源の保護、育成及び開発

　「武家の古都・鎌倉」の世界文化遺産推薦書が提出されたことを踏まえ、鎌倉等の古都における維持管理状況等の現状把握を行うとともに維持管理方策の充実の検討を行い、世界遺産に相応しい古都における歴史的風土の保存を推進し、古都の魅力向上につなげる。





3　優れた自然の風景地を生かした地域づくりの推進


(1)　森林等の観光への活用

　平成24年1月、政府は、ユネスコ世界遺産センターに対し、「富士山」を世界文化遺産として世界遺産一覧表に記載するための推薦書を提出した。このことを踏まえ、世界遺産候補地である「富士山」の構成資産の9割を占める森林については、景観に配慮した適切な森林の整備・保全を推進する。また、国有林野において、自然環境の保全に重要な役割を果たしている貴重な森林を「保護林」等に設定し厳正な保全管理を行うとともに、民間団体等と連携した森林づくり活動や、グリーンサポートスタッフ(森林保護員)による山火事や不法投棄等を防止するための巡視や清掃活動、来訪者に対するマナーの普及啓発を行うなど、「富士山」の世界文化遺産登録に向けた取組を推進する。







4　温泉その他文化、産業等に関する観光資源の保護、育成及び開発


(1)　外国人富裕層向けの和のコンテンツの情報発信

　我が国の潜在的なプレミアム地域資源の発掘を行い、国内外の商談会等を活用し、情報発信等を行う。




(2)　スポーツツーリズムの推進

　スポーツと観光の相互乗り入れを実現するスポーツ観光のより一層の普及・定着を図るため、平成23年度に策定された「スポーツツーリズム推進基本方針」に基づき、地域スポーツコミッションの設立を促す。また、関係者の情報交換、スポーツ関係情報の集約・発信、国際スポーツイベントの誘致・開催支援などを担うスポーツツーリズム推進連携組織の創設を促し、広域的にスポーツツーリズムを推進する。
　平成32年(2020年)オリンピック・パラリンピック競技大会の東京招致に向けて、招致委員会等と連携・協力しつつ取り組む。




(3)　マリンレジャーを活用した地域観光の振興等

　マリンレジャーに適した海洋空間等、地域それぞれが有する潜在的な海洋資源を活かした地域産業の活性化の観点から、関係省庁、港湾・河川・漁港等の管理者、マリン関係団体、プレジャーボート利用者等が連携・役割分担の下で、係留保管能力の向上と放置等禁止区域の規制措置を両輪とした対策により、プレジャーボートを円滑に収容するための取組を推進する。




(4)　環境学習・自然体験活動の推進等

　「環境教育等による環境保全の取組の促進等に関する法律」に基づき、自然体験活動等の推進を図る。例えば、海辺の自然体験活動や環境教育を促進するため、地方公共団体、NPO等と連携しながら、「海辺の自然学校」を全国各地で実施する。




(5)　農山漁村の地域資源の活用支援

　「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」に基づき事業計画を認定し、地域資源を活用した観光産業を促進する。
　また、当該事業計画を推進するために必要な機械・施設等の整備を支援するほか、6次産業化の先達や民間の専門家(ボランタリー・プランナー、6次産業化プランナー等)による個別相談の実施、新商品の開発等の取組の支援等を行うことにより、観光等の地域ビジネスの展開等を図る。
　国連食糧農業機関(FAO)の世界農業遺産(GIAHS)に認定された佐渡、能登地域については、地域の農林水産物のブランド化、商品開発や観光振興等の取組の周知等により、農山漁村地域の振興を図る。








第3節　観光旅行者の来訪の促進に必要な交通施設の総合的な整備



1　国際交通機関の整備


(1)　国際拠点空港の整備等

　訪日外国人旅行者の増加による内需拡大・雇用増加を通じて日本経済の活性化に資するためには、アジアを中心に世界とのヒト・モノ・カネの流れの障壁をできるだけ取り除くことが必要である。
　このため、羽田空港については、今後、24時間国際拠点空港化を着実に推進することとしており、最短で平成25年度中に年間発着容量を44.7万回まで拡大する。そのうち国際線は現在の6万回から9万回に拡大し、昼間においても、現在のアジア近距離路線のみならず、欧米や長距離アジアを含む高需要・ビジネス路線を展開するため、国際線旅客ターミナル及びエプロン等の拡充を行う。また、深夜早朝時間帯に就航する長距離国際線の輸送能力増強を図るため、C滑走路延伸事業を推進する。
　また、成田国際空港については、地元合意を踏まえ、年間発着容量を平成24年度中に27万回まで拡大するとともに、27万回実現と併せて、オープンスカイを推進する。さらに、最短で平成26年度中に30万回まで拡大するとともに、更なる国際ネットワークの強化、国内フィーダー路線の拡充、LCCやビジネスジェットの受入体制を強化することにより、アジア有数のハブ空港としての地位を確立する。
　なお、関西国際空港については、平成24年4月に新関西国際空港株式会社の設立、7月に大阪国際空港との経営統合を実施し、経営統合による収益改善やLCCの拠点化等の関西国際空港の国際競争力強化に向けた施策を積極的に講じること通じて、国際拠点空港として再生・強化する。
　さらに、各地域における拠点的な空港については、東アジアをはじめとする諸外国との直接交流を促進するとともに、内外の広域的な交流拠点として必要な機能強化を図る。併せて、民間の能力を活用した空港経営改革を推進することにより、地域活性化の核となる真に魅力ある空港の実現を目指す。




(2)　空港・港湾の旅客ターミナル等の整備

　国際拠点空港・港湾は、訪日外国人旅行者にとっては我が国に入国するための玄関に相当する施設であり、おもてなしの心で迎えるためには、旅客の快適性の確保に配慮する必要がある。
　このため、旅客ターミナル等の施設を充実させるとともに、両替や案内等のサービス機能の多様化・高度化を図る。
　また、中国等からの旅行者の増加に向けて、外国クルーズ船の日本寄港促進のためのソフト・ハードの取組を推進する。




(3)　航空交通システム・海上航路の整備

　航空交通量の増大や多様化する航空ニーズ等への対応のため、羽田空港においては年間44.7万回の発着容量の実現に向け、4本目の滑走路の使用も含めた新たな運用方式の慣熟等を進める。また、成田国際空港においては年間30万回の発着容量の実現に向け、現行の2本の滑走路を前提としつつ騒音影響区域を広げずに発着能力の拡大が可能となる同時平行離陸方式等の慣熟を図る。さらに、高度に統合されたシステムにより、出発から到着までの航空機の軌道を最適化する航空交通管理への変革を中核とした航空交通システムの高度化を進める。
　また、クルーズによる観光交流を振興するためには、クルーズ船を受け入れる環境を整備する必要があり、航路の開発、保全を行う。







2　国際交通機関に関する施設の整備


(1)　空港・港湾・鉄道駅へのアクセス向上

　拠点的な空港・港湾・鉄道駅と高速道路等を結ぶアクセス道路の現状の再点検等を行うとともに、環状道路の整備等による道路ネットワークの強化により、空港・港湾・鉄道駅へのアクセスの向上を図る。







3　国内の幹線交通に係る施設の整備


(1)　空港の整備

　羽田空港については、今後も国内拠点空港としての役割を果たしつつ、年間発着容量を拡大するためのエプロン等の整備を行うとともに、既存施設の空港能力、利便性、安全性の向上を図る機能向上を実施することにより、国内航空ネットワークを拡充する。
　各地域における拠点的な空港については、国内航空ネットワークの充実を図る上で基盤的な役割を担い、地域活力の向上、観光立国の推進等に不可欠な社会基盤であるため、広域的な交流拠点としての必要な機能強化を図る。




(2)　高速道路の整備等

　高規格幹線道路をはじめとする幹線道路ネットワークの整備を促進し、観光旅行者の来訪の促進や利便性の向上を図る。なお、平成24年度には、第二東海自動車道(御殿場JCT～浜松いなさJCT)、中国横断自動車道尾道松江線(三次JCT～吉田掛合)などの供用を予定している。
　さらに、既存の高速道路を有効活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等に寄与することを目的とした「スマートインターチェンジ(ETC専用インターチェンジ)」を引き続き整備する。







4　国内の地域交通に係る施設の整備


(1)　交通結節点の高度利用

　民間活力を活用した駅前広場の高度利用の促進などにより、公共交通の利用促進や都市機能の集積による活力向上に資する方策の検討を行う。




(2)　旅客ターミナルの整備

　離島をはじめとする各地域の玄関に相当する旅客船ターミナル等の施設を充実させるとともに、地域情報の提供や案内等のサービス機能の多様化・高度化を図る。




(3)　みなとに係る施設等の整備の推進

　港湾について、人流・物流の交流拠点としての機能に加え、周辺に運河や倉庫群が数多く残されていること、海に親水性のある港湾緑地が存在すること等の魅力を生かしつつ、港湾の施設整備などのハード施策やみなとオアシスの登録等のソフト施策により、美しい港湾空間の形成を図る。
















第6章　観光産業の国際競争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成


第1節　観光産業の国際競争力の強化



1　観光産業の参画

　旅行者のニーズの多様化や高齢者及び訪日外国人旅行者の増加等、観光を取り巻く国内外の環境は大きく変化しており、観光産業は既存のビジネスモデルに捉われず、より付加価値の高いサービスを提供するとともに地域の雇用・経済を支えることで、地域社会への貢献を図ることが重要である。このため、「売り手よし、買い手よし、世間よし」というビジネスの原点に立ち、観光産業の国際競争力の強化や観光地域づくりへの参画の観点から、中長期的な今後の観光産業のあり方について検討を行う。






第2節　観光の振興に寄与する人材の育成



1　観光事業に従事する者の知識及び能力の向上


(1)　観光分野における人材育成

　観光地域づくりを担う中核人材の育成のため、全国の大学や地域において講座・研修プログラムを展開し、観光地域づくり人材育成ガイドラインや人材育成手法を普及することにより、地域の自立的な人材育成を促進するための仕組みづくりと観光地域づくりの担い手となる人材の育成を図る。
















第7章　国際観光の振興


第1節　外国人観光旅客の来訪の促進



1　我が国の観光魅力の重点的かつ効果的な発信


(1)　国を挙げた日本ブランドの海外発信の推進

　平成24年3月に立ち上げられた「国際広報連絡会議」において、関係省庁及び関係機関が情報共有・連携しながら、国家戦略として日本ブランドの更なる海外展開・強化、我が国の強みと魅力、日本的な「価値」の発信を、国を挙げて様々なレベルで推進する。




(2)　地域の魅力の海外発信等

　訪日外国人旅行者を拡大する中で、地域経済の活性化の観点からは、様々な地域に外国人旅行者を誘致することも重要な課題である。このため、例えば、韓国、香港、台湾等、リピーターが多い市場では、ゴールデンルートの旅行経験者はもちろんのこと、初訪日の旅行者も含め、ゴールデンルートに加えてその他の地域への誘客を、意欲がある地方公共団体等と連携して実施していくこととする。




(3)　日本文化に関する情報の総合発信

　文化芸術活動を通じて日本・被災地と海外をつなぎ、日本が復興への道を歩む姿を発信し、海外の人々の被災地への関心を長期的・継続的に深めていくことを目的として、(独)国際交流基金を通じて、東北ゆかりの芸術家等を海外各地に巡回派遣し、公演、デモンストレーションや講演、対話事業等を実施する。また、国内外文化人の被災地での活動を支援し、その経験や成果を活用した交流事業を行う。さらに、従来より取り上げている伝統文化・芸術に加えて、近年世界的に若者の間で人気の高い日本のポップカルチャーを積極的に活用し、我が国に対するより一層の理解促進や信頼醸成を目指す。




(4)　日本食・日本食材等の海外への情報発信

　農林水産物・食品の輸出促進のため、平成24年度に、我が国の食品の魅力を日本食文化と併せて発信し、海外の消費者に直接伝える大規模なイベントを海外において実施し、我が国の食品に対する信頼回復と需要の喚起を図る。
　また、ビジット・ジャパン事業をはじめとした各種取組において、日本食に関するパンフレットやDVD等の活用により日本食文化の情報発信を行い、観光客の誘致を図る。さらに、海外で実施する輸出促進事業において、日本へ観光客を誘致するためのパンフレット等の活用を図る。このような、関係省庁における連携を強化することで、我が国への観光客誘致の取組を推進するとともに、日本食の普及、日本食材等の輸出の促進に積極的に取り組む。
　さらに、平成24年度においては、「食と農林漁業の祭典　～生産者と消費者、日本と世界を結ぶ～」を開催し、国内外の消費者に対し、日本の農業を始め、日本食・日本食材等を海外へ情報発信し、農業、地域経済の活性化を図る。







2　国際会議その他の国際的な規模で開催される行事の誘致の促進


(1)　MICEに関するワンストップ型情報発信機能の強化

　国際的なMICE関係者に対して、日本政府観光局海外事務所による情報発信を強化するとともに、国内のMICE開催に関する施設や支援制度等をまとめたプロモーションツールを整備し、一覧性ある情報発信を行うことにより、日本でのMICE開催の潜在需要の喚起を図る。




(2)　国際的な展示会の振興

　我が国の展示会産業の国際化を推進するため、展示会統計の整備、認証制度の確立・運用など展示会統計に係る透明性、信頼性の向上を図るとともに、人材育成、受入体制の整備などの産業の基盤整備に向けた取組を推進する。




(3)　アジア拠点化の推進を通じた国際ビジネス交流の拡大

　「アジア拠点化推進法案」の早期成立を目指すとともに、世界レベルで魅力あるビジネス・生活環境の整備に向けた「アジア拠点化・対日投資促進プログラム」の着実な推進により、国際会議、展示会等MICEの開催の促進を始めとした国際ビジネス交流の拡大を図る。




(4)　MICEの受入環境整備

　ユニークベニュー(博物館や歴史的建造物など本来はMICE目的で使用しない施設や場所を利用した会場)開発等我が国でMICEを誘致・開催するに当たって、主催者たる事業者等や参加者に必要となる各種の受入環境について、主たる競合国に遜色ないレベルを目標に、関係省庁・地方公共団体等において連携を図り対応を図る。







3　外国人観光旅客の出入国に関する措置の改善、通訳案内サービスの向上その他の外国人観光旅客の受入れ体制の確保等


(1)　ビザ発給手続の迅速化・円滑化

　我が国の利益を害する惧がなく、入国管理上問題ないと判断できる外国人に対しては、ビザの取得容易化に努める。




(2)　出入国手続の迅速化・円滑化

　訪日外国人に対する出入国審査手続に必要な通訳環境を整備するとともに、地方空港における出入国審査システムのオンライン化を拡充し、出入国審査の迅速化・円滑化のための体制強化を図る。




(3)　通訳ガイドの質・量の充実

　平成24年度は、訪日外国人旅行者の需要の多様化に的確に対応するため、通訳案内士以外の者による有償ガイド行為を可能とするための特例措置を規定した「総合特別区域法」の着実な実施を図るとともに、当該制度を利用した特区ガイドの効果を測るべく実態把握調査を実施する。一方、通訳案内士に対する専門性を高めるための研修等ガイドの質の向上に関する事業を行い、引き続き訪日外国人旅行者3,000万人時代の実現に向けて通訳案内士制度の充実を図る。




(4)　首都圏空港を含めたオープンスカイの推進

　「新成長戦略」(平成22年6月18日閣議決定)に基づき、これまで、東アジア、ASEANの国・地域を最優先に首都圏空港を含めたオープンスカイの枠組みの構築を推進してきたところであり、今後、その対象をアジア、欧州をはじめとする世界の各国・地域へと拡大し、国際航空ネットワークの一層の拡充を図る。




(5)　農山漁村での外国人が快適に観光できる環境の整備

　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成に向けた環境整備を図るため、食を始めとする豊かな地域資源を活かし、集落ぐるみの都市農村交流等を促進する取組を推進する中で、訪日外国人受入れや訪日教育旅行の受入れなどインバウンドの取組について支援する。








第2節　国際相互交流の促進



1　外国政府との協力の推進


(1)　日中韓三国間の観光交流と協力の強化

　平成22年の第5回日中韓観光大臣会合の共同声明において設定され、平成23年の第4回日中韓サミットの首脳宣言の中で支持された、平成27年までに三国間の人的交流規模を2,600万人に拡大するとの目標の実現に向け、三国間の交流を促進する。
　また、平成23年の第6回日中韓観光大臣会合の共同声明に基づき、災害等発生時における危機管理に関して三国間の連携を強化するとともに、地域間及び域外からの観光交流拡大のための日中韓観光ゴールデンルートの設定等を推進する。




(2)　二国間の観光交流の取組の推進

　二国間の交流人口の拡大に向け、二国間の観光交流事業、観光見本市への相互出展等を通じ、二国間の連携協力を強化し、観光交流の拡大に積極的に取り組む。平成24年は日中国交正常化40周年、日米桜寄贈100周年や日印国交樹立60周年などの機会であり、これらを活用して、観光交流の拡大に取り組む。




(3)　国際機関等への協力を通じた国際観光促進

　国際観光振興を目的として開催されるUNWTOやOECD、APEC、ASEAN+3などの各多国間会合における議論や意見交換を通じて、我が国の国際観光を促進する。
　その他、平成24年度はUNWTOをはじめとする国際機関等と協力し、観光プロモーション、持続可能な観光開発、観光分野の人材育成を実施することとし、国際観光交流の促進に関する事業に引き続き取り組む。







2　我が国と外国との間における地域間交流の促進


(1)　日本人の海外旅行の促進

　官民ミッションの派遣や周年事業の活用、経済界等との連携による促進策の検討など、官民一体となった取組を推進し、海外旅行需要の喚起を図る。







3　青少年による国際交流の促進


(1)　海外の青少年との交流促進

　「世界に雄飛するたくましい青少年を育む国際交流事業～ジョイン・イン・ジャンボリー～」として、日本の青少年と諸外国の青少年との自然体験・文化体験等を通じた国際交流事業を実施し、人類の未来に貢献する高い志を持った青少年の育成を図る。また、これらの取組を全国及び海外に発信し、日本の青少年の活力を世界にアピールする。
　また、平成27年には、161の国と地域から約3万人の青少年が集うボーイスカウトの世界大会「第23回世界スカウトジャンボリー」が山口県で開催される予定である。なお、平成25年には、本大会のプレ大会として、「第16回日本ジャンボリー/第30回アジア太平洋地域スカウトジャンボリー」が同地で開催される予定である。
















第8章　観光旅行の促進のための環境の整備


第1節　観光旅行の容易化及び円滑化



1　観光の意義に対する国民の理解の増進


(1)　団塊の世代や若者の旅行の促進、ゼロ回層対策の強化等

　基本計画に定める各施策を講ずることにより、団塊の世代や旅行に出かける層の旅行活性化を図るととともに、ゼロ回層や若者の旅行振興に向けた取組を検討する。







2　旅行のサービス内容に応じた価格設定

　新たな需要の掘り起こしをするため、公共交通や宿泊について、サービスの簡素化・効率化や費用の高さにこだわらない付加価値の提供等、旅行者の多様なニーズに応じた取組を検討・促進する。






第2節　観光旅行者に対する接遇の向上



1　我が国の伝統ある優れた食文化その他の生活文化、産業等の紹介の強化、我が国又は地域の特色を生かした魅力ある商品の開発


(1)　地域ブランドの振興

　農林水産物・食品の地域ブランド化に向けて、地元の生産者や流通業者等が情報を交換し、発信するための協議会の運営や、地域団体商標等の知的財産制度の活用について専門家による指導・助言等を行う取組を支援する。さらに、地域の食材を活用した特徴的な伝統料理の見直しや創作料理の開発等を地域関係者が連携して行う取組を支援する。
　また、地域ブランド農林水産物をはじめとした農山漁村の地域資源を活用して、国内外からの観光客を呼び込むための取組を支援する。
　北海道の高品質な食と、関連する良好な景観・建築物等を一体的に活用し、地域産業の活性化や観光振興を図るため、地域の風土・歴史に根差した地域ブランドを創出する認証制度の国民へのPR等、認証に向けた環境整備を行う。








第3節　観光旅行者の利便の増進



1　高齢者、障害者、外国人その他の観光旅行者が円滑に旅行できる環境整備


(1)　ユニバーサルデザインの考え方に基づく観光の促進

　観光産業だけでなく、地方公共団体やNPO、他の産業等の幅広い関係者が協力し、高齢者や障害者が安心して参加できるユニバーサルツーリズムを促進するため、関係者間において地域における先進的な取組や課題解決に向けた取組を共有し、それぞれが段階的に向上していくための仕組みを検討する。




(2)　道路交通の円滑化

　観光客が多く通行する道路等において、季節や時間による交通の変動に的確に対応するため、信号機等の交通安全施設等の整備を推進する。また、自動車の走行履歴情報(プローブ情報)を活用した交通管制システムの高度化、ムーブメント信号制御方式・プロファイル信号制御方式による信号制御の高度化等を推進することにより、交通渋滞を緩和し、交通アクセスの改善を図る。




(3)　自転車利用環境の整備

　平成20年1月に指定した全国98箇所のモデル地区等における取組を有識者の意見を踏まえて、評価・検証するとともに各地域で道路管理者や都道府県警察が安全で快適な自転車利用環境の創出を目的とした自転車ネットワーク計画等の作成を進めるためのガイドラインについての検討を行う。
　これらを踏まえ、環境負荷の小さい都市内交通体系の実現と自転車等の事故対策のため、道路空間の再配分などにより、歩行者・自転車・自動車を適切に分離し、安全で快適な自転車走行空間のネットワーク化を推進し、観光の振興を支援する。




(4)　道路における案内表示の充実など外国人観光旅行者への対応

　道路種別によらず一連で機能を果たす路線を分かりやすく表示するためのナンバリングによる路線の案内、外国人の道路利用者に対する目的地や経路の適切な案内のため、案内表示における外国語表示の充実などの検討を行う。




(5)　消費者のニーズに応じた旅行環境の整備

　消費者のニーズを的確に把握した上で、質の高い旅行サービスを提供するための方策について検討を行う。








第4節　観光旅行の安全の確保



1　国内外の観光地における事故、災害等の発生の状況に関する情報の提供


(1)　防災情報の提供

　平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震による甚大な津波被害を踏まえ、広帯域強震計の整備による巨大地震の規模の早期把握や、津波警報等の内容や伝え方を見直すこと等により、津波警報の改善を図る。また、津波による災害のおそれがある場合に直ちに避難するよう、新たに作成した津波映像資料等を用いて周知・広報活動を進める。
　さらに、局地的大雨による災害の防止・軽減に向けて、高精度な降雨量予測を行うため必要なシステムを整備する。




(2)　外国人観光旅行者等の災害被害軽減

　東日本大震災を踏まえ、訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、自然災害等緊急時において、訪日外国人旅行者を対象に正確な情報を迅速に提供するための情報提供のあり方について調査検討を行う。







2　観光旅行における事故の発生の防止


(1)　道路交通の安全対策等の推進

　一般道路において交通安全施設等の整備を推進し、このうち行楽地の生活道路において歩道の整備等による安心して移動できる歩行空間ネットワークの整備、最高速度30km/hの区域規制と路側帯の設置・拡幅、車道中央線の抹消等を行う「ゾーン30」等を推進する。なお、幹線道路においては重点的・集中的に交通事故の撲滅を図る「事故ゼロプラン(事故危険区間重点解消作戦)」に取り組むほか、高速道路の安全性をより高めるために必要な対策を行う。




(2)　高速ツアーバスの安全性向上等

　平成24年4月29日に群馬県藤岡市の関越自動車道において発生した高速ツアーバスの事故を踏まえ、高速ツアーバスを企画・実施する旅行業者の乗合バス事業者への早期移行を促進する。また、移行までの間における高速ツアーバスの安全性向上策等を検討し、早急に実施する。








第5節　新たな観光旅行の分野の開拓



1　ニューツーリズムの創出・流通

　各地域において取り組まれている地域の特色ある観光資源を活用して造成された旅行商品について、マーケティング、商品造成、販売、商品改良等の実態を把握し、顧客満足度を高めるための自主的な取組を促進させるための方策を検討する。
　具体的には、平成23年度の実態調査を踏まえ、各地域における課題やその解決策を整理し、顧客満足度の高い旅行商品の品質向上策をとりまとめ、地域の自律的な観光振興の助けとなるものとする。





2　各ニューツーリズムの推進


(1)　エコツーリズムの推進

　エコツーリズム推進法(平成19年法律第105号)に基づき、エコツーリズムに取り組む地域への支援、全体構想の認定・周知、技術的助言、情報の収集、普及啓発・広報活動などを総合的に実施するとともに、エコツーリズムによる地域活性化のための人材・プログラムづくりと施設整備を含む基盤づくりを一体的に実施する。




(2)　グリーン・ツーリズムの推進

　農山漁村における子どもの宿泊体験活動の促進やグリーン・ツーリズムの普及拡大を図るため、農山漁村を教育・観光などの場として活用する集落ぐるみの多様な都市農村交流や農山漁村における多様な主体によるボランティア活動等を促進する取組を支援するとともに、市民農園、交流拠点施設等の整備を推進する。また、都市と農山漁村の共生・対流に係る国民的な運動を推進する。




(3)　ファッション・食・映画・アニメ・山林・花等を観光資源としたニューツーリズムの推進

　特色ある地域の産業やコンテンツ、ファッション、伝統工芸品、食等の産業が業種横断的に連携し、国内外に魅力的な集客・交流サービスを具体化するために必要な集客・交流プログラムの企画開発・商品化等を支援する。







3　その他の新たな観光需要の開拓


(1)　若年層の旅行需要の喚起

　近年、若者層の旅行回数の落ち込みが顕著であるが、現在及び将来において旅行市場を維持・拡大するという観点や、地域の魅力に触れることで我が国を愛する気持ちを培う機会を増大するという観点等から、若者層の旅行促進は重要である。
　このため、関係者が連携して、若年層の旅行需要を喚起するために取組を行う。




(2)　船旅の魅力向上の推進

　フェリー、離島航路等による「普段着の船旅」の魅力向上に向け、関係者が協力して、船の認知度向上のための戦略的な情報発信や利用者ニーズにあった旅行商品の開発・販売等を促進する。




(3)　医療と連携した観光の推進

　医療と連携した観光について、外国人患者等の受入環境を整備しつつ、医療と連携した観光ツアーの多様化・高付加価値化を推進するとともに、海外における認知度の向上を図る。








第6節　観光地域における環境及び良好な景観の保全



1　観光地域における環境の保全


(1)　国立・国定公園の保護と利用の推進

　東日本大震災を受け、沿岸の自然公園を三陸復興国立公園(仮称)として再編し、自然の恵みを活かし、自然の脅威を学び、地域の暮らしや産業を支えている自然環境に配慮しながら復興する「国立公園の創設を核としたグリーン復興」の取組を進める。




(2)　世界自然遺産地域の適正な保全管理

　屋久島における世界自然遺産地域の植生に大きな影響を与えているヤクシカの個体数管理に向けた取組、知床五湖地域におけるヒグマと利用者との軋轢回避や植生保護を図るための利用調整によるより深い自然体験の機会の提供、白神山地における人為活動等が世界自然遺産地域に及ぼす影響を把握するためのモニタリング調査の実施など、我が国の世界自然遺産地域について、科学的知見に基づき、地域の関係者との合意形成を図りながら、引き続き保全管理の充実を図る。また、平成23年6月に新たに世界自然遺産に登録された小笠原諸島については、外来種対策の実施や観光客等への適切な利用に関する普及啓発などの登録時の勧告事項を踏まえた質の高い保全管理を実施する。更に、琉球諸島については、推薦の前提となる条件整備を進める。世界遺産条約採択40周年記念最終会合の開催なども実施する。




(3)　環境対応車の普及促進による観光地域の環境の保全及びその魅力の向上

　3大都市圏、観光地、環境未来都市等において電気自動車(EVバス、EVタクシー、EVトラック)の集中的導入を誘発・促進するような地域・事業者間連携等による先駆的事業を行うバス・タクシー・トラック事業者等を重点支援することにより、国内観光地における地域交通のグリーン化及び観光振興を促進する。







2　観光地域における良好な景観の保全(良好な景観形成・歴史まちづくりの推進)

　良好な景観や歴史的まち並みを形成するため、平成24年度より歴史的風致維持向上推進等調査を創設し、民間資金の導入による町家等の歴史的建造物の修理・活用等の促進や広域的な歴史まちづくりの専門家組織の育成などの課題に取り組み、景観に優れた国土・観光地づくりにつなげる。






第7節　観光に関する統計の整備(観光に関する統計の整備・利活用の推進)



1　観光地域経済調査

　観光に関連する産業の基本的構造(事業者数、売上規模、雇用・就労状況等)や、観光が地域経済に及ぼす影響等を明らかにする観光地域経済調査について、平成22年度に試験調査、平成23年度に予備的調査を実施し、調査手法等の検証を行ってきた。平成24年度は、経済センサスと連動し、全国約16万事業所を対象として調査を本格実施する予定である。
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